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１ 大学の概要 

（1）理  念 

○ 総合性への志向 

本学は、人文・社会・自然の学問の三分野から成る大学として、学際的な方法を重視しつつ、

総合的な知の形成を目指す。 

○ 地域性の重視 

本学は、「地域に生き、世界に伸びる」を標榜し、地域社会に開かれた大学として、当面する諸

問題を分析し解決すること、地域の知的創造の拠点となることを目指す。 

○ 国際性の推進 

本学は、グローバル化に対応して、アジアをはじめ世界の多様な文化を学びつつ、諸外国の人々

との交流を進め、国際的・多元的な文化の創造を目指す。 

 

（2）業務内容 

①大学を設置し、これを運営すること。 

②学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

③法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との

連携による教育研究活動を行うこと。 

④公開講座の開設その他学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

⑤法人における教育研究の成果の普及及びその活用を通じ、熊本県ひいては国際社会の発展に寄

与すること。 

⑥前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

（3）事務所等の所在地 

①法人本部 

熊本県熊本市東区月出3丁目1番100号 

②その他 

熊本県熊本市東区小峯2丁目2613番1号（小峯グラウンド） 

熊本県熊本市東区長嶺東１丁目2715番1号（教員住宅） 

 

（4）資本金の状況 

12,166,185,000円（令和4年3月31日現在） 
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（5）役員の状況 

役 職 氏 名 任 期 
主な経歴 

（非常勤役員は現職名） 

理事長 白石 隆 H30.4. 1～ R4.3.31 政策研究大学院大学学

長 

副理事長（学長） 半藤 英明 H28.4. 1～ R4.3.31 熊本県立大学副学長 

理事（副学長） 堤 裕昭 H30.4. 1～ R4.3.31 熊本県立大学地域連

携・研究推進ｾﾝﾀｰ長 

理事（事務局長） 平井 宏英 
R3.4. 1～ R4.3.31 

熊本県総務部総括審議

員兼政策審議監 

理事（非常勤） 本松 賢 H30.4. 1～ R4.3.31 株式会社テレビ熊本取

締役会長 

監事（非常勤） 河喜多 保典 H30.4. 1～ R3事業年

度の財務諸表の承認の

日まで 

公認会計士、税理士 

監事（非常勤） 本田 悟士 H30.4. 1～ R3事業年

度の財務諸表の承認の

日まで 

弁護士 

 

（6）職員の状況（令和3年5月1日現在） 

教員243名（うち常勤82名、非常勤161名） 

※副理事長(学長）、理事(副学長)を除く。非常勤には特任4名を含む。 

職員107名（うち常勤36名、非常勤71名）  

※理事(事務局長)を除く。 

注）常勤・非常勤の別については、（ ）書きにて、財務諸表の区分に従い記載。 

 

（7）学部等の構成 

○ 学部及び研究科等 

文学部─────文学研究科（日本語日本文学専攻・英語英米文学専攻：博士前期課程、博士後期課程） 

環境共生学部──環境共生学研究科（環境共生学専攻：博士前期課程、博士後期課程） 

総合管理学部──アドミニストレーション研究科（ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ専攻：博士前期課程、博士後期課程） 

共通教育センター 

○ 附属機関 

学術情報メディアセンター（図書館・情報教育部門・研究支援部門、情報基盤管理室）、地域連携政

策センター、国際教育交流センター、キャリアセンター、保健センター、監査室、IR室 
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（8）学生の状況（令和3年5月1日現在） 

総学生数  2,196名 

学 部  2,122名                    大学院  74名 

（内訳） 文学部      411名      （内訳）文学研究科          13名 

      環境共生学部   469名             環境共生学研究科       37名 

      総合管理学部   1,242名              アドミニストレーション研究科 19名 

 

（9）沿  革 

昭和22年4月  熊本県立女子専門学校創立 

昭和24年4月  熊本女子大学開学 

昭和55年4月  熊本市健軍町水洗（現月出、現在地）に移転 

平成5年4月   大学院設置 

平成6年4月   大学名称を「熊本県立大学」に変更、全学的に男女共学に移行 

平成18年4月  公立大学法人熊本県立大学へ移行 

 

（10）経営会議、教育研究会議委員 

○経営会議 

氏 名                     職 

白石  隆                理事長 

半藤 英明       学長 

平井 宏英       事務局長 

本松 賢         株式会社テレビ熊本代表取締役会長 

櫻井 一郎       櫻井精技株式会社代表取締役 

古荘 文子        古荘土地有限会社代表取締役 

横田 桂子       熊本県立大学同窓会紫苑会顧問 

江頭 実        熊本県菊池市長 

 

○教育研究会議 

氏 名                職 

半藤 英明       学長 

堤 裕昭        副学長 

平井 宏英       事務局長 

鈴木 元        文学部長 

石橋 康弘             環境共生学部長 



 

4 

 

澤田 道夫       総合管理学部長 

丸山 泰        地域連携政策センター長 

北原 昭男       学術情報メディアセンター長 

レイヴィン リチャード 国際教育交流センター長 

虹林 慶        文学研究科長 

内村 公春       学校法人九州ルーテル学院長 

松下 純一郎      株式会社熊本日日新聞社調査役 

牛田 卓也        熊本県公立高等学校長会会長 
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２ 全体的な状況  

（1）第3期中期計画期間 中間評価に係る法人自己評価の概要 

 
S A B C 計 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組 

 

1 教育に関する目標を 

達成するための取組 
0 17 1 0 18 

2 研究に関する目標を 

達成するための取組 
1 4 0 0 5 

3 地域貢献に関する目標を 

達成するための取組 
0 4 0 0 4 

4 国際交流に関する目標を 

達成するための取組 
0 5 0 0 5 

計 1 30 1 0 32 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

 

 

 

 

1 大学運営の改善に関する目標を 

達成するための取組 
0 1 0 0 1 

2 教育研究組織の見直しに関する 

目標を達成するための取組 
0 1 0 0 1 

3 人事に関する目標を 

達成するための取組 
0 4 0 0 4 

4 事務等の効率化・合理化に関する 

目標を達成するための取組 
0 1 0 0 1 

計 0 7 0 0 7 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するための取組 

 

 

1 自己収入の増加に関する目標を 

達成するための取組 
1 2 0 0 3 

2 経費の抑制に関する目標を 

達成するための取組 
0 1 0 0 1 

計 1 3 0 0 4 
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する目標を達成するための取組 

 

 

1 評価の充実に関する目標を 

達成するための取組 
0 1 0 0 1 

2 情報公開、情報発信等の推進に 

関する目標を達成するための取組 
0 1 0 0 1 

計 0 2 0 0 2 

Ⅴ その他業務運営に関する目標を達成するための取組 

 

 

 

1 施設設備の整備・活用等に関する 

目標を達成するための取組 
0 1 0 0 1 

2  安全管理に関する目標を 

達成するための取組 
0 3 0 0 3 

3 人権に関する目標を 

達成するための取組 
0 1 0 0 5 

計 0 5 0 0 5 

総 計 
2 47 1 0 50 

(4.0%) (94.0%) (2.0%) (0.0%)  

 

【法人自己評価の評価基準】 

Ｓ：中期計画を上回って実施している  Ａ：中期計画を順調に実施している 

  Ｂ：中期計画を十分に実施していない  Ｃ：中期計画を実施していない 
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（2）法人自己評価に係る総括コメント 

熊本県立大学は、「総合性への志向」「地域性の重視」「国際性の推進」を理念に掲げ、熊本県内唯一

の公立大学として、有為な人材の育成にその役割を果たしてきた。平成18年度に法人化を果たし、第

1期中期計画期間（H18-H23）、第2期中期計画期間（H24-H29）を終え、教育の質の向上、研究の推進、

地域貢献活動の推進に取り組み、一定の成果を得た。 

平成30年度からは、設立団体から示された第3 期中期目標である「教育の質の向上」、「熊本地震か

らの復興支援を含めた地域に貢献する教育研究の推進」、「グローバル化の推進」の達成に向け、50項

目から成る第3期中期計画では、重点項目として「国際的な視野と認識を高める教育研究の推進」、「地

域との幅広い協働を確立する教育研究の推進」、「社会や時代の状況を踏まえた対応」を掲げ、活力あ

る大学づくりを進めている。また、恒常的に大学業務の自己点検・評価を実施し、改善につなげるこ

とで、大学の質のさらなる向上を図っている。その結果、第3期中期計画の全50項目中、S評価が2

項目、A評価が47項目となっており、B評価が1項目あったが、平成30年度からの4年間はほぼ順調

にその年度計画を達成しており、中期計画の達成が見込まれるところである。  

 

【国際的な視野と認識を高める教育研究の推進】 

令和2年4月、国際教育、国際交流及び語学教育支援等に関する業務をワンストップで実施する国

際教育交流センターを設置した。地域課題に柔軟に適応し、グローバルな視点を持って活動できる学

生を育成するための「もやいすとグローバル育成プログラム」（学部学生対象）に加え、大学院に国際

協力・貢献活動を終えた者を受け入れるため、また、国際協力・貢献活動を組み込んだ教育を行うた

め、大学院の入学者選抜に国際協力枠を新たに創設した。また、新型コロナウイルスの感染状況を見

ながら、海外派遣等の促進を図ったほか、留学生をさらに受け入れるための様々な取組を推進した。 

主な実績 

・今後国際化をさらに推進するため、国際教育、国際交流及び語学教育支援等に関する業務をワンス

トップで実施する国際教育交流センターを令和2年4月に設置した。＜計画番号(13)＞ 

・地域課題に柔軟に適応し、グローバルな視点を持って活動できる学生を育成するため、1年次から4

年次まで体系的な学びと海外留学等を提供する「もやいすとグローバル育成プログラム」を構築し、

一定の水準に達した学生を認定する仕組みを通して高い能力を身に付けさせることとした。 

＜計画番号(5)＞ 

・令和3年度には17名の2年生が「もやいすとグローバル育成プログラム」に申し込み、4科目を受

講した。中でも、「Kumamoto Studies」においては、Ek Sonn Chanカンボジア国大臣やトビタテ留学

JAPANプログラムディレクター船橋力氏を含む、各分野でグローバルに活躍している13名の講師に

よる講義を実施したほか、「もやいすとシニア（グローバル）育成」においては、中満泉国連事務次

長による特別講義を行った。＜計画番号(5)＞ 

・学部におけるグローバル人材育成に加え、大学院においても高度グローバル人材を育成するため、

国際協力・貢献活動を終えた者を大学院に受け入れるための検討を行い、令和元年度に3研究科に

「社会人特別選抜（国際協力枠）」を新たに創設した。令和3年度入学者選抜において、2名（環境

共生学研究科）が合格した。＜計画番号(5) ・(3)＞ 

・国際協力・貢献活動を組み込んだ大学院教育のカリキュラムの配置や入試制度のあり方について決

定し、令和2年度に3研究科に「一般選抜（国際協力枠）」を新たに創設した。令和4年度入学者選

抜において、1名（アドミニストレーション研究科）が合格した。＜計画番号(5)・(3)＞ 

・毎年度4月に1年次生について英語能力測定を実施し、1月に前年度入学の2年次生について英語能

力測定を実施し、入学時の英語能力との比較・検証を行った結果、リスニングの能力は向上してい
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るが、リーディングの能力はやや下降していることが判明し、リーディングの能力向上策を検討し、

実施した。＜計画番号(6)＞ 

・新型コロナウイルス感染症の影響は続いているものの、令和3年度は文科省により9ヶ月以上の交

換留学に対する支援を再開することが通知されたこと等を受け、本学でも関係者と協議・調整の上、

5名の学生を協定校である祥明大學校とモンタナ州立大学に派遣した。＜計画番号(28)＞ 

・水銀研究留学生奨学金の適用を受ける外国人留学生については、インドネシア、ミャンマー、スー

ダン、ガーナ等からの留学生を毎年度受け入れた。＜計画番号(2)＞ 

・令和元年度には留学生の身元保証人要件を緩和し、従来2名（内1名は熊本県内在住者）としてい

たが、人数を1名にするとともに、熊本県内在住要件を撤廃した。また、私費外国人留学生入試出

願書類について、従来、住民票を必要としていたが、パスポートの写しでも可とした。＜計画番号(2)＞ 

・令和2年度には留学生サポーター制度を新設し、新入留学生に対する在学生による生活・学習支援

の体制を構築した。また、国際教育交流コーディネーターによる留学生のための日本語チュータリ

ングセッションの試行を開始した。＜計画番号(2)＞ 

 

【地域との幅広い協働を確立する教育研究の推進】 

令和2年7月豪雨からの被災市町村の復興・再生支援等を視野に入れつつ、地域社会との連携を図

り、地域に学ぶことを重視した教育を行うとともに、独自性のある研究及び地域課題の課題解決に資

する研究を推進した。本学を代表機関とする「流域治水を核とした復興を起点とする持続社会」地域

共創拠点が、JST「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」の地域共創分野（本格型）に採択され

た。 

主な実績 

・各学部・共通教育センターにおいて、学生GP制度も活用しながら、地域志向科目、地域創生科目の

開講等、地域の諸課題を題材とした教育を毎年度推進した。＜計画番号(4)＞ 

・「もやいすと（地域）ジュニア育成」は「菊池川流域圏の未来」等、「もやいすと（防災）ジュニア

育成」は「球磨川流域圏の災害からの創造的復興を目指して」等をテーマとし、講義やグループワー

クを実施し、地域課題の解決案を成果報告会にて発表した。＜計画番号(4)＞ 

・県内雇用促進のために検討が実施する取組について、就職活動セミナーやホームページ等を通じ、

学生へ情報提供した。＜計画番号(18)＞ 

・各学部において独自性のある研究及び地域課題の課題解決に資する研究を引き続き実施した（文学

部：『菊池風土記』の注釈、水俣市立蘇峰記念館蔵の木製活字、菊池市石淵家蔵地球儀の分析等、環

境共生学部：白川河口干潟におけるアサリ個体群の季節変動と個体群回復に向けた方策、自然的環

境の保全と市街化開発の共存ー熊本市の万日山・花岡山風致地区を対象としてー、熊本県産柑橘精

油のストレス緩和効果の検証等、総合管理学部：プログラミング学習の新たなデザイン、子どもた

ちと先生の学びの場を創る大学生―教育情報化の推進に関する連携協定における熊本県立大学の取

組―、アフターコロナの自治会活動のあり方に関する研究、上天草市維和島農泊＆観光推進事業：

学生が考える観光プラン提案等）。＜計画番号(19)＞ 

・令和2年7月豪雨からの復興・再生のため、“緑の流域治水”に関する最先端の研究を推進するた

めに新設した「緑の治水研究室」が中心となり、JST「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」

に応募し、産学官の連携で取り組む「流域治水を核とした復興を起点とする持続社会」地域共創拠

点が地域共創分野（本格型）に採択された。研究のひとつとして、雨庭（あめにわ）を学内に設置

し、地中に浸透する水の量を測定し、洪水流出抑制に関する設置効果の実証と雨庭の県内への普及

を進めた。＜計画番号(19)＞ 
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・環境資源学・居住環境学・食健康科学のそれぞれの側面から進めてきた防災・減災に係る研究活動・

支援活動を継続した（豪雨による被災と球磨川流域における暮らしに関する研究－八代市坂本町を

事例に－、農村部における自治会の新型コロナウイルス感染症への対応に関する研究、芦北・水俣

地域のサラダタマネギに着目した復興支援等）。＜計画番号(19)＞ 

・令和2年7月の豪雨災害を受け、県南を含む被災地域を対象に、地域の課題解決や復興・再生を目

的として、大学の知見を活かした研究活動に取り組む「被災地域復興・再生支援事業」を令和2年

度と令和3年度に実施した。＜計画番号(24)＞ 

・令和3年度には「球磨川流域圏バーチャルキャンパス」のオンラインによる講座を4件試行として

開講した。＜計画番号(27)＞ 

・地域の方々に学習の機会を提供するために大学の正規の授業を公開する「授業公開講座」をはじめ、

社会人向けの「CPDプログラム」、「各種公開講座」を実施した。コロナ禍においては、オンラインに

よる授業公開講座や客員教授等による各種公開講座を実施した。＜計画番号(27)＞ 

 

【社会や時代の状況を踏まえた対応】 

入試制度改革に向けた対応、学修成果の可視化や教育研究組織の改善・見直し等、社会や時代の状

況を踏まえた対応を着実に行った。 

主な実績 

・入試委員会で令和 3 年度熊本県立大学入学者選抜における変更（入試日程、共通テスト国語記述式

問題、英語外部検定試験、調査書等の取扱い）について検討し、平成 30 年11 月に中間公表を行い、

令和元年5 月に予告公表を行った。その後、文部科学省から示された変更についても、予告の変更

を行うことで的確に対応した。＜計画番号(1)＞ 

・学部教育について、全学、学部、授業科目のレベルでアセスメントプランを策定し、指標となる数

値を設定した。また、大学院に関しても、アセスメントプランを策定し、学生の意欲・能力等を把

握するために有効と考えられるデータを指標として設定した。いずれの指標も年度推移や相関関係

等を注視しながら、より良い教育の実現に向けた取組を検討する際の資料とすることとしている。＜

計画番号(8)＞ 

・令和2年4月からの高等教育の無償化に向け、令和元年7月に知事に対し、機関要件確認申請を行

い、8月に確認通知があった。＜計画番号(15)＞ 

・環境共生学部では、平成31年4月から、現行の3学科を1学科（環境共生学科）に改組し、そのも

とに3専攻（環境資源学専攻、居住環境学専攻、食健康環境学専攻）を設置することとした。 

＜計画番号(34)＞ 

・本学における食育推進活動の一層の充実強化を図るために、食育推進プロジェクトを食育推進室と

して、平成31年4月から環境共生学部に設置することとした。＜計画番号(34)＞ 

・教学IR室について、各種の調査による情報を集約し、これまで以上に様々な角度からのより詳細な

分析も行うなど専門性を強化するため、また、大学ガバナンス改革を推進するとともに、関係機関

との連携を密にするため、令和2年4月から、学長直属の機関としてIR室を設置することとした。

＜計画番号(34)＞ 

・共通教育の充実のために、教員採用、カリキュラムの検討等を主体的に行う組織として、令和3年4

月に共通教育センターを設置し、同センター内に緑の流域治水研究室を設置した。＜計画番号(34)＞ 

・情報、地域（産学）連携、研究支援の各部門強化等のため、令和4年4月に学術情報メディアセン

ターから情報部門を独立させ、図書館とデジタルイノベーション推進センターを設置するとともに、
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地域（産学）連携と関連する研究支援を所管する地域・研究連携センターを設置することを決定し

た。＜計画番号(34)＞ 

・教育の内部質保証システムについて、教育研究会議等での審議を経て、内部質保証推進委員会の設

置及び運用ルールの整備を行った。また、システムにおいて、3つのポリシーを踏まえた教育の質を

保証する仕組みを整備した。＜計画番号 (44) ・ (8)＞ 

・平成30年7月に「SMARTワーク・アクションプラン」を策定し、平成30年度に重点的に改善を行う

25業務を選定し、計画的に取り組み、業務の平準化、前倒し等職員が日頃から業務改善を意識して

行動するなどの意識改革が進み、対前年度比で時間外実績は約14.7%の減となった。 

＜計画番号(39)＞ 

・令和3年10 月、「流域治水を核とした復興を起点とする持続社会」地域共創拠点が、JST「共創の場

形成支援プログラム（COI-NEXT）」の地域共創分野（本格型）に採択され、拠点全体で最大2億円/

年、支援期間10年間の外部資金を獲得した。また、11月に本プロジェクトを推進するため、代表機

関である本学に地域共創拠点運営機構を設置した。＜計画番号(26)、(34)、(41)＞ 

 

【その他】 

上記3つの重点事項に加えて、新型コロナウイルス感染症に対する感染拡大防止対策を行いながら、

教育、研究、業務運営の各分野において様々なことに積極的に取り組んだ。 

主な実績 

（教育） 

・教務委員会において、キャップ制導入に係る単位数、除外科目、上限緩和等の条件について検討を

行い、環境共生学科食健康環境学専攻を除く全学部学科の1～4年次に導入することを決定し、令和

2年度から全学部で新1年生からを対象にキャップ制を実施した。＜計画番号(9)＞ 

・アドミニストレーション研究科においては収容定員の抜本的見直しを検討し、博士前期課程の収容

定員を40名から24名に、博士後期課程の収容定員を12名から6名へ引き下げ、令和5年度入学者

選抜から適用することを教育研究会議において審議し、決定した。＜計画番号(3)＞ 

・全学必修のデータサイエンス科目「データサイエンス入門」及び「データサイエンス演習」の令和4

年度導入に向けて、科目内容を協議するとともに、令和4年4月採用予定の担当教員の選考手続き

を行い、教育研究会議で承認された。＜計画番号(13)＞ 

・学生が安心して学修に専念し、学生生活を送ることができるよう、「学生支援に関する方針」を令和

2年度に策定した。＜計画番号(14)＞ 

（研究） 

・全教員に科研費への応募を促すことで採択率の増加に取り組み、平成26年から連続して毎年度の応

募率は100%であった。＜計画番号(20)＞ 

・毎年度、「研究不正防止研修会」を対面またはオンラインにより開催した（受講率100%）。特に、令

和3年度の内容については、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」

(R3.4施行）の改正内容を反映するとともに、文部科学省公表の不正使用事案を具体的に紹介する等

により充実・強化を図った。＜計画番号(20)＞ 

 

 

 

（自己点検・評価） 
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・令和2年度の各学部・研究科等における自己点検・評価結果を基に、認証評価機関の基準に基づく

自己点検・評価を全学的観点から行い、『自己点検・評価報告書』を作成し、教育研究会議、経営会

議、理事会の審議を経て、大学基準協会に提出した。＜計画番号(44)＞ 

（業務運営） 

・受動喫煙防止対策に係る基本方針を策定し、当該方針に基づき令和元年7月1日より大学敷地内を

全面禁煙とした。また、学生・教職員に対する啓発、禁煙外来受診助成事業の開始、学内及び本学

周辺道路の定期的巡視等を適時実施した。＜計画番号(49)＞ 

（新型コロナウイルス感染症対策） 

・令和2年3月、新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催するとともに、「新型コロナウイルス

感染症に対する対応方針」及び「新型コロナウイルス感染症に係る帰国・入国者への対応」につい

て定め、教職員・学生への周知徹底を図った。令和3年度も対応方針及び対応指針の随時改正、授

業実施要領の随時改正、新型コロナウイルスの感染拡大防止のための在宅勤務制度の運用、新型コ

ロナウイルスワクチン大学接種等を行った。＜計画番号(33)・(48)＞ 

・令和2年度は遠隔授業に関する情報を一つにまとめた遠隔授業ポータルサイトを開設し、5月7日か

ら遠隔授業（課題・レポート作成及びMicrosoft Teamsを活用したインターネット配信授業）を開

始した。緊急事態宣言解除後の6月1日からは集団感染の発生リスクを高める3つの密（密閉、密

集、密着）を避ける対策を講じた上で、一部科目で対面授業も開始した。＜計画番号(8)＞ 

・対面・遠隔併用のハイフレックス授業の実施、授業外での学修の効率化（対面授業を動画視聴によ

り自宅等で復習）等を可能とする環境を整備するため、各教室に映像機材等を導入し、対面授業録

画・配信体制を構築した。また、学内どこでも安定したネットワーク接続が可能な環境を構築した。

＜計画番号(8)＞ 

・コロナ禍におけるサークル活動については、県のリスクレベルに合わせて随時見直す「新型コロナ

ウイルス感染症に対する対応方針」において、活動の可否や活動要件等を学生に適宜周知する等、

適切に対応した。＜計画番号(14)＞ 

・令和2年度には、修学支援法対象外である院生・留学生対象に、新型コロナウイルス感染症に伴う

家計急変事由による授業料減免制度を創設したほか、県の生活困窮大学生給付金の対象外だった留

学生対象に大学独自で5万円の給付金制度を創設するなど、きめ細かな経済支援を行った。また、

同窓会紫苑会奨学金について、学生支援特別枠を創設した。＜計画番号(15) ＞ 

・新型コロナウイルス感染症の継続的な影響により、アルバイト収入等が減少するなど、生活が困窮

している学生の状況を鑑み、令和3年度は生活支援の一つとして食品・日用品等の無償配布を計6

回、延べ943名に行った。＜計画番号(15)＞ 

・令和3年度の就職相談員等の対応実績は、令和2年度から965件増の2,849件であり、うち、616

件はWeb面接室等でオンラインにより対応するなど、コロナ禍における就職活動を支援した。 

＜計画番号(18)＞ 

・新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、中ホール・学生会館（学生食堂）換気改善工事（排

風機更新、窓・外気取入口設置等）を実施した。＜計画番号(46)＞ 

・「新型コロナウイルス感染防止対策に係る寄附金」を令和2年6月下旬から募集し、81万円の寄附が

集まった。＜計画番号(42)＞ 
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３ 項目別の状況 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組 

1 教育に関する目標を達成するための取組 

（1）入学者受入れに関する目標を達成するための取組 

計画番号（1） 

中期目標の項目 

I-1-(1)① 入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）に基づき、大学入学者選抜改革を踏ま

えた多様な選抜方法を活用して、大学が求める学生を確保する。また、大学のグローバル化を推進

するため、外国人留学生の増加を図る。 

中期計画の項目 

（1）入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）に基づき、多様な入学者選抜を行うととも

に、国による高大接続改革における入学者選抜の実施方針を踏まえ、必要な入試改革に取り組む。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①入学者選抜の実施とその検証 

・毎年度、入学者選抜実施方針を策定し、その方針に基づき、適切に入学者選抜を実施した。 

・熊本県高等学校進学指導連絡協議会との入試懇談会や新入生オリエンテーション、WEBオープン

キャンパス時のアンケート調査等により意見収集を実施し、これらの内容を分析して、必要に応

じ、改善点等の検証を行った。 

・受験生の出願に関する負担を軽減するため、WEB出願の導入について検討を行い、システム開発

に着手した（R3）。令和4年度から本格稼働する予定としている。 

＜文学部＞ 

・毎年度、入試判定の機会を利用し、受験生の動向の把握に努め、入試に関わる点検を行った。 

・受験生の動向に顕著な変動は確認できず、入試についてしばらくは従来通りとすることとした

（R1）。 

＜環境共生学部＞ 

・毎年度、入試の総括を行い、入試の方針・内容を学部入試委員会で検討後、FDを実施した。 

・環境資源学専攻の一般選抜後期試験での過去問利用について検討した（R2）。 

＜総合管理学部＞ 

・毎年度、熊本県進学指導連絡協議会や出張講義、WEBオープンキャンパスを通じて得られた意見

等を用いて、改善が必要な事項について点検を行った。 

②国による高大接続改革における入学者選抜の実施方針を踏まえた入試改革 

・入試委員会で令和3年度熊本県立大学入学者選抜における変更（入試日程、共通テスト国語記述

式問題、英語外部検定試験、調査書等の取扱い）について検討し、平成30年11月に中間公表を行

うとともに、令和元年5月に予告公表を行った。その後、文部科学省から示された変更について

も、令和元年12月に予告の変更を行うことで的確に対応した。 

・国の方針を受け、新型コロナウイルス感染症等に罹患した入学志願者の受験機会を確保するため、

一般選抜における追試験を含む実施要領を策定し、公表した（R2・R3）。 
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検証指標  
国による高大接続改革を踏まえた入試改革の実施（R2年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

平成30年11月

に入試改革に

係る変更につ

いて予告公表

を行った。 

令和元年5月に

改正概要の予

告を行い、12月

に予告の変更

を実施した。 

― ― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２（1・2・3・4のいずれか） 
学部入試について、入試懇談会やアンケート調査等により意見収集を行い、その内容を分析した

上で、入学者選抜実施方針を策定している。 

国による高大接続改革を踏まえた入試改革や、新型コロナウイルス感染症等に罹患した入学志願

者の受験機会の確保についても、的確に対応するとともに、WEB出願システムの開発に着手し、令

和4年度から本番稼働する予定となっているなど、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと

評価できる。 
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計画番号（2） 

中期目標の項目 

I-1-(1)① 入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）に基づき、大学入学者選抜改革を踏ま

えた多様な選抜方法を活用して、大学が求める学生を確保する。また、大学のグローバル化を推進

するため、外国人留学生の増加を図る。 

中期計画の項目 

（2）学生の異文化交流など大学のグローバル化を推進するため、外国人留学生の受入れの現状を

分析し、方策を検討してその増加に取り組む。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①外国人留学生の受入れ状況の分析と方策の実施 

留学生アンケート調査を実施し、課題の洗い出しを行い、以下のとおり様々な方策を実施した。 

・身元保証人要件について、従来2名（うち1名は熊本県内在住者）としていたが、人数を1名に

するとともに、熊本県内在住要件を撤廃した。また、私費外国人留学生入試出願書類について、

従来、住民票を必要としていたが、パスポートの写しでも可とした（R1）。 

・留学生サポーター制度を新設し、新入留学生に対する在学生による生活・学習支援の体制を構築

した（R2）。 

・国際教育交流コーディネーターによる留学生のための日本語チュータリングセッションの試行を

開始した（R2）。 

・本学には学生寮がなく、民間のアパートを借りざるを得ない留学生の経済的負担が大きいことが

課題であったが、「留学生住居費助成制度」における助成金額を増額するとともに、交換留学生

のみとしていた対象範囲を私費留学生にまで拡充した（R3）。 

・新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の影響を受け、渡航が困難な状況においてはオン

ライン留学をスタートさせるなど、新たな課題に柔軟に対応している（R2～）。 

②留学生を対象とした広報活動 

・英語による情報発信を充実させるため、本学英語版パンフレットを大幅にリニューアルし、英語

ホームページに掲載した（R2）。 

・コンソーシアム熊本主催の留学生のための進学相談会に参加し、本学の PRや在籍留学生による

体験談発表を行った（毎年度）。 

・福岡で開催された「留学生進学相談会」に本学留学生が参加し、本学のPRを行った（R1）。 

③水銀研究留学生の受入れ 

・環境共生学研究科と協力し、動画やリーフレットを作成のうえ、オンライン日本留学フェアに参

加し、水銀研究留学生制度の周知を行った（R2：南アフリカ、R3：サブサハラ・アフリカ拠点)。 

・水銀研究留学生の入国にあたっては新型コロナウイルス感染症に対する政府の水際対策を受け、

自己検疫期間中の待機場所や交通手段、レジデンストラック（※）等の手配を行った（R2～)。 

※レジデンストラック…必要な防疫措置を条件に、入国後の14日間待機を維持しつつ、双方向の往来を再開する仕組み 

・水銀研究留学生の受入状況は以下のとおり 

H30：タイから1名、ベトナムから1名 

R1：インドネシアから1名、ガーナ（本学初の受入れ）から1名 

R2：インドネシアから1名、ミャンマー（本学初の受入れ）から1名 

 R3：ベトナムから1名、スーダン（本学初の受け入れ）から1名 
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検証指標  
受入れ留学生数 30名（R2～R5年度平均） ※H29年度実績：25名 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

35名 20名 

27名（うち14名

はオンライン研

修） 

47名（うち6名

はオンライン

留学、26名はオ

ンライン研修） 

30名（オンライ

ン含む） 

30名（オンライン

含む） 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

顕著 着実 新規・着実 ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
外国人留学生の身元保証人要件の緩和、留学生サポーター制度の新設、住居費助成制度の対象拡

大、オンライン留学の開始など、留学生の受入拡大に向けた施策の充実を図っている。 

水銀研究留学生の受入については、動画やリーフレットの作成やオンライン日本留学フェアに参

加するなど、水銀研究留学生制度の周知を継続的に実施し、毎年度継続的に受け入れている。 

これらの継続的な取組により、受入留学生数の指標を満たしており、中期目標・中期計画の達成が

見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（3） 

中期目標の項目 

I-1-(1)② 大学院では、高度な専門的知識及び研究能力の修得を目指す意欲あふれる人材につい

て、積極的かつ効果的な広報活動により、学部卒業生や社会人など多様な分野からの受入れを推進

する。 

中期計画の項目 

（3）各研究科における現状分析に基づき、学部からの内部進学者や社会人などの受入れを推進す

るための多彩な取組を行う。   

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

 大学院の教育改革の一環として、科目等履修生規程を一部改訂し、大学院生の教職に係る学部開

講科目の受講（科目等履修料を徴しない）を可能とした。教職課程の科目以外も対象とすることに

ついては引き続き検討することとした（R3）。また、広報活動の一環として進学情報サイト「スタ

ディサプリ」の情報更新を行った（毎年度）。 

①国際協力枠の新設 

・3研究科の社会人特別選抜と一般選抜に新たに国際協力枠を設置した（R1・R2）。令和3年度「社

会人特別選抜（国際協力枠）」において2名（環境共生学研究科）、令和4年度「一般選抜（国際

協力枠）」において1名（アドミニストレーション研究科）が合格した。 

②内部進学者や社会人の受入れを推進するための取組 

＜文学研究科＞ 

・社会情勢やニーズを踏まえた適正な定員のあり方について、文学部英語英米文学科のカリキュラ

ム改革と連動させて議論を始めた（R3）。 

・入試のオンライン化に先立ち、募集要項の一部変更（外国人留学生特別選抜）を行った（R3）。 

・「文学部ステューデント・ラウンジ」を開設し（H30）、「文学部学習サポート講座」を実施した（R1・

R2）。 

・大学院生による研究発表会を実施した（R1～）。 

・博士論文の最終試験（公開審査）や修士論文の中間発表、要旨発表を実施（毎年度） 

・広報用ポスターを西日本の大学及び県内の各高校に配布（毎年度） 

＜環境共生学研究科＞ 

・研究科修了者や在籍者による経験談等を内容に含めた大学院説明会を専攻毎に実施（毎年度） 

・国際協力枠については、遠隔による入試方法を導入（R2） 

・専修免許取得を希望する志願者の獲得を目指し、中学校・高等学校教育研究会の家庭科部会等に

おいて広報活動を実施（R1・R2） 

＜アドミニストレーション研究科＞ 

・研究科委員会において収容定員の抜本的見直しを検討し、博士前期課程の収容定員を40名から

24名に、博士後期課程の収容定員を12名から6名へ引き下げ、令和5年度入学者選抜から適用

することを教育研究会議において審議し、決定した（R3）。 

・社会人の受験者確保に向けて熊本県看護協会や熊本県教育委員会に広報活動を実施（毎年度） 

・修士論文初期報告会及び修士論文中間報告会を実施（毎年度） 

＜国際教育交流センター＞ 

・海外協力隊員及び隊員OBの方への情報提供やJICA Partner(JICA、国際機関、国際協力NGO/NPO
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等の国際協力関連情報を一元的に発信するサイト）等への情報を掲載（R2～） 

・大学院プログラムに興味を示した方に対し、3研究科、教務入試課、JICA派遣特任教授等と協力

し、カウンセリング、大学施設紹介等を個別に実施（R2～) 

［今後の見通しについての特記事項］（任意） 

アドミニストレーション研究科において現状に沿った定員の見直し（令和5年度から定数を削減）

を行ったことで、令和5年度以降、収容定員充足率の基準を満たすことが見込まれる。また、大学

院全体としても、定員充足のための方策が一定の成果を見せており、収容定員充足率の基準を満た

す入学者数が安定的に確保できると予測している。 

検証指標  
各研究科の収容定員充足率の基準(注)達成（毎年度）（注）大学基準協会（認証評価機関）の評価

基準 博士前期課程：50%以上200%未満、博士後期課程：33%以上200%未満（但し、超過については

長期履修者数を考慮） 
※H29年度実績  

文学研究科（文） 博士前期課程（M）：45%、博士後期課程（D）：75%  

環境共生学研究科（環） 博士前期課程（M）：95%、博士後期課程（D）：200% 

アドミニストレーション研究科（アド） 博士前期課程（M）：63%、博士後期課程（D）：42% 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

文  

・M：35% 

・D：83% 

環  

・M：80% 

・D：144% 

アド  

・M：30% 

・D：25% 

文 

・M：45% 

・D：67% 

環  

・M：80% 

・D：111% 

アド 

・M：45% 

・D：17% 

文  

・M：45% 

・D：50% 

環  

・M：68% 

・D：178% 

アド 

・M：43% 

・D：33% 

文  

・M：60% 

・D：58% 

環  

・M：45% 

・D：200% 

アド 

・M：38% 

・D：25% 

文  

・M：75% 

・D：58% 

環  

・M：63% 

・D：200% 

アド 

・M：40% 

・D：25% 

文  

・M：50% 

・D：35% 

環  

・M：65% 

・D：160% 

アド 

・M：67% 

・D：50% 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A B B B   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

課題 課題 課題 課題   

評価委員会コメント  （参考）個別評価：３ 

大学院の収容定員充足率について、各研究科では、大学院修了後の進路や論文発表・学会発表等

の研究活動に係る情報発信などを行っているものの、アドミニストレーション研究科は計画期間を

通じて認証評価機関の評価基準を下回っている。文学研究科も指標を十分満たしているという状況

ではない。社会人などの受入れを推進するため、社会人特別選抜（国際協力枠）を設置したことは

評価できる。また、アドミニストレーション研究科において、現状に沿った定員の見直しが行われ

ており、志願者の確保に向けた様々な取組が続けられていると認められるが、入学者数の改善には

至っていないため、中期目標の達成は厳しい状況にあると評価する。 

（2）教育内容・方法等に関する目標を達成するための取組 

委員の意見を踏まえ、

委員会で議論 
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計画番号（4） 

中期目標の項目 

I-1-(2)① 熊本地震からの創造的復興及び防災・減災に関する教育を推進するとともに、県内全体

にわたって地域課題の解決に取り組む実践的・総合的な教育の更なる充実を図る。 

中期計画の項目 

（4）熊本地震の体験に基づく防災・減災や復興支援を視野としつつ、包括協定団体をはじめ地域

と連携しながら、地域の諸問題を題材とした実践的な教育に取り組むとともに、地域リーダーを養

成する教育プログラム「もやいすと育成システム」を完成させる。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①地域の諸問題を題材とした実践的な教育 

各学部・学科において、令和2年7月豪雨からの被災市町村の復興・再生支援等を視野に入れつ

つ、地域連携型学生研究(旧学生GP)も活用しながら、地域志向科目、地域創生科目の開講等、地域

の諸課題を題材とした教育を推進している（毎年度）。 

＜もやいすと育成プログラム＞ 

・「もやいすと（地域）ジュニア育成」は「菊池川流域圏の未来」とのテーマの下で阿蘇や和水、

玉名、山都においてフィールドワークを行い、地域課題の解決案を成果報告会において発表

（H30・R1）。また、熊本の地域特性や社会現状に関する講義及び地域課題とその対処方法に関す

るグループワークを実施し、成果発表会を実施（R3）。 

・「もやいすと（防災）ジュニア育成」は「復興教育」として、基礎学習に加え、防災演習、成果

発表会を実施（H30・R1）。また、「球磨川流域圏の災害からの創造的復興を目指して」をテーマ

として、講義及び地域課題とその対処方法に関するグループワークを実施し、創造的復興に向け

た対応策について成果発表会を実施（R3）。 

・「もやいすと（地域）ジュニア育成」と「もやいすと（防災）ジュニア育成」合同で、新型コロ

ナウイルス感染症をテーマに授業を実施（R2） 

＜文学部＞ 

・国語科教育の一環として「古典の中の災害」を教材化（R2） 

・「複合演習」により、くまもと文学・歴史館と連携した教育の取組を実施（R1） 

・「複合演習Ⅲ」により、江戸時代前期の阿蘇地域の学芸圏の検討を進め、地域理解や地域遺産発

掘のケーススタディを実施（R3） 

＜環境共生学部＞ 

・学生 GP制度、卒業論文の研究、修士論文、博士論文の研究において、地域の諸問題を数多く題

材として取り入れ、教育研究を進めた（毎年度）。 

・令和2年度被災地域復興・再生支援事業として7件のプロジェクトを立ち上げ、学生を参画させ

ることにより、地域の諸課題を題材とした教育を実施した（R2・R3）。 

＜総合管理学部＞ 

・2年次「基礎総合管理実践」「基礎総合管理実践演習」では、地域企業のご協力により、人材採用

の課題解決に取り組み、各社へ提案した（毎年度）。 

・ゼミ活動や KUMAJECT等のプロジェクトにおいて、地域課題の解決に実践的に取り組んだ（毎年

度）。例：ジビエを中心とした山都町産食材の普及・販路拡大（山都町）、地域広報 CM制作とメ

ディアミックス戦略の展開（玉名市）、国際スポーツ大会を契機とした「銭湯」を活用したイン

バウンド等向けへの日本文化PR事業（熊本県）、電動キックボードによる観光振興の研究（芦北
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地域） 

②もやいすと育成システム 

・大学COC事業終了後も「もやいすと育成システム」を継続的に実施できるよう、全学教育推進セ

ンターの「もやいすと部会」による企画・運営とする体制を構築し、システムを完成させた（H30）。

共通教育センター設置に伴い、名称を「もやいすと委員会」とした（R3）。 

・「もやいすと育成プログラム」と「もやいすとグローバル育成プログラム」の 2つを「もやいす

と育成システム」として整備した（R2）。 

検証指標  
①地域の諸問題を題材とした教育（地域志向科目・地方創生科目、学生GP等）の件数 現在の水準

を確保（中期計画期間平均）※H29年度実績：100件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

90件（地域志向
科目：44、地方
創生科目：35、
学生GP：11） 

116件（地域志
向科目：70、地
方創生科目：
35、学生GP：11） 

97（地域志向科
目：56、地方創
生科目：30、学
生GP：11） 

108（地域志向
科目：62、地方
創生科目：35、
学生GP：11） 

108（地域志向科
目：62、地方創
生科目：35、地
域連携型学生研
究(旧学生GP)：
11） 

108（地域志向科
目：62、地方創生
科目：35、地域連
携型学生研究(旧
学生GP)：11） 

検証指標 ②「もやいすと育成システム｣の完成（H30年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

完成 ― ― ― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

顕著 顕著 
独自・新規 
着実・注目 

独自・着実 
注目 

  

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

熊本県立大学の特色ある教育の一つである「地域の諸課題を題材とした教育」について、全学で“地

域リーダー”を養成する独自の人材育成システム「もやいすと育成システム」を展開し、各学部にお

いて、地域企業・地域社会から研究テーマを募集し、学生が地域連携型卒業研究として取り組む「学

生ＧＰ」等を実施している。 

また、令和2年7月豪雨からの復興・再生のため、被災した市町村等と連携し、地域の課題解決や

復興等に繋がる契機となる「被災地域復興・再生支援事業」に学生が参画し、地域の諸課題を題材と

した教育・研究が行われている。 

地域の課題を題材とした研究の件数が平成29年度の水準を確保するという指標も満たしており、中期

目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価する。 

計画番号（5） 
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中期目標の項目 

I-1-(2)② グローバル化する社会に対応するため、英語をはじめとした外国語能力の向上を図ると

ともに、国際的な視野と認識を高める教育を充実する。 

中期計画の項目 

（5）地域課題に柔軟に適応し、グローバルな視点を持って活動できる学生を育成するプログラム

「もやいすと：グローバル（仮）」を「もやいすと育成システム」に組み込む。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①「もやいすとグローバル育成プログラム」の構築 

・「もやいすとグローバル育成プログラム」の具体的な取組について国際教育推進プロジェクトで

検討した結果を基に、各種委員会等においても検討を重ね、教育研究会議での審議を経て、以下

のとおり体系的なプログラムの構築を行った（R1）。 

 地域課題に柔軟に適応し、グローバルな視点を持って活動できる学生を育成するため、1年次から4年次ま
で体系的な学びと海外留学等を提供する「もやいすとグローバル育成プログラム」を構築し、一定の水準（注

1）に達した学生を認定する（注2）仕組みを通して高い能力を身に付けさせることとした。 

※注 1：次の①～③の能力を有していること ①コミュニケーション能力（語学力･情報発信力）、②主体性･

積極性、チャレンジ精神、協調性･柔軟性、責任感･使命感、③自国文化・異文化に対する理解 

※注2：上記①～③の能力を有すると認められる者を、「もやいすとスーパー Global」として認定する。 

（プログラム内容） 

・プログラムに参加する学生の要件として、TOEIC®550点の英語能力を求める。 

・もやいすとグローバル育成プログラム専用科目として新規に、英語能力向上のための科目「Moyaist Global 

Training Ⅰ」等を 3科目、異文化理解や国際理解を促すための科目「グローバル実践活動」等を 3科目開

設した。 

・最終的にはTOEIC®730点の英語能力を目指し、卒業後には海外展開している熊本県内企業や自治体に就職し、

将来の熊本県の発展に貢献できる人材を育成する。 

 

・新入生に対し、「キャリア形成論」、オンライン説明会、掲示等により「もやいすとグローバル育

成プログラム」の説明や履修要件の周知を行った（R2）。 

・令和2年度は32名の学生が当該プログラム参加準備のための「Moyaist Global Entry Training」

を履修した。 

・令和 3年度から「もやいすとグローバル育成プログラム」として、「Kumamoto Studies」、「もや

いすとシニア（グローバル）育成」、「Moyaist Global Training Ⅰ」及び「同Ⅱ」を開講し、第

1期生として17名の学生が受講した。「「Kumamoto Studies」」においては各分野でグローバルに

活躍している13名の講師を招き、講義を実施した。特に、Ek Sonn Chanカンボジア国大臣、ト

ビタテ留学JAPANプログラムディレクター船橋力氏の講義には履修登録学生以外にも学内外の大

学生、高校生等計 483名が聴講した。また、「もやいすとシニア（グローバル）育成」において

は中満泉国連事務次長を講師に招き特別講義を行い、履修登録学生以外にも学内外の大学生、高

校生等計536名が聴講した。 

 

②大学院における高度グローバル人材の育成 

・学部におけるグローバル人材育成に加え、大学院においても高度グローバル人材を育成するため、

国際協力・貢献活動を終えた者を大学院に受け入れるための検討を行い、3研究科に社会人特別

選抜（国際協力枠）を新たに創設した（R1）。さらに、国際協力・貢献活動を組み込んだ大学院

教育のカリキュラムの配置や入試制度のあり方について検討を行い、3研究科に一般選抜（国際

協力枠）を新たに創設した（R2）。 
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検証指標  
「もやいすと：グローバル（仮）｣の構築（R2年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

検討中 構築 ― ― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

独自 新規 独自・着実 着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

令和 2年度（2020年度）に学部学生対象の国際教育「もやいすとグローバル育成プログラム」の

エントリートレーニングを開始し、次年度には第１期生として17名が当プログラムを受講するなど、

計画に沿った取組を進めている。大学院においては、大学院生を対象とした高度グローバル人材育成

について、社会人特別選抜（国際協力枠）を創設し、2名の合格者が誕生している。 

これらは、同大学「独自」の人材育成の取組であり、かつ「着実」に取組を進めていることから、

中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（6） 

中期目標の項目 

I-1-(2)② グローバル化する社会に対応するため、英語をはじめとした外国語能力の向上を図ると

ともに、国際的な視野と認識を高める教育を充実する。 

中期計画の項目 

（6）英語を含む外国語教育について、次のことに取り組む。 

① 英語をはじめとした外国語能力の向上を図るため、必要に応じて教育課程や教育方法の改善を
図る。 

② 英語英米文学科では、英語運用能力育成と専門教育を融合させて相乗効果を上げるため、CEFR 
(Common European Framework of Reference for Languages) を基に教育プログラムを改良する。 

計画の進行状況等   自己評価：B  

［計画の進行状況］（必須） 

①英語能力の向上を図るための改善 

・4月に1年次生について、英語能力測定を実施した。また、1月に前年度入学の2年次生につい

て英語能力測定を実施し、入学時の英語能力との比較・検証を行った（毎年度）。 

・比較・検証の結果、リスニングの能力は向上しているが、リーディングの能力はやや下降してい

ることが判明した（H30）。 

・全学共通選択英語科目について、効率的な授業実施のため、近年の受講者の推移や授業内容につ

いて確認を行い、令和2年度より科目の統合を行うこととした（R1）。 

・授業や課題の中で、多読等リーディングの要素を取り入れることでリーディング能力の向上を図

りつつ、多読を行った読み物に関することについてスピーキングを行うなど、他の技能と結び付

けた英語学習に取り組むことを依頼した（R2）。 

・リーディングを含め英語能力全体の向上に向けて、R4年度から、1年次の全学共通英語を対象に

英語のe-learningシステムである「EnglishCentral」を成績の一部に加味することを決定した

（R3）。 

・TOEIC®IP受験については、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から教室定員を従来の1/3

程度としており、また試験終了後の講義棟2号館で発生すると思われる密状態を回避するため、

総合管理学部においては受験を任意にしたため、受験者は減少した（R2）。 

②英語英米文学科におけるカリキュラム改革 

・英語運用能力育成と専門教育を融合させるため、CLILを通したCultural Literacyの獲得を目指

す科目を含め新規設定科目の課題を整理の上、新カリキュラム案を学部で確定し、第11回教育

研究会議で承認され（R2）、新カリキュラムを開始した（R3～）。 

・新カリキュラムでの実施状況を踏まえ、学科FDにより検証を行った。1年次科目の「Seminar for 

Cultural Literacy」と「Seminar for Critical Thinking」を通して、学生が知識・スキル両面

において着実に力を付けており、2年次科目「Seminar for Core Subjects」に向けた基盤ができ

ていることを確認した（R3）。 

・令和2年度に新設した1、2年次の新カリキュラムから4年次の卒業論文に円滑に有機的に繋が

るように、3、4年次のカリキュラムの改変案を学部で確定し、第12回教育研究会議で承認され

た（R3）。 

・英語運用能力を測定する手段を検討した結果、以下の2つの理由からTOEIC®に加えてTOEFL®-ITP

を導入することを決定し、1年生に通知。最初のTOEFL®-ITPテストを実施した（H30）。 

a 留学希望の学生を支援するためにもTOEFL®-ITPが必要である。 

bより厳密な受験環境のもと信頼性の高いTOEFL®-ITPを利用することは正確に学生の進捗状況
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を把握することに不可欠である。 

・学生が容易に記入でき、記録を確実に収集し、分析を容易にできるよう、従来の「自己分析・自

己評価表」を改訂し、Web上で回答できるアンケート（「英語運用能力習得に関する目標と意識調

査」）を作成した（H30年度）。 

［今後の見通しについての特記事項］（任意） 

文学部英語英米文学科においては、検証指標のうち②の一般的に留学に必要とされる英語能力で

あるTOEFL  ITP®  550点以上に到達した学生の割合が20％に到達していないが、500点以上の数は

増加し30%近くに達している状況であり、協定校のモンタナ州立大学ビリングス校留学派遣基準

（TOEFL® 515）や外部試験の単位認定基準（TOEFL® 520）を超えている学生が増加している。卒論

の英語執筆着手の基盤となるTOEFL-ITP® 440点は指標を超えて90％程度となっており、R3年度の卒

業論文提出者の90%近くが英語での執筆である。英語運用能力育成と専門教育を融合させた新カリ

キュラムを整備して教育プログラムの改良を行い、下位学年の新規開講科目から順次順調に運用を

進めているところであり、今後はさらなる英語能力の向上が見込まれる。 

検証指標 ①-①TOEIC® IP受験者数 485名（R5年度） ※H28年度実績：441名 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

受験者実績：
444名 

（6月：90名、
12月：354名） 

受験者実績：
401名 

（6月：74名、
12月：327名） 

受験者実績：126
名 

（7月：34名、12
月：92名） 

受験者実績：
200名 

（6月：34名、
12月：166名） 

受験者実績：400
名 

（6月：50名、12
月：350名） 

受験者実績：490
名 

（6月：50名、12
月：440名） 

検証指標  

①-②TOEIC® 550点（相当）以上到達者の割合 ①到達目標人数の20％（R4～R5年度平均） 
 ※H26～H28年度実績平均：16％ 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

550点以上獲得
者実績：91名
（20.5％） 
（6月：45名、
12月：46名） 

550点以上獲得
者実績：49名
（12.2％） 
（6月：10名、
12月：39名） 

550点以上獲得
者実績：46名
（36.5％） 
（7月：12名、12
月：34名） 

550点以上獲得
者実績：86名
（43.0％） 
（6月：13名、
12月：73名） 

550点以上獲得
者実績：80名
（20%） 

（6月：10名、12
月：70名） 

550点以上獲得者
実績：98名（20％） 
（6月：10名、12
月：88名） 

検証指標  

②-①TOEFL® ITP 440点（相当）以上（CEFR B1 レベル）に到達した学生の割合 70％ （R5年度） 
※H28年度実績：42.6%  

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

93.2% 
440点以上は
55/59名（第1回
受験者数59名
（1年生50名、2
年生9名） 

85.5% 
440点以上は
112/131名（第1
回受験者数100
名（1年生48名、
2年生49名、3年
生3名）・第2回
受験者数31名
（1年生10名、2
年生21名） 

92.5% 
440点以上は
149/161名 
（第1回受験者
数123名（1年生
46名、2年生38
名、3年生39
名）・第2回受験
者数38名（1年生
8名、2年生21名、
3年生9名） 

90.0% 
440点以上は
199/221名（第1
回受験者数83名
（1年生31名、2
年生19名、3年生 
20名、4年生13
名）・第2回受験
者数138名（1年
生37名、2年生41
名、3年生37名、
4年生23名） 

91.9% 
440点以上は
193/210名（第1
回受験者数160
名・第2回受験者
数50名） 

93.3% 
440点以上は
196/210名（第1回
受験者数160名・
第2回受験者数50
名) 

検証指標  
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②-②一般的に留学に必要とされる英語能力 （TOEFL® ITP 550点（相当）以上）（CEFR B2 レベル）

に到達した学生の割合 20％ （R5年度） ※H28年度実績：6.4% 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

1.7% 
550点以上は
1/59名、ただし
500点台は20名
（33.9%） 

1.5% 
550点以上は
2/131名、ただ
し500点台は23
名（17.6%） 

3.7% 
550点以上は
6/161名、ただし
500点台は31名
（19.3%） 

1.8% 
550点以上は
4/221名、ただ
し、500点台は
66名（29.9%） 

5.2% 
550点以上は11
名/210名 

8.6% 
550点以上は18名

/210名 

検証指標  

②-③卒業論文を英語で執筆する学生の割合 60%（R5年度） ※H29年度実績：44% 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

③56% 
2748名 

65% 
31/48名 

64% 
30/47名 

87% 
40/46名 

87% 
39/45名 

89% 
40/45名 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A B A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― 課題   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：３ 
英語を含む外国語教育について、英語能力の測定や検証を行い、e-learningシステムの

「EnglishCentral」を成績の一部に加味することの決定や、英語英米文学科における、英語運用能力

育成と専門教育の融合を図るための新カリキュラムを開始するなど、リーディングを含めた英語能力

全体の向上に向けた取組に努めている。 

この結果、全学における検証指標の TOEIC 550点以上到達者の割合 20％以上は達成している。ま

た、文学部において卒業論文を英語執筆する学生の割合も指標の60％を満たしている。 

しかし、文学部英語英米文学科においては、一般的に留学に必要とされる英語能力に到達した学生

の割合が1～3％台で推移しており、目標の20％には大きく届かない状況にあり、中期目標・中期計

画の達成が厳しい状況にあると評価する。 

 

  

委員の意見を踏まえ、

委員会で議論 



 

26 
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計画番号（7） 

中期目標の項目 

I-1-(2)② グローバル化する社会に対応するため、英語をはじめとした外国語能力の向上を図ると

ともに、国際的な視野と認識を高める教育を充実する。 

中期計画の項目 

（7）学生の英語能力や学修意欲の向上を図るため、学内に日常的に英語に触れる場を新設し、カ

リキュラム内外で英語での多様な取組を拡充する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①Global Loungeの新設 

・国際教育推進に向けた環境整備の一環として、LLCをGlobal Loungeとしてリニューアルするこ

ととし、日常的に英語を使用する環境とするためGlobal Loungeで取り組む業務内容とその活動

を担うコーディネーター採用について検討し（H30）、「国際教育交流コーディネーター」として

募集を行い、令和2年度からの採用を決定した（R1）。 

 

 

②カリキュラム内外で英語での多様な取組 

・国際教育交流コーディネーターによる、語学力向上のためのチュータリングセッションを、対面

及びオンラインにて実施した（R2～）。 

・様々なテーマを設定し、Café Eventを開催した（毎年度）。 

 例：著名人の講演シリーズ「大学卒業から起業家への道」、JICAとは何か？どんな活動をしてい

るの？、Global Loungeで世界一周、PUK for International Students、留学相談会 等 

・カリキュラムにおける活用については、学修記録となる「LLC Passport」を作成し、試行的に一

部の英語科目等においてLLCを活用してもらうこととした（H30）。 

・学生と留学生の異文化交流を促進するため、Global Lounge DIALOG (ダイアローグ）を企画し、

6回実施したところ、延べ38名（うち留学生18名）の学生が参加した（R3)。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により学生間のコミュニケーションが懸念される中、学部、学

年を越えた仲間をつくり英会話を楽しむとともに、語学力向上を目指すため、ランチタイム英会

話を企画し、実施した（R3）。 

・毎年度 TOEIC® IPを実施するとともに、令和 3年度には参考図書や e-learningシステムの

NetAcademy NEXTを活用した学習について、学生ポータルで周知し、利用を促した。 

・長期休暇中にe-larningシステムのNetAcademy NEXTの利用促進について学生ポータルへ掲載し

た（R3）。 

 

 

 

検証指標  
①English Lounge（仮）の設置（R1年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

検討中 設置準備完了 運営開始 ― ― ― 
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検証指標  
②Café Event等の各種イベント･講座の件数 10件（開始年度から中期計画期間平均） 
※H28年度実績：6件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

12件 14件 15件 33件 12件 12件 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― 新規・着実 着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

学内で日常的に英語に触れる場である「Global Lounge」を新設し、その活動を担う国際教育交

流コーディネーターを採用して、語学力向上のプログラムや異文化交流イベントを実施し、その件

数も指標年とする年度予定10件を上回っている。これにより、学生が恒常的に英語に触れる機会を

提供しており、「着実」に成果をあげており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価

できる。 
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計画番号（8） 

中期目標の項目 

I-1-(2)③ 学生の学修意欲や教育効果の向上につながるよう、教育課程や教育方法等の検証・改善

を行い、教育内容・方法等の質的向上を図る。特に、学生の学修時間の把握や大学での学修成果の

可視化等に取り組み、学生の視点に立った教育の実現を図る。 

中期計画の項目 

（8）学生の学修意欲や教育効果の向上につながるよう、学修成果を可視化し、適切な評価に取り

組むとともに、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を踏まえた教育課程編成・実施の方針（カ

リキュラム・ポリシー）の検証・改善を行う。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①「授業評価アンケート」等の改訂 

・授業の学習成果を把握するための重要な基礎資料となる「授業評価アンケート」の改定を行

うため、記名式に変更し達成度に関する設問を加えたうえで、全体を見直し簡略化した試行用ア

ンケートを作成し、前学期39科目を対象（全体の約1割・対象者延べ約2,700名）に実施した。

その結果、約8割の対象者から回答を得ることができ、アンケート結果の分析及び協力教員への

意見聴取から、大きな問題がないことを確認できた（H30）。 

・1年生約250名を対象に「学生生活実態調査」に追加予定の設問について試行を実施した。その

結果をもとに、「学生生活実態調査」にディプロマポリシー（学位授与方針）への到達感を問う

設問の追加（H31.4より実施予定）を検討した（H30）。 

・令和元年度から、「新授業評価アンケート」及び「新学生生活実態調査」を実施し、それらの結

果について関係会議において報告した（R1）。 

 

②カリキュラムの学修成果の評価 

・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー、以下DP）の達成状況を点検・評価するうえで最も緊急性・

必要性が高いと思われる DPと各授業の関連性を精査し、シラバスに反映させるため、各科目の

DPにおける能力・資質との関連性を数値化することとした（R2）。 

・学生が授業で身に付けることができる資質・能力を確認できるように整備を行い、ホームページ

で一覧を公開した（R3）。 

・学部教育について、全学、学部、授業科目のレベルでアセスメントプランを策定し、指標となる

数値を設定した。中でも、各授業による DP達成への関与度、それを基にした卒業時点における

各学科・専攻の学生の標準的な DP達成度の数値化は、学生に対しては自らの学修状況を確認可

能とし(学修成果の可視化の取組の一つ)、各学科・専攻、共通教育センターに対しては開講して

いる授業による DPに掲げる 5分野の能力伸長、各分野間のバランスを確認可能とした。また、

大学院に関しても、アセスメントプランを策定し、学生の意欲・能力等を把握するために有効と

考えられるデータを指標として設定した。いずれの指標も年度推移や相関関係等を注視しなが

ら、より良い教育の実現に向けた取組を検討する際の資料とすることとしている（R3）。 

 

③3ポリシーの検証・改善 

・「教育の内部質保証システム」において、3つのポリシーを踏まえた、教育の質を保証する仕組み

を整備した（H30）。 

・アセスメントプランにおいて設定されている指標の年度推移等から課題を抽出し、必要に応じて

学位授与方針等の見直しに向けた検討を行う予定としている。 
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④教育内容・方法等の質的向上 

・新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、授業実施要領を策定した（R2～）。 

・遠隔授業に関する情報を一つにまとめた遠隔授業ポータルサイトを開設し、5月7日から遠隔授

業（課題・レポート作成及びMicrosoft Teamsを活用したインターネット配信授業）を開始した。

緊急事態宣言解除後の6月1日からは集団感染の発生リスクを高める3つの密（密閉、密集、密

接）を避ける対策を講じた上で、一部科目で対面授業も開始した（R2）。   

・対面・遠隔併用のハイフレックス授業の実施、授業外での学修の効率化（対面授業を動画視聴に

より自宅等で復習）等を可能とする環境を整備するため、各教室に映像機材等を導入し、対面授

業録画・配信体制を構築した。また、学内どこでも安定したネットワーク接続が可能な環境を構

築した（R3）。 

・遠隔授業における教員と学生のコミュニケーションをより円滑に行うこと等を目的に、令和4年

度後学期からのLMS（Learning Management System:学習管理システム）導入に向けた検討を開始

した（R3）。 

検証指標  
学修成果の評価システムの導入 

・授業の学修成果に対する評価（R1年度まで） 

・カリキュラムの学修成果の評価（R4年度(注)まで））(注)R1～R3年度対象に評価（3年毎） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

新授業評価ア
ンケート等の
試行・検証 

新授業評価ア
ンケート等の
実施 

シラバスとDPの
関連付け及び教
務システムへの

反映 

アセスメント
プランの策定 

アセスメントプ
ランに設定され
た指標に基づく
分析・検討・評

価 

アセスメントプ
ランに設定され
た指標に基づく
分析・検討・評価 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― 着実 ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

カリキュラムの学修成果の評価として、学部教育について、全学、学部、授業科目のレベルでア

セスメントプランを策定し、指標となる数値を設定することで、各学生が自らの学修状況を確認し

易くなった。各学科・専攻、共通教育センターの教員は、開講している授業によるDP（学位授与方

針）に掲げる学生に必要な資質・能力の伸長やバランスが確認し易くなった。 

また、教育内容・方法等の質的向上を図るため、遠隔授業における教員と学生のコミュニケーショ

ンをより円滑に行うことを目的として、ＬＭＳ（学習管理システム）導入に向けた検討を開始して

いる。 

これらの取組を着実に進めることで、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（9） 

中期目標の項目 

I-1-(2)③ 学生の学修意欲や教育効果の向上につながるよう、教育課程や教育方法等の検証・改善

を行い、教育内容・方法等の質的向上を図る。特に、学生の学修時間の把握や大学での学修成果の

可視化等に取り組み、学生の視点に立った教育の実現を図る。 

中期計画の項目 

（9）キャップ制を導入し、単位制度の実質化を図る。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①キャップ制の導入 

・教務委員会において、キャップ制導入に係る単位数、除外科目、上限緩和等の条件について検討

を行い、令和2年度から環境共生学科食健康環境学専攻を除く全学部学科の1～4年次に導入す

ることを決定した（H30）。 

・履修登録単位数上限緩和の先行実施（文学部）を行い、前学期の状況（申請者数0件）に第2回

教務委員会にて報告するとともに、これまでの学生の履修・成績状況に基づき履修登録単位数上

限緩和の想定申請者数の検証や、関係様式変更の検討を進めた。また、後学期までの履修登録単

位数条件緩和の先行実施（文学部）の結果（申請者数0件）を踏まえ、キャップ制導入教務委員

会案を決定し、教育研究会議にてキャップ制全学部導入の内容が承認された。3月までに関係規

程の改正等を行い、令和2年度に向けた準備を整えた（R1）。 

・全学部において新1年生からを対象にキャップ制を実施した（R2）。なお、教務システムによる

履修登録の際に、単位取得の上限を超えることがないよう対処を行った。また、今後、新たに課

題が生じれば対策を行うこととした。 

・食健康環境学専攻においては、キャップ制の未導入により、学生の授業時間以外の学修時間が確

保できていない、あるいは、1回あたりの授業内容の密度が薄いものになっていないかなど十分

な教育効果を保っているかという観点から精査・検討し、問題がないことを確認した（R3）。 

②単位制度の実質化 

・遠隔授業を実施した結果、家庭での学習時間が増加するなどの効果がみられた（家庭での自主的

な学習時間が0時間だった学生の割合が26.2％から15.5％、予習復習を行う時間について0時

間だった学生の割合が6.5％から0.7％となった）（R2）。 

・令和3年度も新型コロナウイルス感染拡大の中、遠隔授業の割合が高かったが、そのような状況

下においても令和2年度と同様に家庭での自主的な学習が進むなど、学びの質を確保している。 

また、学生アンケートにより判明した課題解決など、遠隔授業のさらなる質の向上に向け授業実

施要領を改正した。 

 

検証指標  
全学部の全学年にキャップ制の導入（R2年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

導入決定 

・上限緩和先行
実施 

・導入内容の決
定 

キャップ制の導
入 

― ― ― 
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年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

キャップ制（１年間に履修登録できる単位数の上限設定）について、平成28年度（2016年度）の

学校教育法に基づく認証評価において努力課題として提言されたことから、令和2年度（2020年度）

から環境共生学科食健康環境学専攻を除く全学部学科の1～4年次に導入した。別述の未導入の専攻

科においても教育効果を保っているか精査・検討し、問題がないことを確認している。コロナ禍に

あっても遠隔授業の実施により、単位制度の実質化を図っており、中期目標・中期計画の達成が見

込まれるものと評価できる。 
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計画番号（10） 

中期目標の項目 

I-1-(2)③ 学生の学修意欲や教育効果の向上につながるよう、教育課程や教育方法等の検証・改善

を行い、教育内容・方法等の質的向上を図る。特に、学生の学修時間の把握や大学での学修成果の

可視化等に取り組み、学生の視点に立った教育の実現を図る。 

中期計画の項目 

（10）「環境」を土台とし、実践力を有する管理栄養士を養成するために、専門科目を広く横断的

に理解させる管理栄養士教育を行い、その質的向上を図る。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①管理栄養士養成施設としての対応 

・厚生労働省による管理栄養士養成施設及び栄養士養成施設に対する指導調査（H30.6.21）に向け

ての自己点検を実施。その後、指導調査を受けて現状と課題を整理して改善策を作成した。また、

同施設で必要な施設・機器・蔵書等の問題点を抽出・整理し、改善策について学部長・学科長・

教務委員と事務局関係課で意見交換した（H30）。 

・管理栄養士養成施設及び栄養士養成施設で必要な施設・機器・蔵書等を継続的に点検し、学部・

事務局と協議して対応した（毎年度）。 

・食健康環境学専攻における管理栄養士養成施設としての教育課程・教員組織について、これまで

把握された現状と課題から、本専攻の教育課程の不十分である分野として調理科学があるので、

調理科学（家庭科教育・食育）の枠取りを申請し、公募した（R2・R3）。 

②管理栄養士国家試験への対応 

・3年次から実施している模擬試験の結果を踏まえ、学生への個人指導、試験対策講義を実施した。

模擬試験等の動向と国家試験合格との相関を分析し、受験指導方法を検討するなど、試験対策の

検証・改善を行った（毎年度）。 

・本学における国家試験の合格率は以下のとおり。 

第33回管理栄養士国家試験の合格率：97.4％（1名不合格、新卒者全国平均95.5％） 

第34回管理栄養士国家試験の合格率：100％（39名全員合格、新卒者全国平均91.3％） 

第35回管理栄養士国家試験の合格率：97.5％（1名不合格、新卒者全国平均91.3％） 

第36回管理栄養士国家試験の合格率：100％（40名全員合格、新卒者全国平均92.9％） 

 

検証指標  
管理栄養士国家試験の平均合格率 90%以上（中期計画期間平均） ※H24～H28年度実績平均：90.3％ 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

97.4% 100% 97.5% 100% 90.0% 90.0% 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   
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年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 顕著 着実 顕著   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

管理栄養士の養成について、模擬試験や国家試験の動向を分析し、試験対策の改善を行なうなど、

継続して取り組んだ結果、ここ数年管理栄養士国家試験の合格率は指標の90％を上回る100％近く

で推移しており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（11） 

中期目標の項目 

I-1-(2)④ 教育の質の維持向上のため、大学の特性・専門性に応じた優秀な教員を確保する。 

 また、学生のニーズや社会の要請に応えるため、教員一人ひとりがより高い水準の教育を行うこ

とができるよう能力向上を図る。 

中期計画の項目 

（11）各学部における中期的な人事計画による定数管理の下、専門分野、職位、資格、年齢構成等

を全学的に検討する「枠取り」方式に基づき、博士号取得者の中から教員を採用することを原則と

する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①教員の採用 

理事会にて承認された枠取り審議に基づき、教育研究会議にて採用人事審議等を行い、博士号取

得者を中心とした採用を行った（毎年度）。 

年度 専門分野 

H30 
英語教育（文学部）、民法学（総合管理学部）、看護学（総合管理学部）、看護学（総

合管理学部）、食健康科学（環境共生学部） 

R1 
日本語教育学（文学部）、英語文学（文学部）、食品安全性学（環境共生学部）、地

域情報学（総合管理学部） 

R2 
日本芸能文化論（文学部）、臨床栄養学（環境共生学部）、公衆栄養学（環境共生

学部） 

R3 

日本近世文学（文学部）、家庭科教育・調理科学（食育推進室）（環境共生学部）、

福祉政策論（総合管理学部）、日本古代文学（文学部）、食健康環境学（環境共生

学部）、データサイエンス（共通教育センター） 

②「教員採用に係る基本方針の策定 

「熊本県立大学教員採用に係る基本方針」を策定し、各学部に周知徹底を図った（R2）。 

  

検証指標  
─ 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   
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年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

教員採用について、専門分野、職位、資格、年齢構成等を全学的に検討する「枠取り方式」に基

づき、理事会で承認された採用条件に沿って、教員を適正に採用していることから、中期目標・中

期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（12） 

中期目標の項目 

I-1-(2)④ 教育の質の維持向上のため、大学の特性・専門性に応じた優秀な教員を確保する。 

 また、学生のニーズや社会の要請に応えるため、教員一人ひとりがより高い水準の教育を行うこ

とができるよう能力向上を図る。 

中期計画の項目 

（12）教員の教育力の向上と授業内容・方法の改善を図るため、全学的及び学部学科・研究科の特

性に応じた組織的なFDに取り組む。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

 第4期及び5期FD三ヵ年計画に基づき、全学、学部、研究科においてFDを実施した。主なテー

マは以下のとおり。 

区分 テーマ 

全学 入試改革の全国的な動向について～高大接続改革の現場から～

（H30）、学習成果についての他大学認証評価結果とその分析」（R1）、

熊本県立大学における内部質保証システムについて（R3） 

文学部 高大接続と入試の今後（R1）、学修成果の測定（R2）、学修成果の可

視化（R3） 

環境共生学部 環境共生学部における卒業研究、研究室配属、人数の制限などにつ

いて（H30）、学修効果の可視化・体系化（R3） 

総合管理学部 遠隔授業の実施内容、インタラクションの方法及び評価の方法（R2）、

新カリキュラムの効果の検証と今後の課題の抽出、基礎総合管理学

演習の実施方法、1年生が前学期で身に付けるスキルについて（R3） 

共通教育センター 学修成果の可視化・体系化（R3） 

文学研究科 大学院進学促進策の検討（R2）、カリキュラムの検証と改善可能性の

検討（R3） 

環境共生学研究科 大学院入試制度ならびにカリキュラムの現状と課題の確認（R2年

度）、大学院進学者確保及びカリキュラムの検討（R3） 

アドミニストレーション

研究科 

地域に貢献する教育研究活動の実例（R2）、遠隔教育と社会人学生へ

の教育について（R3） 

 

 また、三ヵ年計画に基づくFD以外にも、以下のとおりFDを企画し、実施した。主なテーマは以

下のとおり。 

 

区分 テーマ 

全学 新任教員FD（毎年度）、汎用的技能の測定と教育改善～PROGテスト

結果から～（H30・R1）、学生アンケートとPROG―PROGによる学習成

果の可視化（R2・R3）、SPODフォーラムへの教員派遣（H30・R1・R3）、

遠隔授業に関する全学FD（R2）、令和2年度遠隔授業の総括と諸問題

（R3） 

文学部 初年次教育（R1）、G-Suiteの利用について（R2）、教育の中での批判
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的思考養成（R3） 

環境共生学部 SDGsの紹介、環境共生学部におけるフィールドワークのあり方

（H30）、教職課程のあり方（R1）、入試の総括（R3） 

総合管理学部 グローバル（ないしグローカル）教育及び研究のあり方（R1）、遠隔

授業に関わる基礎的知識の習得、遠隔授業実施に向けた具体的な

Teamsの使い方（R2） 

共通教育センター 今年度の総括及び来年度の授業改善に向けた課題の理解（R3） 

文学研究科 大学院生の研究到達度の検証（H30）、大学院教育と学部教育の連携

（R1）、「教育方法の検証及び質の保証、内規や審査基準の確認及び

見直し（R3） 

環境共生学研究科 内部進学者や社会人等の受入れ（H30・R1）、遠隔授業の現状と課題

（R2） 

アドミニストレーション

研究科 

JICA海外協力を活用した大学院教育と研究活動（R2）、北九州市立大

学での大学院教育について（R3） 

 

 

検証指標  
FDの実施回数 20回以上（中期計画期間平均） ※H28年度実績：20回 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

25回 18回 21回 24回 20回 20回 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

課題 ― 着実 着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

組織的なＦＤへの取組について、第5期FD三ヵ年計画（令和2年度（2020年度）～令和4年度（2022

年度））に基づき、全学、各学部、各研究科において、実情に沿ったテーマを設定。オンデマンド

配信も活用しながら、指標の中期計画期間平均20回を上回る回数の実施を行っている。コロナ禍に

あっても、「着実」な実施を継続しており、中期目標・中期計画の達成が見込まれると評価できる。 

 

計画番号（13） 
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中期目標の項目 

I-1-(2)⑤ 教育研究の進展、社会の要請、学生のニーズに柔軟に応える教育を行うため、必要な実

施体制を整備する。 

中期計画の項目 

（13）教育活動の充実に向けて、教育の実施体制を必要に応じ見直す。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①国際教育交流センターの設置 

・国際教育推進プロジェクトにおいて、国際化の推進体制について検討を重ね、検討結果を報告書

としてとりまとめ、9月末に教育戦略会議の長である学長に提出した。その後、理事会での審議

を経て、国際教育交流センターの設置が決定され、国際教育交流センター設置準備室において、

設置に向けた準備を進めた（R1）。 

・今後国際化をさらに推進するため、国際教育、国際交流及び語学教育支援等に関する業務をワン

ストップで実施する国際教育交流センターを令和2年4月に設置した。 

 

②共通教育センターの設置 

・共通教育の充実のために、教員採用、カリキュラムの検討等を主体的に行う組織として「共通教

育センター」を令和3年4月に設置した。 

・全学必修のデータサイエンス科目「データサイエンス入門」及び「データサイエンス演習」の令

和4年度導入に向けて、科目内容を協議するとともに、令和4年4月採用予定の担当教員の選考手

続きを行い、教育研究会議で承認された。また、その担当教員との協議のもと、令和4年度に開

講する「データサイエンス入門」のシラバスを作成した（R3）。 

 

③教育の向上に向けたICT関連ツールの導入・運用 

・令和4年4月に設置したデジタルイノベーション推進センター等の関係所属と連携を図りながら、

教育の向上に向けたICT関連のツールの導入・運用について検討することとしている。 

 

検証指標  
諸体制の整備（R5年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

検討中 
国際教育交流
センターの設
置決定 

共通教育セン
ターの設置決定 

デジタルイノ
ベーション推
進センターの
設置決定 

必要に応じて設
置等 

必要に応じて設
置等 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

Ａ Ａ Ａ Ａ   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 
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H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

新規 着実 独自 
独自・新規・

注目 
  

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

教育研究の進展、社会の要請、学生のニーズに柔軟に応える教育を行うため、国際教育交流セン

ターや共通教育センター、デジタルイノベーション推進センターを設置した。デジタルイノベー

ション推進センター等と連携して、教育の向上に向けたＩＣＴ関連ツールの導入・運用も検討する

こととしており、中期目標の達成が見込まれるものと評価できる。 

 

  

委員の意見を踏まえ、

「新規」、「注目」追加 
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（3）学生支援に関する目標を達成するための取組 

計画番号（14） 

中期目標の項目 

I-1-(3)① 学生の自主性を育み人間的成長を促すため、ボランティア活動や課外活動の活性化を図

るとともに、必要な支援を行う。 

中期計画の項目 

（14）地域におけるボランティアや課外活動、その他学生の自主性を育む諸活動の活性化に向けて

支援するとともに、その活動を積極的に情報発信する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①諸活動の活性化に向けた支援 

・課外活動優秀者表彰（R1：1団体、R1：2個人・1団体、R2：1個人・1団体、R3:1個人・1団体） 

・コロナ禍の中での令和2年7月豪雨に係るボランティア活動の取扱いを定めるとともに、ボラン

ティア活動の際、必要となる貸出用の長靴やヘルメット等をボランティアステーションに配備し

た（R1）。 

・サークル活動の課題である「部員不足」に関し、同好会からサークルに昇格した水泳部や初めて

全国大会出場を果たした弓道部を広報誌『春秋彩』のサークル紹介ページに掲載（R2） 

・弓道部の全国大会出場垂れ幕を作成し、同サークルの活躍を学外にアピール（R2） 

・『学生生活ハンドブック』に、学生作成の具体的なボランティア活動の内容を掲載、4月のオリエ

ンテーションにおいてボランティアステーションの役割、位置等について説明（R2） 

・ボランティアステーションのホームページ更新（R2～） 

②情報発信 

ボランティア募集情報や他学生の模範となるような活動を積極的にホームページ等で情報発信

した。 

・学生ボランティアグループ「Project-J」が、ジェーンズ邸復旧支援金を熊本市に寄付（H30） 

・軟式野球部の活躍（全国大会出場、西日本大会出場、全日本選出）（R1） 

・男子バレー部の躍進（3部リーグ昇格）（R1） 

・人吉・球磨のボランティアに継続的に参加した学生の体験談（R2） 

・九州大会で入賞を果たした水泳部の活躍（R3） 

・県大防災プロジェクトの防災展示企画（R3） 等  

③学生支援に関する方針の策定 

学生が安心して学修に専念し、学生生活を送ることができるよう、「学生支援に関する方針」を

策定した（R3）。  

④新型コロナウイルス感染症対策 

・コロナ禍におけるサークル活動については、県のリスクレベルに合わせて随時見直す「新型コ

ロナウイルス感染症に対する対応方針」において、活動の可否や活動要件等を学生に適宜周知す

る等、適切に対応した。 

・令和2年度は中止した白亜祭（学園祭）について、令和3年度はコロナ禍に対応し、オンライン

により開催した。 
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検証指標  
4年生（卒業予定者）アンケート調査の「サークルやボランティア活動に対する支援」における「満

足･やや満足」の割合 現在の水準を確保（中期計画期間平均） ※H26～H28年度実績平均：87.1% 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

86.8% 
※H30年度4年
生アンケート
調査結果 

86.1% 
※R1年度4年生
アンケート調
査結果 

90.2% 
※R2年度4年 
生アンケート 
調査結果 

89.6% 
※R3年度4年 
生アンケート 
調査結果 

90.0% 
※R4年度4年 
生アンケート 
調査結果 

90.0% 
※R5年度4年 
生アンケート 
調査結果 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

B A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

課題 ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

ボランティア活動の活性化に向けて、活動状況や課題等に関する学生との意見交換を行い、情報

発信に反映させ、サークル活動についても、アンケート調査を実施している。また、県リスクレベ

ルに応じて見直される新型コロナウイルス感染症に対する対応方針について、学生に適宜周知する

等、適切に対応している。「サークルやボランティア活動に関する指標」における「満足・やや満

足」の割合も計画期間平均で指標の87.1％を上回っており、中期目標・中期計画目標の達成が見込

まれるものと評価できる。 
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計画番号（15） 

中期目標の項目 

I-1-(3)② 学生の進学や修学にかかる経済的支援を充実し、その内容を積極的に公表する。 

中期計画の項目 

（15）授業料減免制度や奨学金制度などについて周知を図り、財源に応じた制度の検証を行い、必

要に応じ見直しながら、きめ細かな経済支援につなげる。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①経済支援の周知及び実施 

・学外の奨学金団体による奨学生募集は適宜、ホームページ等で周知した（毎年度）。 

・修学支援法施行初年度で、どの程度の業務量が発生するか分からない中、正確、丁寧な事務処理

を行い、大きなトラブル等発生せず、円滑な導入を図ることができた（R2）。 

・同窓会紫苑会奨学金について、申請受付時期にホームページ、学生ポータル等で周知し、例年の

約2倍の学生からの申請を受け付け、14名の学生に奨学金を給付した（R3）。 

 

②授業料減免制度や奨学金制度の検証 

・本学独自の減免制度のあり方について整理し、令和2年度（2020年度）予算要求に反映した（R1）。 

・学外奨学金に係る対象者推薦にあたり、審査の公平性を保つため、学内審査基準を策定した（R1）。 

・奨学金制度の検証を行い、修学支援法施行により学生の経済的支援が充実したこと等が明らかと

なった（R2）。 

 

③新型コロナウイルス感染症対策 

・修学支援法対象外である院生・留学生対象に、新型コロナウイルス感染症に伴う家計急変事由に

よる授業料減免制度を創設した（留学生1名の減免決定）（R2）。 

・新型コロナウイルス感染症に伴う、県の「熊本県生活困窮大学生等のための給付金」、文科省「学

びの継続給付金」及び令和2年7月豪雨災害に伴う「JASSO災害支援金」について適宜、ホーム

ページ等で学生に周知した（R2）。 

・同窓会紫苑会奨学金について、学生支援特別枠を創設した（通常枠20万円×10名に加え、特別

枠10万円×3名に給付決定）（R2）。 

・文科省「学びの継続給付金」の申請受付を行い、319名の学生を推薦した（R2）。文科省「学生等

の学びを継続するための緊急給付金」の申請受付を三次にわたり行い、計205名の学生を推薦し

た（他に、JASSO給付奨学生317名も支給対象）（R3）。 

・県の生活困窮大学生給付金の対象外だった留学生対象に大学独自で5万円の給付金制度を創設し

た（4名に給付決定）（R2）。 

・新型コロナウイルス感染症の継続的な影響により、アルバイト収入等が減少するなど、生活が困

窮している学生の状況を鑑み、生活支援の一つとして食品・日用品等の無償配布を計5回、延べ

約 500名に行った（R3.6月、8月、10月、11月、12月、R4.2月）。また、この支援については
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ホームページや広報誌『春秋彩』において公表した（R3）。 

 

検証指標  

4年生（卒業予定者）アンケート調査の「各種奨学金等に関する情報提供･支援」における「満足･

やや満足」の割合 現在の水準を確保（中期計画期間平均） ※H26～H28年度実績平均：91.1% 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

92.1% 

※H30年度4年
生アンケート
調査結果 

90.5% 

※R1年度4年生
アンケート調
査結果 

94.4% 

※R2年度4年 
生アンケート 
調査結果 

93.3% 
※R3年度4年生
アンケート調
査結果 

92.0% 92.0% 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 ― 着実 独自・着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
令和2年度にスタートした修学支援法（高等教育の無償化）をはじめ、各種奨学金に関する情報

提供や事務処理等に計画的に取り組み、各種授業料減免等の手続きが年間を通じて滞りなく行われ

ている。特に、新型コロナウイルス感染症による影響への対応については、国の給付金の申請受付

事務、大学独自の措置の創設等、臨機に対応するとともに、学生への生活支援事業として食品・日

用品等の無償配布を行うなど、「独自」の取組も行っている。 

4年生（卒業予定者）アンケート調査の「各種奨学金等に関する情報提供･支援」における「満足･

やや満足」の割合も中期計画期間平均で指標の91.1％を上回っており、中期目標・中期計画の達成

が見込まれものと評価できる。 
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計画番号（16） 

中期目標の項目 

I-1-(3)③ 学生が安心して学生生活を送ることができるように、心身の健康に関する相談・支援を

行う。 

中期計画の項目 

（16）心身の健康支援に関する相談等に適切に対応し、学生を支援する。また、心身に障がいのあ

る学生が修学するうえで必要なサポートを行うとともに、修学支援のあり方について検証し、改善

を図る。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①心身の健康支援に関する相談や修学支援の実施 

・長期間授業を欠席している学生の欠席の背景など状況を確認し、欠席学生の相談のきっかけを作

り、保護者や教員、関係各課と連携した支援を行った（毎年度）。 

・修学支援計画について、修学支援推進ワーキンググループを開催し支援内容を検討したうえで計

画を作成し、授業担当教員に送付した（毎年度）。 

・保健センターの機能強化のため、保健センター運営要項を一部改正し、新たに学生相談アドバイ

ザーを配置し、個別支援の充実を図った（R1）。 

・GW中に保健センター防音壁工事を行い、学生の相談環境整備を図った（R1）。 

・カウンセラーの勤務日数を増やし、月～金でカウンセリング実施可能となった（昨年度までは火・

水・木）ことにより、最長3週間程度あったカウンセリング待機日数が１週間程度に短縮化され

た（R2～）。 

・学生の学びの困難さを低減するため、貸出用としてカラーバールーペ等の修学支援機器を保健セ

ンターに配備した（R2）。 

 

②修学支援のあり方の検証・改善 

・平成 30年度からの修学支援に係る相談対応や、支援継続中の学生に対して支援計画に基づく支

援を実施。これら本学での事例に加え、JASSO研修会やコンソーシアム担当者会議等での他大学

での事例も参照し、本学における修学支援の課題整理・あり方を検討し、教員兼務による学生相

談アドバイザーを設置することについて、内部調整を行った（H30）。 

・従来、事務職員が策定していた修学支援計画原案をカウンセラーが作成するようになったことに

伴い、専門性の高い計画が策定できるようになったとともに、計画策定後のカウンセリング時に

計画のモニタリングが実施できるようになった（R2～）。 

・専門性向上のために、保健師・カウンセラーは学外研修（オンライン）を受講した（毎年度）。 

・発達障がいのある学生への支援をテーマとした全学SDを開催した（H30・R2・R3）。 
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③新型コロナウイルス感染症対策 

・新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、電話等でもカウンセリングを実施した（電話対   

 応延べ11回、オンライン対応 延べ3回）（R2）。 

・軽症状のある学生等に対して迅速かつ簡易に抗原定性検査を実施するためのキットを文部科学省

から受領し、保健センターに保管し、対面で行う行事等を開催する際に適宜活用した（R3）。 

 

検証指標  
4年生（卒業予定者）アンケート調査の「学生相談体制（保健センター、オフィスアワー等）」にお

ける「満足･やや満足」の割合 現在の水準を確保（中期計画期間平均） ※H26～H28年度実績平均：91.6% 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

92.8% 
※H30年度4年
生アンケート
調査結果 

94.4% 
※R1年度4年生
アンケート調
査結果 

94.7% 
※R2年度4年 
生アンケート 
調査結果 

94.7% 
※R3年度4年生
アンケート調
査結果 

94.0% 94.0% 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― 着実 着実 ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
学生の心身に関する相談支援等について、きめ細やかな支援の実現に向けて、保護者や教員、関係

課と連携し、カウンセラーによる支援計画の策定・修正を行うなど、の取組を着実に進めている。修

学支援のあり方についても、教員兼務による学生相談アドバイザーを設置した。また、修学支援計画

原案をカウンセラーが作成し、専門性の高い計画が策定できるようになるなどした。 

4年生（卒業予定者）アンケート調査の「学生相談体制（保健センター、オフィスアワー等）」にお

ける「満足･やや満足」の割合（中期計画期間平均）も指標の91，6％を上回っており、中期目標・

中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（17） 

中期目標の項目 

I-1-(3)④ 地域企業や地域社会と連携したキャリア教育を推進し、学生の就業力を向上させる。 

中期計画の項目 

（17）社会との接続を念頭に置いたキャリアデザイン教育について検証を行い、改善を図る。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

・現在のキャリアデザイン教育の現状を確認し検討課題の抽出を行い（H30）、新キャリアデザ

イン教育課程実施に向けた検討を行い、2案に絞り込むとともに、他大学のキャリアデザイン教

育の開講状況を調査し、検討を行った（R1）。 

・2案の適否を検討し、既存の開講科目の中から特にキャリアデザイン教育に関わると位置付けら

れるものを摘出の上、それらを「キャリア育成プログラムを構成する科目」として可視化してい

く方向を打ち出した。さらに、全学共通科目の開講科目の中から、キャリアデザイン教育課程内

に位置づけ得る科目の選別を行うとともに、これまでの検証結果を踏まえ、2年次における「キャ

リア探索」支援の具体化を今後の課題として位置づけた（R2）。  

・①キャリアデザイン教育関連科目やキャリア支援の枠組み提示の明確化について、「データサイ

エンス」等新規開講科目を含めた開設科目とキャリア教育全体に関する各種記載の充実化、②2

年次における「キャリア探索」支援について、「キャリア形成論」（現行1年次前学期）を、1年

間の学修に対する総括や2年次以降の学修活動の立案を最終レポートとして課す形態へ改めてい

くことを新キャリアデザイン教育課程実施に向けた取組の骨子とすることを決定した（R3）。  

 

 

検証指標  
キャリアデザイン教育の検証（R2年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

現状確認と 
課題の抽出 

教育課程や内
容、方法の検討 

キャリアデザイ
ン教育検証の総

括 
― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 着実 ― ―   
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直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

新キャリアデザイン教育課程実施に向けた取組の骨子を、①キャリアデザイン教育関連科目や

キャリア支援の枠組み提示の明確化について、「データサイエンス」等新規開講科目を含めた開設

科目とキャリア教育全体に関する各種記載の充実化、②2年次における「キャリア探索」支援につ

いて、「キャリア形成論」（現行1年次前期）を、1年間の学修に対する総括や2年次以降の学修活動

の立案を最終レポートとして課す形態へ改めていくこととすることに決定した。これに基づくキャ

リアデザイン教育の取組が進められており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価で

きる。 
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計画番号（18） 

中期目標の項目 

I-1-(3)⑤ 学生が求める企業・就職情報の収集・提供により就職支援を充実する。特に、県内企業

と学生とのマッチングやインターンシップを推進し、県内への就職を促進する。 

中期計画の項目 

（18）インターンシップ等を通じて就業力の育成を図るとともに、個々の学生の希望に沿った就職

支援を行う。また、県内への就職促進に向け、積極的に情報提供を行う。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①インターンシップの実施 

・本学独自及び大学コンソーシアムとの連携によるインターンシップを実施し、学生を派遣した（R1

大学コンソーシアム熊本主催の夏季インターンシップは感染症対策のため中止）（毎年度）。 

・夏季インターンシップ発表会において、和久田客員教授による特別講義「コロナ禍でのインター

ンシップを終えて」を実施した（R2・R3）。 

 

②就職支援 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、例年学内で開催していた「学内合同企業セミナー」に

ついてオンラインによる開催とした（R2）。 

・未内定学生向け相談会や低学年向けwebセミナーを開催（R2～） 

 

③県内への就職促進に向けた情報提供 

・県内雇用促進のために県等が実施する取組（イベント、広報）について、就職活動セミナー等を

通じ、学生へ情報提供した（毎年度）。 

・新型コロナウイルス感染拡大により通学者数が激減したため、県内企業の業界説明会や会社説明

会のポスター等の印刷物の掲示について、熊本県内・熊本除く九州内・その他九州外等、地域に

特化したホームページでの掲載を行った（R3）。 

（主な取組） 

「熊本県ブライト企業PLUSチャンネル(Web会議説明会）」 

「熊本ブライト企業デュアル合同企業説明会」 

「ふるさとくまもと創造人材奨学金返還等サポート事業」 

   

④新型コロナウイルス感染症対策 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のための環境整備を行った。 

 R2.5月～ 遠隔による面接予約及び就職相談員への相談の実施（利用者数延べ225名） 

   8月～ Web面接室（グローカル棟）貸出し及びWeb面接用iPad貸出し（R2貸出実績無し） 

  12月 学生がweb面接等の就職活動で使用できるようキャリアセンター面接室の防音工事施行 

R3.5月～ サーモモニターを設置し、入室者の検温を実施 
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検証指標  
①就職セミナー･講座の件数（中期計画期間平均）13件  ※H26～H28年度実績平均：12.7件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

20件 17件 15件 13件 15件 15件 

検証指標  
②県内企業説明会への参加学生数 190名（中期計画期間平均） ※H26～H28年度実績平均：188名 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

180名 

― 

※新型コロナウ

イルス感染拡大

防止のため、R1年

度は未実施 

205名 230名 200名 200名 

検証指標 

③県内就職率 現在の水準を確保（中期計画期間平均） ※H28年度実績：55.1％ 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

52.1% 57.7% 54% 51.0% 56.0% 56.0% 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 着実 ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

学生の就業力育成や県内就職促進について、県内企業等へのインターンシップに学生を派遣する

とともに、県内企業を対象としたバスツアーや情報誌等に関する情報提供を行うなどの取組みを着

実に展開してきた。新型コロナウィルス感染拡大によりインターンシップ参加者が大幅に減少した

ものの、感染症拡大防止のための環境整備を図り、学内合同企業セミナーのオンライン開催で例年

並みの参加者を確保したほか、低学年向けのwebセミナーを実施するなど、就職活動支援に努めて

いる。この結果、就職セミナー･講座の件数（中期計画期間平均）は指標の13件を上回り、県内企

業説明会への参加学生数（中期計画期間平均）も指標の190名を上回っている。県内就職率（中期

計画期間平均）は指標の55.1％をやや下回っているものの、中期目標・中期計画の達成が見込まれ

るものと評価できる。 
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2 研究に関する目標を達成するための取組 

（1）研究の方向に関する目標を達成するための取組 

計画番号（19） 

中期目標の項目 

I-2-(1) 大学の特色ある教育や地域社会の発展のため、熊本県立大学として独自性のある研究及び

地域課題の解決に役立つ研究活動を推進することとし、国内外で高く評価される研究水準を目指

す。 

 また、熊本地震からの創造的復興及び防災・減災に関する研究を推進する。 

中期計画の項目 

（19）地域資料研究、地域環境研究、食健康研究、地域づくり研究等、地域に生きる大学として独

自性を持ち、地域の課題解決に貢献する高い水準の研究を推進する。並びに、熊本地震の体験に基

づく防災・減災及び復興支援を視野とした研究に取り組む。また、これらを県内外に対し、効果的

に発信する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①地域の課題解決に貢献する高い水準の研究の推進 

＜文学部＞ 

 地域伝来資料の調査を継続しつつ、その成果を様々な形で公開・発信した。 

・夏目漱石離熊120年記念展示「熊本で出会った夏目漱石と寺田寅彦―俳句・絵画・ヴァイオリン」 

・水俣市立蘇峰記念館蔵の木製活字 

・『菊池風土記』註釈の公開 等 

＜環境共生学部＞ 

 大学院生あるいは卒論生を指導し、地域環境や食健康に関わる研究を推進した。 

・白川河口干潟におけるアサリ個体群の季節変動と個体群回復に向けた方策 

・熊本県内におけるバイオマスの基礎的データ収集及び事業性評価 

・自然的環境の保全と市街化開発の共存ー熊本市の万日山・花岡山風致地区を対象としてー 

・介護予防を目的とした住宅改修支援制度の在り方ー熊本市を対象としてー 

・熊本県産柑橘精油のストレス緩和効果の検証 

・熊本県環境中より分離した乳酸菌の γ-アミノ酪酸生産能に関する研究  等 

＜総合管理学部＞ 

・プログラミング学習の新たなデザイン、子どもたちと先生の学びの場を創る大学生―教育情報化の推

進に関する連携協定における熊本県立大学の取組― 

・地縁組織の潜在的重要性とその活性化に関する研究 

・アフターコロナの自治会活動のあり方に関する研究 

・上天草市維和島農泊＆観光推進事業：学生が考える観光プラン提案 

・コロナ禍におけるエッセンシャルワーカーの健康と労働環境に関する研究 

・熊本県内の公立病院の経営改善と医療の質の向上に係る研究 等 

 

②熊本地震の体験に基づく防災・減災及び復興支援を視野とした研究 

・令和2年7月豪雨からの復興・再生のため、“緑の流域治水”に関する最先端の研究を推進する

ために新設した「緑の治水研究室」が中心となり、JST「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」

に応募し、産学官の連携で取り組む「流域治水を核とした復興を起点とする持続社会」地域共創
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拠点が地域共創分野（本格型）に採択された。研究のひとつとして、雨庭（あめにわ）を学内に

設置し、地中に浸透する水の量を測定し、洪水流出抑制に関する設置効果の実証と雨庭の県内へ

の普及を進めた（R3）。 

＜環境共生学部＞ 

・熊本地震における集落内の自主避難拠点の実態に関する研究 

・豪雨による被災と球磨川流域における暮らしに関する研究－八代市坂本町を事例に－ 

・熊本地震と令和2年7月豪雨被災者連携支援ー住民視点での仮設住宅環境改善とデータベースの作成ー 

・くまもと型伝統構法の設計法構築に関する土壁・板壁の性能評価に関する研究 

・熊本地震からの住宅再建における敷地利用と集落景観の変化に関する研究 

・芦北・水俣地域のサラダタマネギに着目した復興支援 等 

＜総合管理学部＞ 

・災害時の共助と地域の絆の関係性に関する研究 

・地域難病患者会を核とした災害時でも対応できるネットワークの構築 等 

③ホームページや学会等における情報発信 

研究の成果については各学部主催のシンポジウムや各教員が所属する学会等で発表を行い、学会

での受賞等については大学ホームページや広報誌『春秋彩』に掲載した（毎年度）。 

検証指標  
地域の課題解決に貢献する研究件数 99件以上（中期計画期間平均） ※H28年度実績：99件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

82件 89件 112件 115件 100件 100件 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 着実 
新規・着実 
注目 

顕著・新規 
着実・注目 

  

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

令和3年度地域課題の解決に貢献する研究について、採択件数は115件と今期で最高となった。特

に、「流域治水を核とした復興を起点とする持続社会」地域共創拠点が採択されたことは、公立大

学では初、県内大学でも初であり、注目に値する顕著な成果である。また、被災した市町村等と連

携し、地域の課題解決等を行う「被災地域復興・再生支援事業」についても継続した研究・活動が

行われ、地域の復興に寄与している。これらの取組は、報道（新聞・テレビ）でも取り上げられ、

注目されている。地域の課題解決に貢献する研究件数（中期計画期間平均）も指標の99件を上回っ

ているおり、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 

委員の意見を踏まえ、

「着実」追加 
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計画番号（20） 

中期目標の項目 

I-2-(1) 大学の特色ある教育や地域社会の発展のため、熊本県立大学として独自性のある研究及び

地域課題の解決に役立つ研究活動を推進することとし、国内外で高く評価される研究水準を目指

す。 

 また、熊本地震からの創造的復興及び防災・減災に関する研究を推進する。 

中期計画の項目 

（20）研究活動の活性化に向け、科学研究費補助金への応募の義務化を継続する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①科学研究費補助金の応募率 

・科学研究費補助金への応募について、100%を達成した（毎年度）。 

・教員を対象とした研修で科研費の概要や前年度からの変更箇所等を説明し、全教員に応募を促す

ことで、採択率の増加に取り組んほか、科研費を担当する職員が申請書のチェックを行い、外部

アドバイザーが申請書の添削指導を行った（毎年度）。 

②研究不正防止研修の開催 

・研究不正防止研修会を開催した（毎年度）。令和 2年度と令和 3年度は新型コロナウイルス感染

症拡大防止の観点から、従来の集合形式の研修会から動画視聴と資料精読の方式に変更し、開催

した。特に、令和 3年度の研修は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン

（実施基準）」(R3.4施行）の改正内容を反映するとともに、文部科学省公表の不正使用事案を具

体的に紹介する等により充実・強化を図った。 

・各学部でコンプライアンス及び研究倫理に関するFDを実施した（毎年度）。 

 

検証指標  
科学研究費補助金の応募率  100%（毎年度） ※H28年度実績：100% 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

100% 100% 100% 100% 100% 100% 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

顕著 顕著 顕著 顕著   
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直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
研究活動の活性化に向けた科学研究費補助金への応募義務化について、科研費担当職員による申請

書類の作成支援や外部アドバイザーによる添削指導を実施するなど、研究支援の充実に取り組んでい

る。また、研究不正防止研修会を開催するなど、採択増と適正執行の確保を図っている。 

科学研究費補助金への教員の応募率は継続して100％を達成しており、中期目標・中期計画の達

成が見込まれるものと評価できる。 

 

  文言の修正 
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計画番号（21） 

中期目標の項目 

I-2-(1) 大学の特色ある教育や地域社会の発展のため、熊本県立大学として独自性のある研究及び

地域課題の解決に役立つ研究活動を推進することとし、国内外で高く評価される研究水準を目指

す。 

 また、熊本地震からの創造的復興及び防災・減災に関する研究を推進する。 

中期計画の項目 

（21）国内外で高く評価される研究水準の確保・維持を図るにあたり、共同研究・受託研究等の外

部研究資金獲得を推進する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①外部研究資金獲得を推進するための取組 

・平成 30年 4月から研究コーディネーターを 1名新たに配置し、受託研究等の相談や助言への対

応を強化した（H30）。 

・各種助成金等の情報を収集し、全教員に随時情報提供した（毎年度）。 

・教員の研究内容やニーズ等を把握し、研究内容に合った応募の提案や情報等を提供することで

マッチング機能の強化を図った（毎年度）。 

・海外の研究機関等との研究を行う教員に対し、専門家（弁護士）による契約内容の添削等を実施

（H30）、先方との研究実施に係る契約形態や契約内容の調整、契約締結時の事務手続き（英訳含

む）等の支援（R2）、教員及び学内関係者とのコーディネート（R3）を実施した。 

・本学と地域との連携取組や本学教員の知見を広く周知するための新たなツールとして、地域連携

政策センターWebサイト「地域ラブラトリー」を立ち上げ、情報発信を行った（R2～）。 

 

 

 

検証指標 

外部資金獲得件数 76件以上（中期計画期間平均） ※H26～H28年度実績平均：76件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

111件 91件 79件 81件 80件 80件 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 ― 着実 着実   
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直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
外部研究資金の獲得について、研究コーディネーターによる各種助成金等の情報収集や教員への情

報提供、公募内容とのマッチング支援、海外研究者と教員等との調整などに取り組んでいる。コロナ

禍による落ち込みが見られるものの、「着実」な成果を上げているものとして評価できる。 

外部資金獲得件数（中期計画期間平均）も指標の76件を上回っており、中期目標・中期計画の達成

が見込まれるものと評価できる。 
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（2）研究の支援に関する目標を達成するための取組 

計画番号（22） 

中期目標の項目 

I-2-(2) 優れた研究を推進するため、組織的な研究支援を促進する。 

中期計画の項目 

（22）研究水準の維持向上に向け、研究活動支援等に積極的に取り組む。また、研究推進体制の検

証を行い、必要に応じ見直す。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①研究活動支援等 

・術情報メディアセンター研究支援部門と地域連携政策センターが連携して各教員が取り組む研究

課題に関する情報共有を行ったうえで教員への対応に当たるなど、学内における研究活動を支援

した（R1～R3）。 

・研究支援部門の体制・運営の問題点や研究支援策の内容等について、学術情報メディアセンター

運営委員に意見聴取を行い、問題点の洗い出しと改善策の検討に着手した（R2）。 

・文学部では、学部裁量により運用できる研究専念制度の内規を定めた。総合管理学部では、教員

の教育研究能力の向上及び優れた研究を促進することを目的に、教員が本学を拠点として一定期

間研究に専念できる「総合管理学部教員研究支援制度」の内規を定め、令和3年10月開催の第7

回定例教授会において候補者選定の審議を行った。令和 4年度後期から運用を開始する予定。

（R3）。 

②研究推進体制の検証及び見直し 

・地域連携・研究推進センター業務を地域連携・地域貢献に集中させ、機能を強化するとともに、

学術として研究業務を管理することを目的に、平成31年4月から研究支援部門を学術情報メディ

アセンターに移管することとした（H30）。 

・学術情報メディアセンター内に研究支援部門を新たに設置するとともに、「地域連携・研究推進

センター」から「地域連携政策センター」に名称を変更した（R1）。 

・令和4年度からの学術情報メディアセンター改組の中で、地域との連携やマッチング、研究実施

後の調整等、研究支援事務に係る情報を一元的に管理し、支援できるよう、研究支援部門を地域

連携政策センターと統合し、名称を「地域・研究連携センター」に変更することとした（R3）。 

 

 

検証指標 

研究推進体制の検証・見直し（R1年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

完了 ― ― ― ― ― 



 

58 

 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
研究支援体制の見直しや検証を行い、研究支援事務に係る情報を一元的に管理し、支援できるよう、

研究支援部門を地域連携政策センターと統合し、「地域・研究連携センター」を設置したことで、こ

こを拠点とした研究支援が強化されるものと認められる。 

文学部及び総合管理学部において、研究専念制度を定めたことも、教員の優れた教育推進につな

がるものであり、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（23） 

中期目標の項目 

I-2-(2) 優れた研究を推進するため、組織的な研究支援を促進する。 

中期計画の項目 

（23）研究の進展や発信に向け、学術情報基盤の充実を図る。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①熊本県立大学学術リポジトリの運用 

・熊本県立大学学術リポジトリに毎年度論文を登録し、合計1,641件（学術雑誌論文1件、博士論

文40件、紀要論文1,597件、研究成果報告書3件）となった（R3）。 

・学術雑誌論文等の登録促進として、定期的な登録呼びかけを実施することや登録手続き方法を常

時確認できる教職員ポータルサイトへ掲示する等を新たに実施し、公開可能な登録を進めていく

こととした（R3）。 

②電子ブックの導入 

・電子ブックについては、令和元年度の課題整理を経て、令和2年度に購入に係る取扱いを定め、

学術情報メディアセンター運営委員の意見を踏まえ 19冊を購入した。加えて電子ブックの試し

読み機能も公開し、学生の閲覧状況を把握する等、教育的効果の検証を行った（R2）。 

・電子書籍の収集については、「図書館資料の収集に係る内規」を改正し、他の非印刷資料等と同

様に利便性に応じた購入を前提としたうえで、貸出頻度の高いジャンルの図書を優先して購入し

ていくこととした（R3）。 

③アーカイブ資料の公開 

アーカイブ資料について電子化し（毎年度）、電子化した資料のリスト及び公開可能な一部資料

を大学ホームページで公開した（R1～）。令和 3年度には本学所蔵の貴重資料を紹介する項目の追

加、箇条書きだった資料公開を分類して掲載等、アーカイブ資料ページの充実、整備を行った。 

 

 

検証指標  
①学術情報リポジトリへの論文登録件数 820件（R5年度） ※H28年度実績： 701件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

1,130件 1,409件 1,531件 1,641件 1,650件 1,700件 

検証指標  
②アーカイブ資料の電子化件数 650件（R5年度) ※H28年度実績：594件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

②653件 ②663件 ②674件 770件 870件 920件 
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年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

B A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
学術情報基盤の充実について、中期計画に沿って、リポジトリへの情報登録やアーカイブ資料の電

子化が進んでおり、電子書籍について、貸出頻度の高いジャンルの図書を優先して購入し、図書の充

実化が図られている。     

学術情報リポジトリへの論文登録件数も令和3年度に1,641件となり、指標の令和5年度820件をす

でに上回っている。アーカイブ資料の電子化件数も令和5年度達成指標の650件を上回っており、中

期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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3 地域貢献に関する目標を達成するための取組 

計画番号（24） 

中期目標の項目 

I-3-(1) 県、市町村、企業その他の団体との連携を深め、それらの団体を支援するシンクタンク機

能を充実・強化する。 

中期計画の項目 

（24）県や市町村、企業その他の団体の様々な課題の解決を支援するため、教員の研究シーズ等を

活かした研究活動を推進するとともに、専門的な知見等を有する教員を積極的に派遣する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①県や市町村、企業その他の団体との連携 

・協定を締結していない市町村に対して本学の地域連携の取組を紹介し、意見交換を行い、協定締

結に向けた取組を行った（H30）。 

・包括協定先と連携した取組として、水上村の課題解決に向けたテーマ探索ツアーを行い、学長及

び地域連携・研究推進センター長含め複数の教員や学生が参加した（H30）。 

・上天草市と地域包括協定を締結した（R1）。 

・多良木町・一般財団法人たらぎまちづくり推進機構との包括協定を締結した（R3）。10月には協

定後初のキックオフミーティングを開催し、今後の取組に対する意見を共有した。 

 

②教員の研究シーズ等を活かした研究活動の推進 

・平成30年度（2018年度）まで実施した「地域貢献研究事業」の趣旨や目的を継承しつつ、本学

の教員と協働して地域の課題解決や地域活性化等に繋げる契機となる取組として、「地域おこし

スタートアップ事業」を実施した (R1～）。 

・既存の研究員制度を活用し、学内教員や学生と自治体等が地域の課題解決に一緒に取り組む「地

域フューチャーラボ事業（地域研究員制度）」を実施した（R1～R3）。 

・令和2年7月の豪雨災害を受け、県南を含む被災地域を対象に、地域の課題解決や復興・再生を

目的として、大学の知見を活かした研究活動に取り組む「被災地域復興・再生支援事業」を実施

した（R2・R3）。 

 

③専門的な知見等を有する教員の派遣 

自治体や各種団体等からの委員就任依頼や講師派遣等の相談に対し、本学教員を派遣して、大学

の知見を活かした課題解決の取組を支援した（毎年度）。 

 

［今後の見通しについての特記事項］（任意） 

 新型コロナウイルス感染症の収束が見通せないことから、令和4年度においてもスタートアップ

事業の件数については伸び悩むことが予想される。実施件数に関わらず、市町村のニーズに的確に

応えていくことが重要と考える。 
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検証指標  
地域貢献研究事業（R1～地域おこしスタートアップ事業）の件数 現在の水準を確保（中期計画期

間平均） ※H29年度実績：15件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

16件 14件 

26件 
（「被災地域復
興・再生支援事
業」13件含む） 

25件 
（「被災地域復
興・再生支援事
業」14件含む） 

15件 15件 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 着実 
独自・新規 
着実・注目 

着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
 県や市町村、企業その他の団体の様々な課題の解決に向けた支援について、県や包括協定市町村

と連携した「地域おこしスタートアップ事業」をはじめ、令和2年7月の豪雨災害の被災地域を対象

にした「被災地域復興・再生支援事業」を展開するなど、積極的に取組を進めている。 

新たに水上村や上天草市、多良木町と包括協定を締結するなど、地域が抱える課題解決に向けて、

中期計画が着実に実施されており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 

 

  
文言の修正 
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計画番号（25） 

中期目標の項目 

I-3-(1) 県、市町村、企業その他の団体との連携を深め、それらの団体を支援するシンクタンク機

能を充実・強化する。 

中期計画の項目 

（25）学生の食と健康に関する理解を深める取組を推進し、地域の食育・健康に関する取組の中心

的役割を担う。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①推進体制の整備 

・環境共生学部への移管後のあり方・体制について環境共生学部並びに食育推進室の教職員で構成

された同移管準備委員会で協議を行った。また、食育推進プロジェクト移管（H30年4月1日に

学部へ移管）に伴う規程等の整備を行った（H30）。 

②学生の食と健康に関する理解を深める取組の推進 

食育推進委員会、3学部並びに各センター、学外団体と連携・協力し、新「食育ビジョン」（H30

～R5）に基づき以下の取組を実施した。 

（食育の日等） 

・新型コロナウイルス感染症の影響により可能な範囲で「食育の日」を実施した（毎年度）。 

・7月は西田精麦、熊本農業高校と連携、10～12月は熊本農業高校生活科と連携、1月は学内学生

団体のKUMAJECTと連携（H30）。 

・たべラボメンバーが山都町、熊本農業高校、人吉球磨地方における夏季研修で開発したオリジナ

ルメニューを提供（R1） 

・7月に被災地支援の「食育の日」として「人吉・球磨地方応援WEEK」を実施（R2） 

・山都町のジビエ及び有機野菜を使用したドライカレー、KUMAJECTツアーと連携した人吉・球磨地

方の郷土料理等を提供（R3） 

・県大防災プロジェクトユニットと共同で学食において「防災食育の日」を実施（R3） 

・学食の日替わりメニュー（定食お弁当）を、後援会助成金により100円引きにする、コロナ禍の

「学生食堂の魅力化による自然に健康になれる食環境の整備」事業を実施した。併せて、お弁当

で不足する野菜をスープで補足する「ベジチャージ＠学食キャンペーン」も実施した（R1～）。 

・もやいすとシニアの学生、株式会社 Day１、ニューコ・ワン株式会社と連携しながら、規格外野

菜を学食お弁当に使用する「Vegeレスキューウィーク＠熊本県立大学」を実施した（R2）。 

（たべラボ） 

・食育を主体的に実施する学生グループ「たべラボ（食卓研究会）」を結成した（H30）。 

・食育を実施する学生グループ「たべラボ」を募集し、毎週水曜日、昼休みの時間に集まり、食生

活改善プログラムや、特産品ワークショップ、料理教室等を、様々な学内・学外団体と連携して

実施した（R1～）。 

（食育・健康フェスティバル） 

・第6回（H30.12.9）及び第7回（R1.11.24）食育・健康フェスティバルを実施し、本学の食育・

健康に関する活動や成果を発信した。 

・熊本県立大学オンライン公開講演会「トモショク（共食）は有限。食べることは生きること～食

育・健康フェスティバル2021～」を実施した（R3）。 
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（その他） 

・全学生を対象とした食生活調査を実施し、4年間（H28～R1年）の食育の効果検証を行い、次年

度の計画に反映させた（毎年度）。 

・大学ホームページや図書館展示等で、本学における食健康と食育に係る人材養成、並びに食育・

健康に関する情報発信を行った（毎年度）。 

・「新熊本学：熊本の生活と環境」（全学共通教育）で平成 28年度に「食育検定ガイドブック作成

委員会」で作成した『くまもと食育ガイドブック』を副読本として講義を実施した（毎年度）。 

・希望学生を対象に「学生対象特定保健指導（PUKPUKダイエットチャレンジ）」を実施した（R1～）。 

・6月に地域連携政策センター等と共同で、新入生を応援する展示やグッズ配布を行う「新入生

Welcome展示」を実施した（R2～）。                                                        

・全学生を対象としてSNSを活用した「もぐ丸かんたん料理コンテスト」を実施した（R3）。  

検証指標 

食育推進体制の整備（R1年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

H31.4.1に食育
推薦室を設置 

― ― ― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

独自 着実 着実・注目 着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

学生と地域の食育・健康に関する取組として、食育の日の各種イベントの実施、食育を主体的に

実施する学生グループ「たべラボ」の結成、食育・健康フェスティバルなどに積極的に取り組んで

いることは、大学の特色を活かした取組みを「着実」に実施しているものと評価できる。コロナ禍

にＳＮＳやオンライン公開講座による食育活動の展開や、県大防災プロジェクトと共同で食育の日

を実施するなどしており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（26） 

中期目標の項目 

I-3-(2) 大学・試験研究機関等との連携を強化して地域産業に関する共同研究等を行い、研究成果

の公表や現場への普及活動等を通じて、研究成果を地域社会に役立てる。 

中期計画の項目 

（26）他大学・研究機関等と連携しながら、地域産業の振興に資する研究活動を行い、研究成果を

発信するとともに、その成果を地域社会に還元する。 

計画の進行状況等   自己評価：S  

［計画の進行状況］（必須） 

①他大学・研究機関等と連携した研究活動 

大学の教育研究の向上及び地域貢献を目的に、大学や研究機関等と連携して共同研究・受託研究

を実施した（令和2年度・3年度は新型コロナウイルス感染症の影響で研究活動が制限されたため

オンライン等を活用）。 

令和3年10 月、「流域治水を核とした復興を起点とする持続社会」地域共創拠点が、JST「共創

の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」の地域共創分野（本格型）に採択され、拠点全体で最大 2

億円/年、支援期間10年間の外部資金を獲得し、次の5分野での共同研究をスタートした（件数：

21件、11大学・高専・研究機関、9企業、1自治体）（R3）。 

a 「緑の流域治水」技術開発 

b ボトムアップ型総合計画と環境再生 

c デジタル技術を活用した「緑の流域治水」のスマート化と地域DXの実現 

d 「緑の流域治水」と連動したサスティナブルな産業創成 

e パートナーシップによる「緑の流域治水」の推進 

   

②地域活力創生センターにおける取組 

 地域活力創生センターにおいて「産学官連携推進部会六次産業化育成連絡会（事務局：地域活力

創生センター）」を母体に以下の事業を実施した。 

 a  六次産業化育成連絡会の開催 

 b  第1次産業の競争力強化と6次産業化に向けた取組み 

 c  スマート農業推進支援 

 d  高大連携 

 e  COC+事業成果報告の作成 

 f  COC+及び中山間農業モデル地区支援事業の合同報告会開催 
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検証指標  
他大学・研究機関等と連携した共同研究・受託研究の件数 現在の水準を確保（中期計画期間平均） 

※H28年度実績：32件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見

込 

R5（2023）見込 

39件 25件 19件 
21件  

（＋21機関参
画決定） 

39件 39件 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A S   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 ― ― 
新規・顕著 
注目 

  

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
他大学・研究機関等と連携した共同研究・受託研究の件数は令和3年度までの平均25.5件で指標

の32件を下回っている。 

しかし、JSTの共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）【地域共創分野(本格型)】による「流域

治水を核とした復興を起点とする持続社会」地域共創拠点に採択され、今後、10年間、全国の他大

学や研究機関（21機関）と連携して、研究や活動に取り組んでいくことから、概ね中期目標・中期

計画の達成が見込まれるものと評価できる。 

 

  
委員の意見を踏まえ、

委員会で議論 
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計画番号（27） 

中期目標の項目 

I-3-(3) 県民の学習ニーズに応えるため、生涯学習と専門職業人の継続的な職業能力開発の支援に

ついて、更なる充実を図る。 

中期計画の項目 

（27）地域の多様な生涯学習ニーズを踏まえ、広く県民の参加を得られるような各種公開講座を充

実させる。また、職業人として地域社会で活躍している人材の更なる能力開発を支援するプログラ

ムを推進する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

毎年度、地域の方々に学習の機会を提供するために大学の正規の授業を公開する「授業公開講座」

をはじめ、社会人向けの「各種公開講座」、「CPD（継続的専門職能開発）プログラム」等を実施し

た（令和2年度・3年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため対面形式を中止し、オンライン

で実施）。 

＜授業公開講座＞ 

H30 
・前学期（H30.4月～7月、受講決定者数（延べ数）123名） 

・後学期（H30.9月～H31.3月、受講決定者数（延べ数）64名） 

R1 
・前学期（H31.4月～R.1.7月、受講決定者数（延べ数）129名） 

・後学期（R1.9月～R2.3月、受講決定者数（延べ数）63名） 

＜オンライン授業公開講座＞  

新型コロナウイルス感染拡大防止のため従来型の授業公開講座は休止し、新たにオンデマンド配

信による授業公開講座を実施した。 

R2 ・モニター対象の無料講座（9講座）、受講者：延べ295名 

R3 
・夏季講座（10講座）、受講者：延べ人数27名 

・冬季講座（14講座）、受講者：延べ人数23名 

＜各種公開講座＞ 

・新熊本学シンポジウム「熊本のニューリーダーが描くこれからの熊本」（H30） 

・国際シンポジウム「日本と東アジアの経済協力」（H30） 

・環境共生学部20周年記念シンポジウム（H30） 

・歴史・文化シンポジウム2018「平成の終末に語る明治と昭和」（H30） 

・五百旗頭真特別栄誉教授記念講演会（R1） 

・熊本県立大学国際シンポジウム2019「アジアで進むイノベーション」（R1） 

・英語教育実践：理論から見た実践方法の探究（R1） 

・第3回アドミニストレーション研究科シンポジウム「地方創生への挑戦」（R1） 

・建築家矢橋徹講演会（R2） 

・熊本県立大学高大連携Web フォーラム「くまもとの未来を築く若者たちへ」（R2） 

・国際理解講座「令和SDGs熊本」（R2） 

・「客員教授・園部哲史氏講演会」（R3） 

・「客員教授・村田晃嗣氏講演会-バイデン政権下の日米 関係」（R3） 

・「Journey of Innovation～社会起業家の人生を追体験する90分～」（R3） 



 

68 

 

・「客員教授・渡辺満利子氏講演会－今こそ、免疫力アップをめざしましょう」（R3） 等 

＜「球磨川流域圏バーチャルキャンパス」のオンラインによる講座＞ 

  期間： R3.9.1～10.31、R3.11.1～12.31  受講者数：207名 

  内容：・「私が考える流域治水とは～流域治水って何～」 

       共通教育センター 緑の流域治水研究室 島谷幸宏 特別教授 

     ・「災害と復興のまちづくり」 

       環境共生学部 居住環境学専攻 柴田祐教授 

      ・「球磨川流域圏の歴史と文化」 

       八洲開発株式会社 木﨑康弘取締役 

     ・「球磨川の暮らしに育まれた八代市坂本町の歴史的建造物」 

       熊本高等専門学校 建築社会デザイン工学科 森山学教授 

＜CPD（継続的専門職能開発）プログラム＞ 

・平成 30年 7月に特任教授 1名を新たに配置し、職業人として地域社会で活躍する人材を対象に

したCPDプログラムの充実、強化に取り組んだ（R1）。 

・参加者の利便性向上を目的に、熊本日日新聞社と連携協定を締結し、熊日びぷれすイノベーショ

ンスタジオを活用した（R1）。 

・県民の学習ニーズの把握のために、本学の生涯学習に関する認知、課題を収集し、今後の在り方

の検討を行った（R3）。 

H30 

・栄養計算ソフト講習会 

・明日からすぐ使えるICTを活用したPR／広報の始め方 

・認定看護管理者教育課程サードレベル 

R1 

・自治体職員＆まちづくり関係者向け講座 (R1） 

・認定看護管理者教育課程サードレベル 

・1Dayスキルアップ実践型セミナー「仕掛け力と企画力で仕事イノベー

ション！」 

R2 ・看護管理者のための小論文の書き方オンラインセミナー 

R3 

・看護管理者のための小論文の書き方オンラインセミナー「小論文編」・

「研究論文編」 

・疾病との闘い 熊本 

①江戸、天然痘との闘い 大島明秀准教授 

 ②大正、スペイン風邪流行と熊本 県立図書館 丸山伸治学芸調査課長 

 ③令和、新型コロナに立ち向かう看護職 熊本県看護協会 本尚美会長 

・自治体職員向けCPD講座「個人情報の保護について」 

 

［今後の見通しについての特記事項］（任意） 

 令和4年度においても新型コロナウイルス感染症の影響が続くと予想され、オンラインを中心に

した開催になるものと考える。 

検証指標  
①授業公開講座の開講講座数 現在の水準を確保（中期計画期間平均） ※H29年度実績：109講座 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

113講座 95講座 
― 

※コロナ禍のた

め休止したため 
― ― ― 
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検証指標  
②各種公開講座、CPDプログラムの件数 18件以上（中期計画期間平均） ※H28年度実績：18件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

20件 22件 

6件 
※コロナ禍のた

め対面形式から

オンラインに計

画変更可能なも

ののみ実施 

16件 18件 18件 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

注目 注目 ― 
独自・新規・

注目 
  

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：３ 
地域のニーズに対応した学習機会の提供について、毎年度、地域の方々に大学の正規の授業を公開

する「授業公開講座」をはじめ、社会人向けの「各種公開講座」、「CPD（継続的専門職能開発）プ

ログラム」等を実施してきた。 

また、高大連携事業として、高校等を対象に、国際社会や国際協力についての理解を深め、グロー

バルに活躍する人材となることを目的とした出張（オンライン）講座を１１校で実施している。 
さらに、令和 2 年 7 月豪雨による災害からの創造的復興を目指し、球磨川流域圏の文化、歴史、

環境をテーマにした無料オンライン公開講座「球磨川流域圏バーチャルキャンパス」の試行も実施し、

令和4年度から本格実施となることから、独自の注目すべき取組として評価できる。 

各種公開講座、CPDプログラムの件数（中期計画期間平均）については、令和2年度以降新型コロ

ナウイルス感染拡大防止の観点から対面での授業公開講座を中止し、オンデマンド配信により実施し

たため、講座開設数は大幅減となったものの、令和3年度は16件と回復したことから、中期目標・

中期計画の達成が見込まれる。 

しかし、指標の授業公開講座の開講講座数（中期計画期間平均）109件については、コロナ禍の

影響で令和2年度以降休止が続いており、今後の見通しがたたないことから、全体として、中期目

標・中期計画の達成が厳しい状況にあると評価する。 
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4 国際交流に関する目標を達成するための取組 

計画番号（28） 

中期目標の項目 

I-4-(1) 国際的な知見の取得や異文化への理解を深め、グローバル化する社会において必要な素養

を幅広く涵養するため、学生の国際交流を更に推進する。 

中期計画の項目 

（28）グローバルに活躍できる人材に求められる語学力、コミュニケーション能力、自国文化・異

文化に対する理解力を高めるため、海外留学･研修メニューの拡充を図る。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①海外留学･研修メニューの拡充 

・今後の交流促進に向けて、ブラウィジャヤ大学（インドネシア）と中原大学（台湾）とのMoU更

新を行った（R2)。 

・令和3年度開講科目の「もやいすとシニア（グローバル）育成」に、モンタナ州立大学ビリング

ス校への短期英語研修を組み込むことを決定した（R2)。 

・日本ウェールズ協会からの訪問を受け入れ、今後交流の可能性が考えられる大学等についての意

見交換を行った（R2)。 

・海外の大学の留学プログラムの内容などの情報収集を行い、学生のプログラム参加の支援な ど

を行うため、アメリカの非営利教育機関「SAF」への加盟について関係委員会において審議し、

MoAを締結した（R3）。 

※SAFの大学ネットワークに加盟することで、アメリカ等のSAFメンバー大学に学生の派遣が可能になる。 

・オンライン留学に係る単位認定について、関係者（共通教育センター長、国際教育委員会委員長、

文学部、教務入試課等）と意見交換等を実施した。また、文学部英語英米文学科においては、カ

リキュラム改正の一環として留学の単位化を実施することになった（R3）。 

②協定校における海外留学･研修等への派遣 

・海外の協定校への訪問事業を検討したが、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により、実

施ができなかった（R2）。 

・新型コロナウイルス感染症の影響は続いているものの、文科省により9ヶ月以上の交換留学に対

する支援を再開することが通知されたこと（R3.6.15）等を受け、本学でも関係者と協議・調整

の上、8月に2名を祥明大學校へ、1名をモンタナ州立大学ビリングス校へ派遣した（R3) 。 

・例年実施していた短期研修に代えて、祥明大學校とオンラインによる学生交流会を初めて実施し、

双方から49名の学生が参加し、グループディスカッション等を行った（R3）。 

③英語英米文学科における留学のサポート体制 

学生留学の状況を把握し、それを踏まえ、以下のようにサポート体制を整えた。 

・1年に1度、フォームもしくは紙媒体によりアンケートを実施 

・留学相談（どの教員にどの国への留学を相談すればよいか）の紹介 

・提携先への留学について、募集期間など必要情報の周知 

・文学部棟廊下掲示板に留学サポート情報提供コーナー設置 

・留学情報の提供や留学に関する助言、英語力強化の活動を行う「Globally Talk」を実施し、

留学経験者と留学予定者を結びつけるなど学生に対する独自の留学サポートを強化した（R2

～）。   
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［今後の見通しについての特記事項］（任意） 

新型コロナウイルス感染症の影響により学生の海外派遣については厳しい状況が続いているが、

本学では令和3年度において実際に５名の学生を海外の協定校に派遣することができた。今後も文科

省等の対応方針に準拠しつつ、安全性等に配慮し、可能な状況であれば学生に対し留学のチャンス

を与えたいと考えている。また、学生に学びの機会を提供できるようオンラインを活用した交流や

研修等を相手校に働きかけ、実現できるよう取り組む。なお、状況に変化がなければ当面オンライ

ンでの留学・研修等を検討、計画するが、新型コロナウイルス感染症が収束すれば実際の派遣がで

きるよう、併せて準備を継続したいと考えている。 

検証指標  
①協定校における海外留学･研修等への派遣学生数 20名（R2～R5年度平均） 

※H28年度実績：10名 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

   
26名 

 
20名 

12名（オンライ
ン研修） 

28名（うち23名
はオンライン
研修） 

20名（オンライ
ンを含む） 

20名（オンライン
を含む） 

検証指標 

②海外留学･研修等への派遣学生数（全体） 130名（R2～R5年度平均） 

※H24～H28年度実績平均：106名 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

87名 139名 

15名（うち3名は
オンライン留
学、12名はオン
ライン研修） 

28名（うち23名
はオンライン
研修） 

25名（オンライ
ンを含む） 

30名（オンライン
を含む） 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

B A B A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

課題 ― 課題 ―   

評価委員会コメント  （参考）個別評価：３ 
海外留学･研修メニューの拡充等について、留学経験者によるフィードバックや留学相談、オンラ

インを活用した留学への支援、ＳＡＦ大学ネットワーク加盟による派遣大学の拡大等の取組みが実施

されている点では、中期目標・中期計画に沿った取組に努めているものと認められる。 

協定校における海外留学･研修等への派遣学生数（R2～R5年度平均）については、コロナ禍によ

りオンラインを含むものの、指標の20名を達成できるものと見込まれる。しかし、海外留学･研修

等への派遣学生数（全体）（R2～R5年度平均）は、コロナ禍で指標の130名の達成は難しいものと見

込まれ、全体として、中期目標・中期計画の達成は厳しい状況にあると評価する。 
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計画番号（29） 

中期目標の項目 

I-4-(1) 国際的な知見の取得や異文化への理解を深め、グローバル化する社会において必要な素養

を幅広く涵養するため、学生の国際交流を更に推進する。 

中期計画の項目 

（29）学生の留学を支援するための経済支援拡充に向けた取組を行う。また、海外滞在時の危機管

理対策を拡充する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①経済支援の実施及びその拡充に向けた取組 

・本学独自の海外留学奨学金や大学後援会の海外留学・研修助成金によって学生の留学を支援した

ほか、学外奨学金プログラム（官民協働留学支援制度～トビタテ! 留学JAPAN日本代表プログラ

ム～地域人材コース)も活用した。 

・経済支援拡充に向けて、大学後援会と協議し、令和2年度から海外留学・研修助成金を増額され

ることとなった。 

・「熊本県立大学短期派遣留学生支援奨学金」の対象範囲をオンライン留学にも拡大した（R3）。 

・オンラインを活用した留学の支援について、大学後援会と協議し、令和3年度からオンライン留

学についても海外留学・研修助成金が助成されることとなった。 

・もやいすとグローバル育成プログラムの科目である「グロ―バル実践活動」に係る経済支援策と

して、「グローバル実践活動支援金制度」を創設した（R3）。 

 

 

②海外滞在時の危機管理対策の拡充 

・学生の海外滞在時の危機管理対応サービスについて、令和元年7月に海外留学危機管理サービス

会社と契約を締結した（R1）。また、同社と共催で危機管理オリエンテーションを開催し、同サー

ビス加入の周知を行うとともに、海外治安情勢等について説明した（R1～）。 

・Cafe Eventにおいて、「官民協働海外留学支援制度～トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム

～」や私費で留学経験のある学生らが、海外で危険を感じた体験や、滞在時の留意点などについ

て発表し、留学を希望する学生に向けた実体験に基づくアドバイスを行った（R2）。  

 

 

 

検証指標  
①留学に係る経済支援策の検証・整備（R1年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

学生の留学状
況および奨学
金の給付状況
を確認 

R2年度から後
援会助成金増
額予定 

グローバル実践
活動支援金制度
の検討 

短期派遣留学
生支援奨学金
の対象範囲拡

大 

グローバル実践
活動支援金制度
の創設 

周知、給付 
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検証指標 

②海外派遣中の学生に対する危機管理マニュアルの策定及び危機管理対応システムの構築（R1年度

まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

危機管理対応
システムの業
者選定済み 

危機管理会社
とサービス提
供契約済 

― ― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

新規 着実 ― 着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
学生の留学支援策（経済支援、危機管理対策）について、民間会社が提供する学生の海外滞在時の

危機管理対応サービスの利用開始や、「グローバル実践活動支援金制度」の創設、海外留学助成金の

増額を行うなどしており、中期計画を着実に実施しているものと評価できる。 

検証指標の「海外派遣中の学生に対する危機管理マニュアルの策定及び危機管理対応システムの

構築」は、既に完了し、「留学に係る経済支援策の検証・整備」も達成が見込まれることから、中

期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価する。 
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計画番号（30） 

中期目標の項目 

I-4-(1) 国際的な知見の取得や異文化への理解を深め、グローバル化する社会において必要な素養

を幅広く涵養するため、学生の国際交流を更に推進する。 

中期計画の項目 

（30）学生の国際的視野の涵養と国際感覚の向上を目途に、学内外で国際交流団体等との国際交流

や異文化理解の機会を拡充する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①学内外での国際交流団体等との国際交流や異文化理解の機会の提供 

・学生の国際的視野の涵養と国際感覚の向上を目途に、様々な国際交流イベント等を企画・周知し、

学生の参加を促した（毎年度）。 

例：留学生交流推進会議主催ウェルカムパーティー（春・秋）（H30-R1・R3）、モンタナ大学阿満

先生特別講義（H30）、祥明大學校短期研修団歓迎会（H30-R1）、World Campus来学（H30-R1）、

香港理工大学研修団来学（H30・R1）、ブラウィジャヤ大学短期研修団歓迎会（H30）、JENESYS

研修団来学（H30）、日仏交流会来学（R1）、東南アジア青年の船訪問団受入（R1）、高大連携

事業「Super English Camp」（熊本県教育委員会と共催）（R2・R3）、ブラウィジャヤ大学と

のオンライン交流イベント（R2）、留学生による韓国語・中国語講座（毎年度）  

・祥明大學校からの短期研修団受け入れにあたり、ホストファミリー受入れ要件を緩和（一人暮ら

しでも可）し、学生の異文化理解の機会を拡充した（R1）。 

・Global Loungeにおいて留学生等と交流するCafe Eventを開催したほか、留学生サポーター制度

を新設し、従来職員が行っていた留学生の生活支援の一部を在学生に担ってもらうことにより、

学生の異文化理解を深め、国際交流の機会を増やす取組を実施した（R2）。 

・祥明大學校とのオンライン交流イベントを開催し、49名（本学23名、祥明26名）の学生が参加

した（R3）。 

・オンラインを活用したブカレスト大学（ルーマニア）との定期的・継続的な語学学習及び交流を

目的に「Language Partners」を新たに企画し、両大学からそれぞれ50人の学生が参加を希望し、

合計100名の学生が10月からオンライン交流を開始した（R3）。 

 

 

検証指標  
学内外における交流事業への参加学生数 のべ150名（R5年度） ※H29年度実績：のべ106名 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

延べ215名 延べ124名 延べ144名 延べ113名 延べ150名 延べ150名 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   
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年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
学生の学内外での国際団体等との交流や異文化理解の機会を提供するため、各種国際交流イベント

等を企画・周知し、学生の参加を促している。また、留学生サポーター制度を新設し、従来、職員が

行っていた留学生の生活支援の一部を在学生が担うことにより、学生の異文化理解を深めるなどの取

組を行っており、コロナ禍の中にあっても例年並みの参加学生数を確保している。 

学内外における交流事業への参加学生数をは、令和5年度にのべ150名とする指標については、令

和3年度までの平均でほぼ達成できており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価す

る。 

 

  文言の修正 
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計画番号（31） 

中期目標の項目 

I-4-(2) 外国人留学生の受入れを促進するために、積極的かつ効果的な情報発信や受入体制の充実

を行うとともに、グローバル化に対応した教育研究環境の整備を推進する。 

中期計画の項目 

（31）留学生の受入れ環境の整備を推進するとともに、協定校との派遣・受入れの相互交流拡充を

図る。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①留学生の受入れ環境の整備 

＜英語で学ぶ科目の設定＞ 

日本や熊本の文化、文学、環境、社会等に関する内容を英語で学ぶ科目として、「Japan Studies

科目」を試行的に実施（H30）後、本格的に開講した（R1～）。 

年度 Japan Studies科目数 

H30 7科目 

R1 8科目 

R2 9科目 

R3 10科目 

・令和3年度開講のもやいすとグローバル育成プログラムの科目の一つである「Kumamoto Studies」

をJapan Studiesの科目として設定し、履修条件であるTOEIC®550点以上に相当する語学力を有

する交換留学生が受講できるようにした（R2）。 

・国際教育推進プロジェクト会議において、留学生を増やすためには短期のプログラムも併せて充

実させることが必要という意見が出されたため、通常授業に加えて、短期集中プログラムの開催

も検討した（H30）。 

・短期プログラムを全学的に拡大していくとともに、県内の自治体との連携を増やすため、モデル

事業として水俣環境アカデミア等と連携し、本学学生とタイ･カセサート大学の学生を対象にし

た春期Japan Studiesプログラムを構築した（R2.3.16～3.19に実施を予定していたが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により中止）。 

・令和3年度開講科目の「もやいすとシニア（グローバル）育成」に、Japan Studies短期研修を

組み込むこととした（R2）。 

・Japan Studies Programについて本学英語版パンフレットに記載し、英語ホームページに掲載し

た（R2～）。 

＜住居費助成等＞ 

・祥明大學校からの短期研修団受入れにあたり、ホストファミリー要件を緩和し、留学生がより日

本文化を理解できるようにした（R1）。 

・「交換留学生住居費助成事業実施要項」を改正し、助成上限額を増額した（R1）。また、留学生の

経済支援を充実させるため、同規程を改正し、対象範囲の拡充、助成金額の増額を行った（R3）。 

・現在は新入留学生を対象に展開している「留学生サポーター制度」を拡充し、在籍留学生の学習

サポートについても提供できるよう意見交換を行った（R3）。 

②協定校との派遣・受入れの相互交流拡充 

・現協定校との派遣･受入れの交流状況及び今後の交流見込を国際交流委員会で共有した（毎年度）。 

・モンタナ州立大学ボーズマン校の国際部長と学術交流協定更新について協議を行い、モンタナ州



 

78 

 

立大学ビリングス校における新規プログラム（秋季）への派遣について検討する等、交流のあり

方を検討した（R1）。 

・モンタナ大学と学術交流に関する覚書（MOU）を締結した（R1）。 

・後学期から受入れ予定のモンタナ州立大学ビリングス校からの交換留学生と留学生サポーターで

ある本学学生とそれぞれオンラインミーティングを実施し、渡日前からサポートができる体制作

りを行った(R3）。 

・例年実施していた短期研修に代えて、祥明大學校とオンラインによる学生交流会をはじめて実施

し、双方から49名の学生が参加し、グループディスカッション等を行った（R3）。 

・今後交流の可能性がある大学等のリスト（R2年度作成）に基づき、候補校の１つであるフィリピ

ンの大学へのコンタクトを開始した（R3）。 

③「国際教育・交流ビジョン」等の策定 

本学の理念の一つに掲げている「国際性の推進」を実現し、国際交流を計画的に進めるため、関

係する委員会等において検討のうえ、教育研究会議において審議し、「国際教育・交流ビジョン」

及び「戦略的取組み」を策定した（R2）。 

 

検証指標  
新規受入れプログラムの構築（R2年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

検討中 検討中 承認 ― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

独自 独自 ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
 留学生の受入れ環境の整備について、日本や熊本の文化、文学、環境、社会等に関して英語で学

ぶ科目「Japan Studies」の開講や、「留学生住居費助成制度」の拡充等の取組により生活面、学習

面での支援を充実させている。また、協定校との派遣・受入れの相互交流拡充について、モンタナ大

学と学術交流に関する覚書を締結し、コロナ禍にあってもモンタナ州立大学ビリングス校から受入れ

予定の交換留学生と留学生サポーターとのオンラインミーティング、祥明大學校とオンラインによる

学生交流会などの取組を継続している。 

検証指標の新規受入れプログラムとして、タイ･カセサート大学の学生を対象にした春期Japan 

Studiesプログラムを令和2年度に構築しており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評

価できる。 
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計画番号（32） 

中期目標の項目 

I-4-(3） 研究水準の向上や教育内容の充実のため、諸外国の大学等との連携を深め、研究者交流、

国際共同研究等を推進する。 

中期計画の項目 

（32）協定校をはじめとする海外大学等との間で、研究者交流や共同研究等を行うことにより、教

育研究のグローバル化を図る。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①海外大学等との間における研究者交流や共同研究等の実施 

各学部の教員が研究者交流や共同研究等を行い、教育研究のグローバル化を図った（毎年度）。 

＜文学部＞ 

・祥明大學校との合同学術フォーラム「ことばと社会をつなぐ言語教育・研究」（R1） 

・レイヴィン教授がスペインINTED2020学会にて発表（R1）   

・原准教授がロシアの Lomonosov Moscow State University主催の Moscow Reading学会（オンラ

イン）にて発表（R2） 

・武上講師がアメリカのWALS 2020（オンライン）にて発表（R2） 

・五島准教授が国際芥川龍之介学会ISAS主催の第15回国際大会（オンライン）にて発表、部分司

会（R3）  

・レイヴィン教授が・「水銀に関する水俣条約第 4回締結国会議第二部」(R4.3.21～3.25、インド

ネシア・バリ）の会合期間中に実施された日本やインドネシア等のユースによる水銀対策に関す

るダイアログにおいてファシリテーターを務めた（R3）。       等 

＜環境共生学部＞ 

・台湾にて台北科技大学、中原大学及び北九州市立大学とのシンポジウム実施（H30・R1・R3） 

・カセサート大学（タイ）水産学部とエビ養殖場の環境改善に関する共同研究を実施（H30） 

・インドネシアナショナル大学（UNAS）と共同で、南ジャカルタ市レンテンアグン地区において、

地域の環境保全に関するワークショップを実施（R1） 

・台湾の国立東華大学と、宜蘭県と花蓮県における製紙業の産業遺産を対象に、学生同士の合同

フィールド調査を実施（R1）         等 

＜総合管理学部＞ 

・上拂教授が台湾・國立成功大学における冤罪事件とその救済・支援に関するフォーラムにてコメ

ンテーターとして登壇。また、同大学・台南市弁護士協会主催のシンポジウムにおいて行政不服

審査法制に関する研究報告を実施（R2） 

・河西准教授が韓国大邱広域市の韓国応用経済学会で発表（R1） 

・上拂教授が中国・上海交通大学との共同研究を実施（R1） 

・高埜教授が中国浙江省杭州市における第4回グローバル創造産業学会（香港大学主催）において

報告（H30）         等 
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検証指標  
海外大学等との学術交流･研究活動等の件数 35件（中期計画期間平均） ※H29年度実績：32件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

33件 62件 32件 54件 30件 35件 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
 海外大学等との研究者交流や共同研究等について、韓国の祥明大學校との合同学術フォーラムの

実施、台湾の中原大学、台北科技大学及び北九州市立大学との学術シンポジウム（オンライン）開催、

タイのカセサート大学水産学部との共同研究実施など、中期計画に沿った取組を進めているものと認

められる。 

海外大学等との学術交流･研究活動等の件数（中期計画期間平均）は、指標の35件を上回ってお

り、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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Ⅱ 業務運営の改善・効率化に関する目標を達成するための取組 

1 大学運営の改善に関する目標を達成するための取組 

計画番号（33） 

中期目標の項目 

II-1 理事長と学長のリーダーシップのもと、社会状況の変化に対応するため、柔軟かつ機動的な

大学運営を推進する。 

中期計画の項目 

（33）経営を司る理事長と学務を司る学長のもと、政策的かつ効果的な大学運営に努めるとともに、

社会状況の変化に適切に対応する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

・理事長及び学長のもと、理事会をはじめとする審議機関等において、学外理事、監事、委員を配

置し、人事、予算、業務実績報告等の重要案件を諮りながら大学運営を行った。また、学内理事

による役員会議を定期的に開催し、大学ガバナンスの実質化を図った（毎年度）。 

・会議等については新型コロナウイルス感染拡大防止のため、オンライン形式や書面により実施す

るなど柔軟に対応した（R2～）。 

・大学のガバナンスを高めるため、新たに学内理事をメンバーとする役員会議を設置し、法人運営

等に関する重要事項を審議した（R1～）。  

（審議機関等） 

◇理事会（法人の重要事項を審議。議長：理事長） 

◇経営会議（法人の経営に関する重要事項を審議。議長：理事長） 

◇教育研究会議（大学の教育研究に関する重要事項を審議。議長：学長） 

◇運営調整会議（議長：理事長） 

◇教育戦略会議（議長：学長） 

◇役員会議（議長：理事長） 

◇新型コロナウイルス感染症対策本部会議（議長：理事長） 

 

※各会議で審議、調整、検討された事項（主な事項として、教員採用、入学者選抜、国際化推進、

業務実績評価、財務状況等）は各計画番号において記載。 

   

・新型コロナウイルス感染拡大防止については、白石理事長及び半藤学長のもと、本学における感

染拡大防止対策を行うとともに、対面での授業機会や高い教育の質を確保するため、状況に応じ

迅速に対応指針及び対応方針の改定等を行い、遅滞なく大学運営を行った（R2～）。 

（主な新型コロナウイルス感染拡大防止策） 

・新型コロナウイルス感染症にかかる対応方針の策定 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応指針の策定 
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・新型コロナウイルス感染拡大防止を踏まえた授業実施要領の策定 

・新型コロナウイルス感染（疑いを含む）に関する報告・対応手順等 

・授業料減免などの学生に対する支援対応 

・ホームページ（専用ページ開設）、メール等の様々な手段を用いた周知・啓発 

・遠隔授業用スタジオの設置 

・在宅勤務制度運用などの執務環境の整備  

 

・学内のデジタル化推進のため、デジタル化に関連した理事長私的懇談会や学内デジタル化懇談会

等を開催した。12月にデジタル化推進プロジェクトチームを設置するとともに、デジタルイノ

ベーション推進センターの設置（令和4年4月）を決定するなど、大学全体のデジタル化に関す

るグランドデザインの構築を進めた（R3）。 

検証指標  
─ 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― 着実 着実 着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
 大学運営について、理事会、経営会議、教育研究会議等の各審議機関での審議を、オンラインの

活用等を交えながら適切に実施している。 

新型コロナウイルス感染拡大防止については、対面での授業機会や高い教育の質を確保するため、

状況に応じて迅速に対応指針、対応方針及び授業実施要領の改定等を行うとともに、学生及び教職員

等に対してワクチンの大学接種を実施し、感染拡大防止と学修機会の確保を両立している。 

また、情報部門の強化を図るため、デジタルイノベーション推進センターを設置し、大学全体の

デジタル化も進めており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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2 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための取組 

計画番号（34） 

中期目標の項目 

II-2 社会の要請に積極的に応えるため、学部学科、附属機関等の教育研究組織のあり方について

不断に検討し、必要に応じ適切に見直す。 

中期計画の項目 

（34）総合性と専門性のバランスを考えた知の形成に向け、学部学科、研究科及び附属機関等のあ

り方について検討し、必要に応じ見直す。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①組織のあり方検討 

学部学科、研究科及び附属機関等において、組織のあり方を検証し必要に応じ見直しを行った。 

＜文学部＞ 

・将来構想委員会において学部組織のあり方についての検討を継続し、令和元年度は特に卒業論文

の指導体制の見直しを行った（R1）。 

・内部質保証の推進のための点検結果を受けて、学部将来構想委員会を学部組織の点検のための機

関と位置付けなおし、定期的に学科課題の点検をすることとした。点検結果を受けた改善策とし

て、カリキュラム改正を行った（R2）。また、英語英米文学科の枠取りについて、従来の「英語

学」領域の補充を図るだけではなく、日本語教育との連携を重視した枠取り案とすることとした

（R3）。 

＜環境共生学部＞ 

・令和元年4月から、現行の3学科を1学科（環境共生学科）に改組し、そのもとに3専攻（環境

資源学専攻、居住環境学専攻、食健康環境学専攻）を設置することとした（H30）。 

・地域連携・研究推進センターにある食育推進プロジェクトを令和元年度から環境共生学部に食育

推進室として移管するための準備を行った。また、環境共生学部への食育推進プロジェクト移管

に伴う規程等の整備を行った（H30）。 

・学部全体としての教育研究の運営について学部運営委員会において検討を行った（R2～）。学部

全体については特に問題がないことを確認し、各専攻の将来のあり方について今後も検討を継続

することを確認した（R3）。 

＜総合管理学部＞ 

・人事教授会において、今後の各部門の人員の展望を説明し、学部のあり方について意見交換を行っ

た（R2）。 

・平成29年度より段階的に導入した新カリキュラムの教育的効果について、学部FD等で検証し検

証した（H30、R1）。新カリキュラム完成年度である令和2年度卒業生全員に対し学部独自でアン

ケートを行い、その結果について、「新カリキュラムの効果の検証と今後の課題の抽出」という

テーマで学部 FDを実施し、分析結果を基に意見交換を実施した。更に、それらの意見をもとに

新カリキュラムの効果検証結果をとりまとめ、教授会での審議を経て、運営調整会議において報
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告を行った。今後、今回の検証を踏まえて更なる学部教育の改善に向けた検討を行っていくこと

とした（R3）。 

＜共通教育センター＞ 

・共通教育センターを設置し、同センター内に緑の流域治水研究室を設置した。共通教育センター

のあり方について、定例及び臨時の教授会並びに人事教授会で協議し、諸課題についての対応策

や取扱手順について協議し、センターの運営にあたった（R3）。 

・共通教育センター所管の委員会ごとに、今年度の活動の現状を振りかえるとともに、今後の課題

を挙げるFDを実施し、来年度に向けた対応を協議した（R3）。 

＜文学研究科＞ 

・文学研究科人事委員会で大学院資格担当者について議論した（H30）。 

・授業科目の担当について、多面的な教育体制を検討した結果、令和3年4月より英語英米文学専

攻の2科目についてオムニバス化を新たに決定した（R2）。 

・文学研究科のあり方を考える意味で、英文専攻について5年制修士修了プログラムの可能性につ

いて検討を始めた。（R3）。 

＜環境共生学研究科＞ 

・研究科の今後のあり方について環境共生学部と連動して検討を進めた（R1～）。学部全体につい

ては特に問題がないことを確認し、研究科の将来のあり方について今後も検討を継続することを

確認した（R3）。 

＜アドミニストレーション研究科＞ 

・アドミニストレーション研究科の博士前期過程と後期課程のカリキュラムについて、認証評価の

結果も踏まえた改定案を作成し、研究科委員会・大学院委員会・教育研究会議において審議・承

認され（H30）、令和元年度から新カリキュラムを実施した（R1）。 

・9月の総務委員会において、大学院の構成メンバーにおける分野、年齢、分野、資格等構成につ

いて検討し課題の共有を行った（R2）。 

・大学院の定員の見直しの議論を通して、大学院入試及び指導体制について検討を行った（R3）。 

＜その他附属機関等＞ 

・本学における食育推進活動の一層の充実強化を図るために、食育推進プロジェクトを食育推進室

として環境共生学部に設置することとした（H30）。 

・教学 IR室について、各種の調査による情報を集約し、これまで以上に様々な角度からのより詳

細な分析も行うなど専門性を強化するため、また、大学ガバナンス改革を推進するとともに、関

係機関との連携を密にするため、令和 2年 4月から、学長直属の機関として IR室を設置するこ

ととした（R1）。   

・全学教育推進センターを委員会形式となっており教員採用等の機能を持たない組織から、学部と

同様に教員が所属し、教員採用についても決定権などを持つ組織に改組し、共通教育センターと

することを決定した。また、緑の流域治水に関する最先端の研究を推進するため、当センター内

に緑の流域治水研究室を設置することを併せて決定した（R2）。  

・情報、地域（産学）連携、研究支援の各部門強化等のため、令和4年4月に学術情報メディアセ

ンターから情報部門を独立させ、図書館とデジタルイノベーション推進センターを設置するとと

もに、地域（産学）連携と関連する研究支援を所管する地域・研究連携センターを設置すること

を決定した（R3）。 
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・令和2年7月豪雨で被害を受けた球磨川流域を対象に、流域治水を核とした持続可能な地域の実

現を目指した研究を行う組織として、令和3年11月に「「流域治水を核とした復興を起点とする

持続社会」地域共創拠点運営機構」を設置した（R3）。 

 

検証指標  
─ 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 着実 独自 独自、新規   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
学部学科、研究科及び附属機関等において、組織のあり方を検証し、機能・連携の強化の観点から

学長直属の「IR室」や「国際教育交流センター」、「共通教育センター」、「デジタルイノベーショ

ン推進センター」等を設置しており、着実、又は独自の取組を進めているものと認められる。 

また、令和2年7月豪雨からの復興・再生を支援する取組みの一環として、最先端の研究を推進す

る「緑の流域治水研究室」を設置し、更に流域治水を核とした復興を起点とする持続社会地域共創

拠点運営機構を設置したことも、独自の取組と認められ、中期目標の達成が見込まれるものと評価

できる。 

 

  

委員の意見を踏まえ、

「新規」追加 
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3 人事に関する目標を達成するための取組 

計画番号（35） 

中期目標の項目 

II-3 大学の業務全般について適切かつ効果的な運営を図るため、教職員の大学運営に対する積極

的な参加を推進するとともに、適正な人事・評価を行う。 

中期計画の項目 

（35）教職員に必要な知識・技能の習得及びその能力・資質の向上のため、SDを計画的に実施する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①SDの計画的な実施 

次のとおり毎年度SDを実施した。 

区分 SD名 

必須研修 研究不正防止研修会、旅費、賃金等に係る事務処理に関する研修

会、人権研修会（R3～必須）、情報セキュリティ研修会 

必要に応じて参加の研修 （毎年度）新任教職員研修、財務会計システム操作研修、ハラス

メント相談員研修、所属長研修、人権研修会（H30～R2）、健康管

理研修、学生指導のためのメンタルヘルス全学SD  

（H30・R2）大学運営に関する研修 

（R1）内部質保証に関する研修 

 

 

検証指標 

教職員を対象としたSDの実施回数 3回以上（中期計画期間平均） ※H29年度実績：3回 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

3回 6回 11回 10回 10回 10回 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 ― 着実 着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
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 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
ＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）の計画的な実施について、教職員を対象として、研究不正

防止、庶務事務処理、情報セキュリティ等の研修が、対面とオンラインを組み合わせて実施されてい

る。 

教職員を対象としたSDの実施回数（中期計画期間平均）については、検証指標の3回以上を大き

く上回って実施されており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（36） 

中期目標の項目 

II-3 大学の業務全般について適切かつ効果的な運営を図るため、教職員の大学運営に対する積極

的な参加を推進するとともに、適正な人事・評価を行う。 

中期計画の項目 

（36）教員の教育研究活動について、個人評価制度等により点検・評価を行い、改善に努める。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①個人評価制度等による点検・評価 

・毎年度、各教員に前年度分の個人評価結果の作成を依頼した。 

・「研究」及び「教育」の領域に関しては、現行の調査項目及び評価基準を精査した結果、現行の

ままでも教員の能力開発に充分に資する項目となっていることが確認できた。また、「大学運営」

及び「社会的活動」の領域も併せて精査した結果、「社会的活動」の領域において教員の活動実

績が十分に反映できない項目があることが判明したことから、令和元年2月に改正案を作成した

（H30）。 

・各学部長からの評価結果の提出がなされ、学長へ報告するとともに、必要なものについては適宜

学部長から指導を行うよう指示した（R2）。 

・令和元年度第1回自己点検・評価委員会において、平成28年度及び平成29年度の個人評価結果

について、報告した（R1）。 

・令和3年度第1回自己点検・評価委員会において、平成30年度及び令和元年度の個人評価結果

について、報告した（R3）。  

 

 

検証指標  
個人評価の実施 2年に1回（中期計画期間） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

個人評価実施 ― 個人評価実施 ― 個人評価実施 ―  

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   
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直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
教員の個人評価について、４つの評価領域（教育・研究・大学運営・社会的活動）の調査項目及び

評価基準を精査し、社会的活動の領域の項目を見直して改正した（令和2年度）。 

研修指標の個人評価の実施について、2年に1回適切に実施しており、中期目標・中期計画の達成

が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（37） 

中期目標の項目 

II-3 大学の業務全般について適切かつ効果的な運営を図るため、教職員の大学運営に対する積極

的な参加を推進するとともに、適正な人事・評価を行う。 

中期計画の項目 

（37）女性の教員比率を高める取組を推進し、女性教員比率を20%以上となるよう努める。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①女性の教員比率を高める取組の実施 

 男女共同参画及び女性の活躍に関する情報について、教職員ポータル（SharePoint）内掲示板に

おいて、以下の掲載を行った。 

 ・独立行政法人国立女性教育会館のメールマガジン（月2回）及びセミナー 

 ・行政機関からのキャンペーン  

・大学コンソーシアム熊本からのイベント 等 

②女性教員比率 

 「検証指標」欄のとおり。 

検証指標  
女性教員（常勤）比率 20%以上（中期計画期間平均） ※H29年度実績：20.2％ 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

22.5% 23.9% 25.6% 24.4% 25.0% 25.0% 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

Ａ Ａ Ａ Ａ   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
女性教員の比率を高めるため、教職員ポータル内掲示板に男女共同参画及び女性の活躍に関する各

種情報を掲載した。女性教員比率は22％から25％台で推移し、検証指標の20％以上を達成しており、 

中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（38） 

中期目標の項目 

II-3 大学の業務全般について適切かつ効果的な運営を図るため、教職員の大学運営に対する積極

的な参加を推進するとともに、適正な人事・評価を行う。 

中期計画の項目 

（38）プロパー職員の人材育成と活用を図るため、研修計画に基づいた研修を実施し、適正な配置

に努める。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

プロパー職員の研修体制を、「自己啓発」、「OJTの推進」及び「外部研修等の活用」の3項目に整

理した（H30）。研修計画に基づき、以下のとおり、プロパー職員が、各自のキャリアビジョンに応

じた研修を受講した（毎年度）。 

区分 SD名 

必須研修（階層別研修） 公立大学に関する基礎研修（公立大学協会主催）、公立大学職員セミ

ナー【政策理解】（公立大学協会主催）、管理職研修（大学コンソーシ

アム熊本主催）、中堅職員研修（大学コンソーシアム熊本主催） 

その他の研修 （毎年度）自己啓発インセンティブの付与（自己啓発研修等補助、資

格取得助成等） 

（H30）障害学生支援実務者育成研修会、海外危機管理セミナー、知

的財産権制度説明会 等 

（R1）大学国際交流・管理者向け危機管理セミナー、大学等CSIRT

研修（応用編）、クラウドサービス活用におけるセキュア環境構築入

門 等 

（R2）認証評価・内部質保証関係研修、大学等CSIRT研修（実践編）

（文部科学省主催） 等 

（R3）認証評価実務説明会、LGBTs勉強会、教育機関関係者向け海外

安全対策セミナー 等 

 

 

 

検証指標  
プロパー職員１名あたりの学外研修受講回数 年1回以上（中期計画期間平均） 

※H29年度実績：0.8回 （のべ8回/10名） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

1.0回 
 （のべ9回/9
名） 

1.1回 
 （のべ11回
/10名） 

1.4回 
（のべ17回/12

名） 

1.4回 
（のべ16回/11

名） 
1.0回 1.0回 
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年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 着実 ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
プロパー職員の研修体制を、「自己啓発」、「OJTの推進」及び「外部研修等の活用」の3項目に

整理し、研修計画に基づき、プロパー職員がオンラインを活用しながら各自のキャリアビジョンに応

じた研修を受講することとし、能力の向上を図っている。 

プロパー職員１名あたりの学外研修受講回数（中期計画期間平均）は、検証指標の年1回以上を

満たしており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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4 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための取組 

計画番号（39） 

中期目標の項目 

II-4 事務の簡素化・合理化を進めるとともに、効率的な事務処理を図る。 

中期計画の項目 

（39）現在の事務組織体制において、簡素化･合理化するもの並びに重点化するものを見定め、大

学運営の効率化を図る。 

計画の進行状況等   自己評価：A ［計画の進行状況］（必須） 

①大学運営の効率化 

・事務局職員の所掌事務の従事時間・時間外の割合や繁忙期、課題等を把握するため、アンケート

調査を実施し121件の業務改善候補の取りまとめ、整理・分析を実施した（H30）。 

・「SMARTワーク・アクションプラン」を策定し、重点的に改善を行う業務を選定し、計画的に取り

組んだ（H30）。毎年6月に業務の見直し・改善策を検討、実施した（PDCAサイクルによる継続的

改善。新たな業務改善事業の改善を含む）、10 月～11月にフォローアップ、年度末の 3 月に取

組実績の確認・評価を行った（R1～）。 

・業務改善等、顕著な業績があった事務局職員を表彰する制度を創設し（H30）、毎年度「事務局長

表彰」を実施した（R1～）。 

・所属毎に時間外実績推移を昨年度と比較できるよう見える化するなどの取組を行い、業務の平準

化、前倒し等職員が日頃から業務改善を意識して行動するなどの意識改革が進み、対前年度比で

時間外実績は約14.7%の減となった（H30）。 

・令和2年度は、業務改善実績及び時間外勤務実績を踏まえ、事務局全体の時間外勤務の年度別削

減目標（KPI）の中間検証を行うこととなっており、次のとおり見直しを行った。 

      H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度    合計 

 見直前   ▲2.0%   ▲4.0%   ▲2.0%   ▲1.0%   ▲1.0%   ▲1.0%  ▲10.5% 

 見直後   -      -    -    ▲3.0%  ▲2.0%  ▲1.0%    ▲31.6% 

 

＜SMARTワーク・アクションプラン概要＞ 

  期間：H30～R5年度（第3期中期計画中） 

  目標：①事務局全体の時間外をH29年度比10%減 

     （H30年度目標：対前年度比2.0%減） 

     ②第3期中期計画中の業務改善件数：100件 

・業務改善の実施 

・中間フォローアップの実施 

・業務改善の取組実績確認・評価 

 ※PDCAサイクルで業務改善を継続（P：業務改善シートの作成、D：業務改善の実施、C：中

間フォローアップ、業務改善の取組み実績確認・評価 A：業務改善シートの修正・更新
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等） 

検証指標  
①業務改善の件数 100件（中期計画期間累計） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

25件 

23件 
※業務改善
シート21件 
※H30その他改
善2件 

25件 
※業務改善シー
ト16件 

※H31その他改
善9件 

 25件 
※業務改善
シート11件 
※R2その他改
善14件 

27件 
※業務改善シー
ト11件 

※R3その他改善
16件 

 24件 
※業務改善シー
ト11件 

※R4その他改善
13件 

検証指標  
②時間外勤務時間 職員１名あたり平均10％減（R5年度、Ｈ29年度比） 

※H28年度実績：平均27.3時間（職員１名、１月あたり） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

（H30.4～
H31.3月 
実績） 

約22.8時間／
月 

※約14.7%減 

（H31.4～R2.3
月 
実績） 

約21.0時間／
月 

※約7.7%減 

（R2.4～R3.3月 
実績） 

約17.9時間／月 
※約14.7%減 

（R3.4～R4.3
月実績） 
約18.2時間／

月 
※約1.4%増 

（R4.4～R5.3月 
実績見込み） 
約17.5時間／月 
※約2.0%減 

（R5.4～R6.3月 
実績見込み） 
約17.3時間／月 
※約1.0%減 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

顕著 着実 着実 ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
大学運営の効率化について、各所属における業務改善に向け、年度目標（アクションプラン）を策

定し、事務局全体の時間外勤務の縮減や、重点的に改善を行う業務の改善を実施し、効率的な事務処

理を図っている。 

検証指標①業務改善の件数100件（中期計画期間累計）については、令和3年度までで98件となっ

ており、達成が確実に見込まれる。 

検証指標②時間外勤務時間 職員１名あたり平均10％減（R5年度、Ｈ29年度比）については、35％

減程度の達成を見込んでおり、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するための取組 

1 自己収入の増加に関する目標を達成するための取組 
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計画番号（40） 

中期目標の項目 

III-1 安定的な財政基盤を確立するため、授業料や外部教育研究資金等の自己収入の確保に努め

る。 

中期計画の項目 

（40）入学志願者数の高い水準を維持し、授業料の確実な徴収に努め、学生納付金の収入確保を図

る。また、学生納付金については、社会状況の変化や他大学の動向等を総合的に勘案のうえ、必要

に応じて改定する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①入学志願者数の高い水準を維持するための取組 

 オープンキャンパス、進学相談会、学内見学、高校訪問等の入試広報に取り組むとともに、熊本

県高等学校進学指導連絡協議会との入試懇談会や新入生オリエンテーション・オープンキャンパス

時のアンケート調査により入試内容に改善等すべき点がないかの分析・検討を行い、入学者の確保

を図った。 

特に、令和2年度と令和3年度は新型コロナウイルス感染拡大防止対策の一環として、オープン

キャンパスをweb上で実施した。スマートフォンからも閲覧可能にするなど高校生の利便性も高め

た結果、令和 2年度は 7,611名、令和 3年度は 15,711名の閲覧者があり、従来本学を来訪するこ

とのなかった九州外からの閲覧（R2：大阪1,173回、東京594回、神奈川461回、愛知179回、R3：

大阪 2,195回、福岡2,039回、東京 1,148回、神奈川 633回）も確認できた。出張講義も Zoom等

によるオンライン上での講義により実施し、例年と同様の成果を上げることができた。 

＜文学部＞ 

・各学科の紹介ホームページの点検を行い、必用に応じ見直しや更新を行った（毎年度）。 

・日本語日本文学科の広報資料「ことのは」の令和3年度改訂版を発行し、WEBオープンキャンパ

スの学科紹介ページに掲載した（R3）。 

＜環境共生学部＞ 

・学部ホームページで学部の新しい情報を公開し、入試広報に取り組んだ（毎年度）。 

・学部改組（平成 31年度入学生適用）に向けて受験生向けの学部パンフレットを作成し（学部改

組20周年ロゴマーク入り）、入試広報に取り組んだ（H30）。 

＜総合管理学部＞ 

・高校側からは、平成 29年度から実施の新カリキュラムついての質問が多いこともあり、新カリ

キュラムと学部教育の独自の魅力を周知させるために、①新カリキュラムパンフレットの配布と

ともに、オープンキャンパスでは、②新カリキュラムと学部教育の特色についての説明、③少人

数教育であるゼミ＆プロジェクト紹介などを行った（毎年度）。 

・WEBオープンキャンパスではコンテンツの動画の一部を情報系のゼミに所属する学生に作成して

もらい、高校生に学部での学習成果の一部を実際に体感できるよう工夫を施した（R2）。 

②授業料の確実な徴収及び学生納付金の収入確保 

・授業料引落日や徴収猶予や分納の制度について、学内ディスプレイ等を活用し周知を行った（毎

年度）。 

・毎年1月時点の授業料未納者について適切に対応し確実な徴収に努めていたが、最終的な未納者

は、平成30年度は6名、令和元年度は3名、令和2年度は3名、令和3年度は1名となり、除

籍処分となった。 
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・新型コロナウイルスの影響による生活困窮学生に対しては、修学支援法に基づく家計急変事由に

よる授業料減免、同法対象外である院生・留学生に対する本学独自の緊急減免、授業料納付猶予・

分納許可等の措置をホームページや一斉メール等により周知した（R2～）。 

③学生納付金の改訂 

授業料については本学を含む大半の公立大学が国立大学に準じて設定しており、国立大学等（熊

本大学及び九州内公立大学）の学生納付金に変更がないことを確認し、改定は行わないこととした。

また、入学金については公立大学間で幅があるが、本学の入学金は九州内の公立大学において中位

程度であり、他大学との競争的環境を勘案すれば現段階では変更の必要性はないと判断した（R2）。 

【参考：本学の授業料、入学金】 

 ・授業料：535,800円（一律） 

 ・入学金：県内生 207,000円・県外生414,000円 

【参考：他大学の状況】  

 ・国立大学及び九州内公立大学の授業料：535,800円（全学同額） 

 ・国立大学入学金：282,000円 

 ・九州内公立大学の入学金 

  県内生：176,500円～282,000円 

  県外生：332,000円～520,000円  

検証指標  
①学部志願者数平均   2,000名以上（中期計画期間平均） ※H28～H29年度実績平均：2,268名   

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

2,506名 2,383名 2,217名 2,285名 2,268名 2,268名 

検証指標  
②学納金の収納率 99.9%以上（中期計画期間平均） ※第2期中期計画期間実績（見込）平均：99.9% 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

99.9% 99.9% 99.9% 99.9% 99.9% 99.9% 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
入学志願者数の水準維持については、進学相談会、高校訪問等の入試広報に加え、新型コロナウイ

ルス感染拡大防止の観点から webオープンキャンパスを開催するなどの対策に努めている。この結
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果、指標を上回る、指標（中期計画期間平均2,000名以上）を上回る志願者数で推移している。 

また、学生納付金についても確実な徴収に努め、指標としている徴収率99.9％確保を上回ってる

ことから、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（41） 

中期目標の項目 

III-1 安定的な財政基盤を確立するため、授業料や外部教育研究資金等の自己収入の確保に努め

る。 

中期計画の項目 

（41）教育や研究、地域貢献の維持・充実を図るための財政的基盤の強化として、外部資金の獲得

に努める。 

計画の進行状況等   自己評価：S  

［計画の進行状況］（必須） 

①外部資金の獲得 

・各種助成金等の情報を収集し、教職員ポータル（SharePoint）において全教員に随時情報提供し

た（H30:78件、R1:112件、R2:114件、R3:45件）。 

・令和3年10 月、「流域治水を核とした復興を起点とする持続社会」地域共創拠点が、JST「共創

の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」の地域共創分野（本格型）に採択され、拠点全体で最大2

億円/年、支援期間10年間の外部資金を獲得した。 

・獲得した外部資金の金額については「検証指標」欄のとおり。 

  

 

 

 

検証指標  
外部資金の金額 現在の水準を確保（中期計画期間平均）※H24～H28年度実績平均：94,608千円 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

121,273千円 107,545千円 89,411千円  141,222千円 150,000千円 150,000千円 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A S   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 ― 着実 顕著   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 
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評価委員会コメント  （参考）個別評価：１ 
外部研究資金の獲得について、研究コーディネーターによる各種助成金等の情報収集や教員への情

報提供、公募内容とのマッチング支援、海外研究者と教員等との調整などに取り組んでおり、外部資

金獲得額は増加傾向にある。 

特に、JSTの共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）【地域共創分野(本格型)】で「流域治水を

核とした復興を起点とする持続社会」地域共創拠点が採択を受け、今後、拠点全体で最大2億円/年、

支援期間10年間の外部資金を獲得したことは、特筆すべきことであり、顕著な成果をあげた取組み

として評価できる。外部資金の金額（中期計画期間平均）については、指標の94,608千円を上回っ

ており、上記プログラムの採択によって大きく上回ることが見込まれることから、中期目標・中期

計画を上回る成果が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（42） 

中期目標の項目 

III-1 安定的な財政基盤を確立するため、授業料や外部教育研究資金等の自己収入の確保に努め

る。 

中期計画の項目 

（42）熊本県立大学未来基金について、本学独自の教育研究活動を充実させるため、積極的に広報

活動を行うとともに、効果的に活用する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①広報活動の実施 

・恒常的基金として、未来基金募集パンフレットやホームページ、大学広報誌『春秋彩』等で広報

を行った（毎年度）。 

②財源の確保対策 

・コンビニやクレジットカードでの寄付を可能とする対応を行い、令和2年度より開始することと

した（R1）。 

・同窓会紫苑会の寄付が平成 31年度で終了するため、理事長から同会に寄付の継続をお願いし、

令和2年度～令和6年度までの5年間で総額1千万円の寄付の継続が決定された（R1）。 

・「新型コロナウイルス感染防止対策に係る寄附金」を6月下旬から募集し、令和2年度は81万円

の寄附が集まった（R2）。 

・熊本県立大学未来基金の寄附金額は以下のとおり。 

区分 H30 R1 R2 R3 

寄附金額 9,935,139円 7,902,604円 3,481,738円 3,233,972円 

③効果的な活用 

・新型コロナウイルス感染防止対策に係る寄附金を活用し、学修環境の充実のためのタブレットを

購入した（27万円）（R2）。 

・現在進めている全学的なデジタル化推進の一環として、CPDホールのWEB配信設備の整備費とし

て活用した（R3）。 

・熊本県立大学未来基金の活用実績は以下のとおり。 

事業区分 H30 R1 R2 R3 

熊本県立大学奨学

金の充実 
8,740,000円 7,865,000円 

5,714,290円 

（タブレット購入

含む） 

4,795,000円 

若手研究者・女性研

究者育成事業 
1,000,000円 ― ― ― 

地域が求めるCPD

センターの整備 
― ― ― 2,332,000円 
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検証指標  
熊本県立大学未来基金のあり方の検討・見直し（R1年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

検討中 完了 ― ― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
熊本県立大学未来基金について、ホームページ、大学広報誌等での周知や、新型コロナウイルス感

染防止対策に係る寄附金を募集するなどの取組を行っている。コロナ禍により、大きく減少したもの

の、令和2・3年度中300万円以上の寄付金を確保し、学生への奨学金や学修環境の充実に対し効果

的に活用している。また、大学同窓会の寄付については、平成 31年度で終了予定だったが、令和 2

年度から令和6年度までの5年間で1千万円の寄付の継続が決定された。 

検証指標の熊本県立大学未来基金のあり方の検討・見直しについては、令和元年度にコンビニや

クレジットカードでの寄付金納付を可能とすることを決定し、令和2年度から開始したことから、

中期目標・中期計画の達成が見込まれると評価できる。 
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2 経費の抑制に関する目標を達成するための取組 

計画番号（43） 

中期目標の項目 

III-2 既に実施している経費節減等の取組を検証しつつ、大学の業務全般についてより効率的な運

営に努め、経費の抑制を図る。 

中期計画の項目 

（43）将来にわたり健全な財政運営を継続するため、経費節減の取組を点検･改善するとともに、

教職員への不断の意識づけにより、経費節減を促す等、効率的な運営及び経費の抑制を行う。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①経費節減の取組 

毎年度、「エコ･アクションプラン」を作成し、全教職員宛にメールにて周知した。また、例年 8

月中旬の1日をサマー・ECOデー（大学休業日）としてエネルギー使用の抑制に取り組んできたが、

令和元年度からは例年より1日多い2日をサマー・ECOデー（大学休業日）としてさらなる抑制に

取り組んだ。さらに、令和 2年度は新たに年末年始の 2日をウインター・ECO・デー（休暇取得奨

励日）とし、抑制に取り組んだ。 

②効率的な運営及び経費の抑制 

・適正な教育環境を保持しつつ、節電行動の促進やデマンド管理により、電気使用量、ガス使用量

の抑制を図った（毎年度）。 

・照明のLED移行について、令和元年度は講義棟1号館及び2号館の教室、令和2年度は大ホール、

総合管理学部棟会議室、情報処理実習室3、大学会館特別食堂、令和3年度は環境共生学部西棟

の作業を完了した。 

・都市ガス使用量について、平成 30年度は、大ホール系統空調のチラー（冷温水発生装置）更新

により、空調の運転効率が上がったこともあり、平成 29年度比で減となった。令和 2年度は、

前年度に環境共生学部西棟の空調熱源設備をガスを使用しない空冷ヒートポンプに更新したこ

とに加え、大ホール系統の冷温水発生機が故障し空冷ヒートポンプのみで冷房運転したこともあ

り、令和元年度比で減となった。令和3年度は、大ホール系統の冷温水発生機が再稼働したこと

から、令和2年度同時期比で増となった。 

・電気使用量について、全学での節電と冷房運転のデマンド管理（最大需要電力の抑制）による電

力抑制に努めたことから、前年度比で減となった（毎年度）。特に令和2年度は、節電等に加え、

新型コロナウイルス感染拡大防止対策（授業開始日の延期、オンライン授業活用）により教室の

使用機会が減少したこともあり、令和元年度比で減となった。また、令和3年度は、新型コロナ

ウイルス感染拡大防止対策（オンライン授業活用等）により教室の使用機会が少なかったことに

加え、夏場の天候不良もあり、令和2年度同時期比で減となった。 
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検証指標 

①電力使用量 年間400万kwh以下（中期計画期間平均） 

 ※チラー（空調)が稼動した場合のH24～H28年度推計値平均：年間402万kwh 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

365万kwh 361万kwh 325万kwh 303万kwh 350万kwh 350万kwh 

検証指標 

②ガス使用量 年間160千ｍ3以下（中期計画期間平均） 

 ※H28年度実績：年間166千ｍ3 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

146千m3 124千m3 45千m3 92千m3 130千m3 130千m3 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

エネルギー（電気・ガス）の使用量削減について、エコ･アクションプランを作成し、サマー・

ECOデー、ウィンター・ECOデーを設けたり、節電行動の促進、デマンド管理などの抑制に取り組ん

だ結果、電気使用量及びガス使用量において指標を達成しており、中期目標・中期計画の達成が見

込まれるものと評価できる。 

 

  
文言の修正 



 

107 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する目標を達成するための取組 

1 評価の充実に関する目標を達成するための取組 

計画番号（44） 

中期目標の項目 

IV-1 自己点検・評価を定期的に実施するとともに、第三者機関の評価を受け、これらの評価結果

を教育研究や組織運営の改善に活用するという組織的なマネジメントサイクルを充実させる。 

中期計画の項目 

（44）内部質保証の観点から、自己点検・評価を行い、外部評価である法人評価及び認証評価を受

け、それらの結果を爾後の改善･向上につなげるとともに、適切に公表する。また、自己点検・評

価に係る方針・体制を検証し、必要に応じ見直す。並びに、令和4年度に認証評価を受審し、次期

（第４期）中期計画への反映を検討する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①自己点検・評価と外部評価 

・理事長が委員長を務める全学の「自己点検・評価委員会」において、年度計画及び中期計画の業

務実績について、エビデンスに基づく自己点検・評価を行い、教育研究会議、経営会議、理事会

の審議を経て、その結果を大学ホームページで公表した。また、これに基づき業務実績報告書を

作成して、熊本県が地方独立行政法人法に基づき設置する「熊本県公立大学法人評価委員会」に

提出し、それぞれ「年度計画を順調に実施している」と評価された。当該年度計画の進行管理及

び翌年度計画の策定については、自己点検・評価結果及び法人評価結果を踏まえて行った（毎年

度）。 

・平成 28年度受審の認証評価結果を踏まえた改善方策（キャップ制、アドミニストレーション研

究科カリキュラム）を、平成 30年度から令和 2年度まで毎年 6月開催の自己点検評価委員会に

て報告した。それらの報告を基に「改善報告書」を作成し、各審議機関の審議を経て、大学基準

協会へ提出した。大学基準協会から通知された「検討結果報告書」については大学ホームページ

で公表した（R2）。 

②教育の内部質保証システム 

・教育の内部質保証システムについて、教育戦略会議での検討、教育研究会議等での審議を経て、

内部質保証推進委員会の設置及び運用ルールの整備を行った（H30）。   

・内部質保証推進委員会において、教育の内部質保証に関するチェックリストによる点検結果を踏

まえた学部・研究科間の認識の共有化を図るとともに、必要な指導・助言を行い、教育研究会議

及び理事会で報告した（R1～）。 

③令和4年度受審の認証評価対応 

・令和4年度の認証評価受審への対応として、各学部・研究科等において、認証評価の基準に関す

る自己点検・評価を実施し、その結果を取りまとめた（R2）。 

・令和2年度の各学部・研究科等における自己点検・評価結果を基に、認証評価機関の基準に基づ

く自己点検・評価を全学的観点から行い、『自己点検・評価報告書』を作成し、教育研究会議、
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経営会議、理事会の審議を経て、大学基準協会に提出した。また、その結果を大学ホームページ

で公表した（R3）。 

 

検証指標 

①認証評価の受審（R4年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

― ― ― ― 認証評価受審 ― 

検証指標 

②自己点検･評価に係る方針及び体制の検証（R1年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

検証 

教育の内部質
保証に関する
方針の策定・内
部質保証推進
委員会の設置 

― ― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 着実 ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
大学の諸活動に係る点検・評価と改善について、事業年度の業務実績報告、評価結果を踏まえ、当

該年度計画の進行管理及び次年度計画に反映させており、改善・向上に努めているものと認められる。 

また、認証評価については、令和4年度受審に向けた認証評価基準に関する自己点検・評価を実施

しており、堅実に改善を図っているものと認められる。 

さらに、内部質保証推進委員会において、計画から点検・評価のサイクルを回す、内部質保証シ

ステムを機能させており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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2 情報公開、情報発信等の推進に関する目標を達成するための取組 

計画番号（45） 

中期目標の項目 

IV-2 大学の組織運営及び教育研究活動等の実績等については、積極的に情報を公開・発信し、社

会への説明責任を果たすとともに、大学の認知度を高める。 

中期計画の項目 

（45）戦略的な広報により、特色ある教育研究の活動の取組とその成果を積極的に発信する。また、

法人運営に関する重要な情報をわかりやすく公開･発信し、社会に対する説明責任を果たす。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①戦略的な広報 

・本学の広報の現状と課題を踏まえた広報戦略の素案を作成し、学部等における意見聴取、広報誌

編集委員会での検討を経て広報戦略を策定した（H30）。 

・大学ホームページにおいて、各種イベントの周知や本学の教育研究活動（授業での取組や教員・

学生の受賞等）の情報発信を積極的に行うとともに、『大学案内』（5月）、『大学概要』（6月）、

広報誌『春秋彩』（11月、3月）をそれぞれ発行した（毎年度）。 

・大学ホームページや『大学案内』、『大学概要』、広報誌『春秋彩』を活用して、新型コロナウイ

ルス感染症対策や令和2年7月豪雨の被災地域復興・再生支援の取組など、大学運営や地域貢献

の状況について広く情報発信を行った（毎年度）。 

・ホームページのリニューアルについて、企画コンペにより業者を選定し、リニューアル作業を行っ

た。新ホームページでは、本学に対する高校生の興味・関心を高めることなどを目的に、スマー

トフォンの閲覧にも対応したデザインを採用し、『大学案内』等の冊子や WEBオープンキャンパ

スとコンテンツの共有化も行い、12月に公開した（R3）。 

・専門業者及び学内関係者による現地調査や学内の意見聴取を行ったうえで整備案をとりまとめ、

初めての来学者でも円滑に学内移動できるようなわかりやすい学内案内図、各棟名サイン、棟内

案内図等を整備した（R2・R3）。 

②法人運営に関する重要な情報の公表 

・学校教育法に基づく教育情報をホームページで公表した（毎年度）。 

・高等教育の無償化に係る公表事項を「大学等における修学の支援に関する法律施行規則第7条第

2項に基づく確認申請書の公表について」としてホームページで公開した（R1～）。 

・新型コロナウイルス感染症に関する特設ページを設け、大学における取組状況や注意喚起につい

てわかりやすく情報発信を行った（R2～）。 

 

 

 

 

 



 

110 

 

検証指標  
ホームページでの広報及び報道機関への発信件数 150件以上（R5年度）  

※H26～H28年度平均：123件 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

272件（イベン
ト等の開催通
知：42件、本学
の教育研究活
動等の発信：
218件、報道資
料：12件） 

300件（イベン
ト等の開催通
知：47件、本学
の教育研究活
動等の発信：
239件、報道資
料：14件） 

289件（イベント
等の開催通知：
12件、本学の教
育研究活動等の
発信：267件、報
道資料：10件） 

322件（イベン
ト等の開催通
知：27件、本学
の教育研究活
動等の発信：
281件、報道資
料：14件） 

200件 200件 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― 着実 着実   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
広報活動等について、大学ホームページを中心に、教育研究活動等の発信を積極的に行った。ま

た、ホームページのリニューアルにより、スマートフォンにも対応し、利用者の見やすさの向上、

情報発信力の強化を図った。これらの取組により、検証指標のホームページでの広報及び報道機関

への発信件数150件を継続して大きく上回っており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるもの

と評価できる。 
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Ⅴ その他業務運営に関する目標を達成するための取組 

1 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための取組 

計画番号（46） 

中期目標の項目 

V-1 既存の施設や設備の適正な維持管理、計画的な整備改修により良好な教育研究環境を保持する

とともに、施設設備の有効活用を推進する。 

 なお、整備改修に当たっては、バリアフリー・ユニバーサルデザイン、環境保全等に十分配慮す

る。 

中期計画の項目 

（46）新たな施設設備保全計画や中期的な機器更新計画等に基づき、施設設備の適正な維持管理と

計画的な整備改修により、長寿命化に努め、良好な教育研究環境を保持する。また、維持改修等に

あたっては、安全性の確保と可能な限りバリアフリー・ユニバーサルデザイン、環境保全等に配慮

する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①良好な教育研究環境の保持 

 施設設備保全計画、機器更新計画に基づき、施設設備の適正な維持管理と計画的な整備改修を

行った。併せて、学内の環境保全に努めた。維持改修等にあたっては、安全性の確保と可能な限り

バリアフリー・ユニバーサルデザインに配慮した。 

 主な改修工事は以下のとおり。 

・キャリアセンター空調設備改修工事（H30） 

・グローカルセンター汚水水中ポンプ更新工事（H30） 

・電話交換機更新工事（R1） 

・小ホール空気調和機・配管更新工事（R1） 

・図書館空調設備改修工事（R2） 

・中ホール・学生会館（学生食堂）換気改善工事（R2） 

・大ホールその他空調設備（AHU等）改修工事（R3） 

・中ホール映像音響設備更新（R3） 

・本部棟トイレ改修工事（R3） 

 

検証指標 

施設設備保全計画を踏まえた年度計画上の施設設備の整備率 100％（※金額ベース（入札残を除

く））（中期計画期間） ※H28年度実績：83.4％（地震により一部中止） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

33% 
(残工事は設計
まで完了、R1年
度に工事契約) 

100% 100% 100% 100% 100% 
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年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 

施設設備の適正な維持管理と計画的な整備改修について、施設設備保全計画に基づき、優先度の

高い設備を対象に計画的に改修工事を実施している。これによって、検証指標の施設設備保全計画

を踏まえた施設設備の整備率（金額ベース）100％を維持しており、中期目標・中期計画の達成が

見込まれるものと評価できる。 
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2 安全管理に関する目標を達成するための取組 

計画番号（47） 

中期目標の項目 

V-2-(1) 学生の個人情報をはじめとする情報管理及びリスク管理を徹底する。 

中期計画の項目 

（47）個人情報の保護や学内の情報資産の保全のため、組織の見直しを行うとともに、啓発事業や

運用管理等の情報セキュリティ対策を強化する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①組織の見直し 

・情報セキュリティ対策をさらに強化するため、平成 31年 4月に学術情報メディアセンターに、

情報基盤管理室を設置することとし、関係規程の改正を行った（H30）。 

・情報化推進に伴う情報セキュリティのリスク対策への視点も含め、体制を強化するため、学術情

報メディアセンターを改組し、令和4年4月にデジタルイノベーション推進センターを設置する

こととし、関係規程の改正を行った（R3）。 

②啓発事業 

・教職員を対象とした情報セキュリティ研修会を毎年度実施し、教職員の意識啓発を行った。やむ

を得ず欠席となった職員には研修動画の視聴を求めた（H30・R1）。令和2年度・令和3年度につ

いては、新型コロナウイルス感染拡大防止対策の観点から、これまでの集合形式の研修から、動

画視聴及び習熟度テストの方法に変更し実施した。新たに習熟度テストを導入したことから、セ

キュリティポリシーの理解度を向上させることができた。 

・実践的な訓練として情報セキュリティインシデント対応訓練を実施し、インシデント（電子メー

ルによる標的型攻撃）が発生した場合に、本学ユーザーが迅速かつ的確に対応できるよう、情報

セキュリティ意識・対応スキルの向上を図った（R3）。 

・学生である職員（TA、SA、パートタイム臨時職員）については、4月の学生向けオリエンテーショ

ン時に情報セキュリティポリシーについて説明。非常勤講師については、毎回、採用時に研修資

料を配布して周知した（毎年度） 

・学生・教職員を対象に、情報セキュリティ確保に向けた取組として「情報セキュリティ啓発キャ

ンペーン」を実施した（毎年度）。 

③情報セキュリティ対策 

・本学におけるサイバーセキュリティ対策等の目標及び実施方針等を盛り込んだ「熊本県立大学サ

イバーセキュリティ対策等基本計画」を作成し、インシデント発生時に対応する「熊本県立大学

情報セキュリティインシデント対応チーム」の検討に着手した（R2）。 

・平成 27年度に制定した情報セキュリティポリシーについて、制定当時からの社会状況変化や新

たなICT利用（クラウド、リモートアクセス等）等に対応するため全面改定を行い、情報セキュ

リティ対策及びユーザー利便性の向上を図った（R3）。 

・情報化推進に伴う情報セキュリティのリスク対策への視点も含め、体制を強化するため、学術情
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報メディアセンターを改組し、令和4年4月にデジタルイノベーション推進センターを設置する

こととし、関係規程の改正を行った（R3）。 

  

検証指標 

情報セキュリティ研修会の受講率 100％（毎年度） ※H28年度実績：100％ 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

100% 100% 100% 100% 100% 100% 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― 着実 ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
情報化推進に伴う情報セキュリティのリスク対策の視点を含め、令和4年度からデジタルイノベー

ション推進センター設置することとし、令和3年度から関係規程の改正を行った。また、啓発対策と

して、動画視聴形式によりサイバー攻撃の最新動向等に関する情報セキュリティ研修を実施するとと

もに、教職員が実際に迅速かつ的確に対応できるように情報セキュリティインシデント対応訓練も実

施し、情報セキュリティ意識・対応スキルの向上を図っている。 

さらに、情報セキュリティ対策として、「熊本県立大学サイバーセキュリティ対策等基本計画」を

策定し、インシデント発生時に対応する「熊本県立大学情報セキュリティインシデント対応チーム」

の検討に着手するなどしている。検証指標の情報セキュリティ研修会の受講率100％も毎年度達成

しており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（48） 

中期目標の項目 

V-2-(2） 自然災害や火災、設備事故等のあらゆる災害に備えて防災対策を強化するとともに、大

学における事業継続計画（BCP）を策定する。 

中期計画の項目 

（48）熊本地震の経験を踏まえ、大学施設・設備の耐震・防災的観点からの維持管理を推進し、防

災資材の備蓄充実や事業継続計画（BCP）の策定、避難訓練や安全管理の啓発等、防災対策を強化

する。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①大学施設・設備の耐震・防災的観点からの維持管理 

施設改修にあたっては、以下のとおり災害に強い施工を行った。 

・空調室外機をアンカーとワイヤーで多重に固定した（H30）。 

・屋上設置の空調機器の据え付けに防振架台を採用した（R1）。 

・災害後の避難所としての利用も見据えて中ホール・大ホール前トイレの洋式化を行った（R1）。 

・災害発生時の断水を防ぐため、井戸水から市上水道への接続を可能にする水道切替用工事を行っ

た（R2）。 

・落雷により破損した空調中央監視装置の修理に合わせて、電源や通信回線に避雷器を設置した

（R2）。 

・災害時の対策本部となる本部棟のトイレについて、排水管の詰まり等が頻発し、使用に支障が生

じていたため、排水管布設替え等の工事を実施した（R3）。 

②防災対策の強化 

・備蓄については防災資材・食糧の備蓄計画に基づき、水、食糧等の備蓄購入を行った（毎年度）。

令和元年度にはレトルト食品の購入を追加、毛布等の備蓄を前倒し発注した。 

・平成30年度（2018年度）に作成した事業継続計画（BCP）の骨子に基づき、BCPを作成した（R1）。

BCPについては、組織改正等を適宜反映させた（R2～）。 

・災害対策本部会議を開催し、災害発生時の防災体制を周知するとともに、緊急地震速報発令を想

定しての初動対応、避難行動、消火器を使用した初期消火活動等の防災訓練を実施した（毎年度）。 

・熊本市震災対処実動訓練への参加や熊本市分散備蓄倉庫の設置（熊本市が設置）等、熊本市等を

はじめとした地域との連携体制の充実を図った（R2～）。 

③新型コロナウイルス感染症対策 

・新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催するとともに、「新型コロナウイルス感染症に対

する対応方針」及び「新型コロナウイルス感染症に係る帰国・入国者への対応」について定め、

教職員・学生への周知徹底を図った（R1）。   

・新型コロナウイルス感染に対する事業継続対応として、次のことを行った（R2～）。 

・新型コロナウイルス感染症対策本部会議の開催 

・新型コロナウイルス感染症に対する対応方針の随時改正 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応指針の随時改正 

・授業実施要領の随時改正 

・新型コロナウイルスの感染拡大防止のための在宅勤務制度の創設・実施 

・本学関係者が新型コロナウイルス感染に罹患、または罹患の疑いが生じた場合の対応フローや事
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務局初動対応等についてのマニュアル整備 

・新型コロナウイルスワクチン大学接種（R3～） 

 

 

検証指標 
事業継続計画（BCP）の策定（R1年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

骨子を作成 
事業継続計画
（BCP）作成 

― ― ― ― 

年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 ― 着実 ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
防災対策の強化等について、事業継続計画を策定し、防災に対応した施設改修や資材等の備蓄、防

災訓練等の取組みを適切に実施し、防災対策の強化を図っている。 

また、新型コロナウイルス感染症に対する事業継続対応として、対応方針・マニュアル等を整備

し、それに基づく学内での感染防止策や初動対応を徹底しており、学内でのクラスター等、大学運

営に支障を来す事案は発生していない。検証指標の事業継続計画（BCP）は、目標の令和元年度に

作成しており、中期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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計画番号（49） 

中期目標の項目 

V-2-(3) 教職員の心身の健康保持増進に努め、快適な職場環境の形成を促進する。 

中期計画の項目 

（49）教職員の心身の健康相談の実施や健康管理に関する意識啓発活動により、快適な職場環境づ

くりを進める。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①教職員の心身の健康相談の実施 

毎年度定期健康診断及びストレスチェックを実施した。また、衛生委員会において産業医からそ

れらの受診結果から見た職場評価結果に係る説明を受けた（H30～）。 

②健康管理に関する意識啓発活動 

以下のとおり、毎年度健康管理に関する研修を実施した。 

・健康診断結果の活用（H30） ・受動喫煙防止対策関連（R1）。 

・こころのセルフケア（R2）  ・健康診断結果に基づく傾向や病気の予防について（R3） 

③衛生委員会の開催 

・衛生委員会において、新型コロナウイルス感染拡大防止対策をはじめ、職員の労働安全衛生に関

する事項についての調査審議を行った。また、関連情報についても、積極的に委員会内及び学内

に情報を提供した（毎年度）。 

・職場巡視については、法定の巡視に加えて、衛生委員会委員による巡視を新たに実施する等、必

要に応じて安全衛生施策等の見直し、充実を行った（H30）。 

④受動喫煙防止対策に係る基本方針 

・受動喫煙防止対策に係る基本方針を策定し、当該方針に基づき7月1日より大学敷地内を全面禁

煙とした。また、全面禁煙の実施に併せて、Eメール、学内掲示板等による学生・教職員に対す

る啓発、禁煙外来受診助成事業の開始、学内及び本学周辺道路の定期的巡視等の対策を、適時実

施した（R1）。   

・大学敷地内禁煙に伴う受動喫煙防止対策の一環（受動喫煙機会の減少）のため、禁煙外来受診助

成事業を継続して周知した（R2～）。   

 

 

 

検証指標  
ストレスチェックの提出率 80%以上（中期計画期間平均）※H28年度実績：77.6% 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

87.4% 81.8% 87.6% 87.2% 87.0% 87.0% 
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年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

― ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
教職員の心身の健康相談として、毎年度定期健康診断およびストレスチェックを実施し、衛生委員

会において産業医から職場評価結果に係る説明を受けた。また、健康管理に関する意識啓発活動とし

て、毎年異なるテーマで研修を実施した。 

検証指標のストレスチェックの提出率（中期計画期間平均）80%以上は継続して上回っており、中

期目標・中期計画の達成が見込まれると評価できる。 
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3 人権に関する目標を達成するための取組 

計画番号（50） 

中期目標の項目 

V-3 人権尊重に関する啓発を推進し、人権が不当に侵害され、良好な教育・研究・職場環境が損な

われることのないよう、全学的な取組を進める。 

中期計画の項目 

（50）学生及び教職員に対して、様々なハラスメント等の人権侵害に関する啓発を行うとともに、

相談体制の周知・充実に取り組む。 

計画の進行状況等   自己評価：A  

［計画の進行状況］（必須） 

①様々なハラスメント等の人権侵害に関する啓発 

・キャンパスにおけるハラスメント等をテーマとした教職員向け人権研修会を実施した（毎年度）。

研修内容は、最近の事例を基にハラスメントの正しい理解と防止について周知するとともに、時

宜を踏まえたテーマ（H30：LGBT、R1：LGBTやハンセン病差別、CRSと人権、R2：パワーハラス

メント、R3: アカデミックハラスメント）を取り上げ実施した。 

・例年参加者が少なかったことを踏まえて、平成 30年度から例年の 1回から 2回の開催とした結

果、参加者が大幅に増加した。また、令和2年度と令和3年度については新型コロナウイルス感

染症対策としてオンラインで実施するとともに、令和3年度からは全教職員を対象とした必須研

修として実施した。 

②相談体制の周知・充実 

・学内のハラスメント相談員及び学外の相談員について、4月にメール及び学内掲示板やプラズマ

ディスプレイで教職員及び学生に広く周知を行うとともに、ハラスメントに関するアンケートを

実施しハラスメントの実態を把握した（毎年度）。 

・相談員や所属長等向けのハラスメント相談対応研修会を開催し、人権・ハラスメント関係規程及

び相談体制や流れ等についても周知した（毎年度）。令和 2年度については『ハラスメント相談

の手引き』を配付し相談対応能力の向上を図った。 

・パワーハラスメント防止対策措置の義務化に伴う規程の改正を行い、教職員へ周知した（R2）。 

・文部科学省からの新型コロナウイルス感染症の感染者等に対する偏見や差別の防止等に係る周知

を行った（R2）。 

・相談実績を把握するためハラスメント相談員から年に2回相談件数を報告してもらうこととした。

併せて、相談員以外の教職員にも相談を受けた場合の相談記録について周知を行った（R3）。 

 

 

 

検証指標  
効果的な研修体制の検討・見直し、実施（H30年度まで） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）見込 R5（2023）見込 

実施済 ― ― ― ― ― 
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年度評価の経緯（法人自己評価：Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

A A A A   

年度評価の経緯（評価委員会評価：６つの視点） 

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） 

着実 ― ― ―   

直近の認証評価機関の評価（任意） 
  
 ※直近の認証評価結果で特に言及された事項があれば記載（長所、改善勧告、努力課題等） 

評価委員会コメント  （参考）個別評価：２ 
教職員を対象とした人権に関する啓発について、様々なハラスメントに関する研修・周知を行い、

人権意識の向上を図っている。アンケートによる実態把握や内部相談員の研修等を行い、相談体制の

充実を図っている。 

また、コロナ禍における感染者等に対する偏見・差別の防止ついても周知を行うなど、中期目標・

中期計画に沿った取組を進めているものと認められる。 

検証指標の効果的な研修体制の検討・見直しについても、平成30年度に適切に実施しており、中

期目標・中期計画の達成が見込まれるものと評価できる。 
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４ その他業務運営に関する事項 

（1）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

中期計画（平成30年度～令和5年度） 業務実績（平成30年度～令和3年度） 

1 予算 

平成30年度～令和5年度 予算 

   （単位：百万円）  

区          分 金          額 

収入  

 

授業料収入 6,449 

入学金収入 836 

検定料収入 240 

受託研究等収入 270 

寄附金収入 89 

補助金等 196 

運営費交付金 6,172 

雑収入 242 

目的積立金取崩 197 

計 14,691 

支出  

 

教育研究経費 10,934 

一般管理費 3,487 

受託研究費等 270 

計 14,691 

［人件費の見積り］     

 中期目標期間中総額８,４２４百万円を支出する。（退

職手当は除く。）    

注1）人件費の見積り額は、役員報酬並びに教職員給料、

諸手当及び法定福利費に相当する費用を試算している。

     

注2）退職手当については、公立大学法人熊本県立大学

が定める規程に基づいて支給することとし、各年度の定

年退職者及び自己都合退職者について試算している。

      

注3）運営費交付金の算定方法    

運営費交付金＝標準的支出―標準的収入＋退職金＋大

規模修繕費＋夢教育等特別交付金   

注4）運営費交付金は、上記の算定方法に基づき一定の

仮定の下に試算したものであり、各事業年度の運営費交

付金については予算編成過程において決定される。 

     

1 決算 

平成30年度～令和3年度 決算 

   （単位：百万円）  

区          分 金          額 

収入  

 

授業料収入 4,156 

入学金収入 524 

検定料収入 164 

受託研究等収入 167 

寄附金収入 55 

補助金等 81 

運営費交付金 5,006 

雑収入 204 

目的積立金取崩 207 

計 10,562 

支出  

 

教育研究経費 7,342 

一般管理費 2,640 

受託研究費等 136 

計 10,118 

※決算額は、それぞれの欄の金額を個別に円単位まで算

出し、その結果を百万円未満の単位で四捨五入して表示

しているため、合計金額と一致しない場合がある。 

 

［人件費］ 

 期間中総額５,６４３百万円（退職手当は除く。） 
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注5）受託研究等収入及び補助金等については、各事業

年度の採択状況に応じ大きく変動するため過去の実績

等を踏まえ試算している。  

 

2 収支計画 

平成30年度～令和5年度 収支計画 

   （単位：百万円） 

区          分 金          額 

費用の部 14,318 

  

経常費用 14,318 

  

業務費 12,310 

  

教育研究経費 3,249 

受託研究費等 270 

役員人件費 378 

教員人件費 6,000 

職員人件費 2,413 

一般管理費 696 

財務費用 90 

雑損 0 

減価償却費 1,222 

臨時損失 0 

   

収入の部 14,318 

  

経常収益 14,318 

  

授業料収益 6,442 

入学金収益 836 

検定料収益 240 

受託研究等収益 270 

寄附金収益 89 

補助金等収益 196 

運営費交付金収益 5,621 

雑益 242 

資産見返負債戻入 382 

  

資産見返運営

費交付金戻入 
280 

資産見返寄附

金戻入 
25 

資産見返物品

受贈額戻入 
4 

 

 

2 収支計画（実績） 

平成30年度～令和5年度 収支計画 

   （単位：百万円） 

区          分 金          額 

費用の部 10,064 

  

経常費用 9,934 

  

業務費 8,583 

  

教育研究経費 2,547 

受託研究費等 131 

役員人件費 288 

教員人件費 3,836 

職員人件費 1,781 

一般管理費 479 

財務費用 116 

雑損 2 

減価償却費 754 

臨時損失 130 

   

収入の部 10,407 

  

経常収益 10,285 

  

授業料収益 4,408 

入学金収益 569 

検定料収益 164 

受託研究等収益 133 

寄附金収益 76 

補助金等収益 80 

運営費交付金収益 4,379 

雑益 157 

資産見返負債戻入 319 

  

資産見返運営

費交付金戻入 
205 

資産見返寄附

金戻入 
33 

資産見返物品

受贈額戻入 
22 

資産見返補助

金等戻入 
58 



 

123 

 

資産見返補助

金等戻入 
73 

臨時利益 0 

   

純利益 0 

   

総利益 0 

注1）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共

同事業費を含む。     

注2）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益

及び共同事業収益を含む。    

 

3 資金計画 

平成30年度～令和5年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区          分 金          額 

資金支出 15,084 

 

業務活動による支出 12,992 

投資活動による支出 756 

財務活動による支出 929 

次期中期目標期間への

繰越金 
407 

   

資金収入 15,084 

 

業務活動による収入 14,494 

 

授業料収入 6,449 

入学金収入 836 

検定料収入 240 

受託研究等収入 270 

寄附金収入 89 

補助金等収入 196 

運営費交付金収入 6,172 

雑収入 242 

投資活動による収入 0 

財務活動による収入 0 

前期中期目標期間よりの

繰越金 
590 

 

臨時利益 122 

   

純利益 342 

   

総利益 377 

※決算額は、それぞれの欄の金額を個別に円単位まで算

出し、その結果を百万円未満の単位で四捨五入して表示

しているため、合計金額と一致しない場合がある。 

    

 

3 資金計画（実績） 

平成30年度～令和3年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区          分 金          額 

資金支出 13,741 

 

業務活動による支出 8,547 

投資活動による支出 606 

財務活動による支出 557 

次期中期目標期間への

繰越金 
4,032 

   

資金収入 13,741 

 

業務活動による収入 10,364 

 

授業料収入 4,154 

入学金収入 518 

検定料収入 164 

受託研究等収入 172 

寄附金収入 52 

補助金等収入 79 

運営費交付金収入 5,006 

雑収入 220 

投資活動による収入 0 

財務活動による収入 0 

前年度からの繰越金 3,377 

※決算額は、それぞれの欄の金額を個別に円単位まで算

出し、その結果を百万円未満の単位で四捨五入して表示

しているため、合計金額と一致しない場合がある。 

（2）短期借入金の限度額 
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なし なし 

 

 

（3）重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 短期借入金の限度額 

   ３億円 

２ 想定される理由 

 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等によ

り緊急に必要となる対策費として借り入れることが

想定される。 

１ 

 該当なし 

２  

 該当なし 

 

（4）剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の

質の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てる。 
なし 

 

 

（5）その他 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

施設大規模改修、

研究機器等更新 

総額   ７５６ 運営費交付

金、自己収入 
 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

施設大規模改修、

研究機器等更新 

総額   ８６３ 運営費交付

金、自己収入、

目的積立金 
 

２ 人事に関する計画 

Ⅱ「業務運営の改善に関する目標を達成するための

取組」の３「人事に関する目標を達成するための取組」

に記載のとおり 

 

３ 積立金の使途 

前中期目標期間繰越積立金については、教育研究の

質の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てる。 

３ 

２１０百万円 

施設設備改修、教育研究機器整備、大学ホームペー

ジリニューアル 等 

４ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

 なし 

４ 

 なし 

 


